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序

　

本論文は，建築壁体における結露障害防止のための基礎的研究として。壁体内における水分

と熱移動に関する研究を行なったものである。

　

我が国の気候は欧米諸国に比し高湿であり，そのため種々の害が生じる。特に結露の害は大

きな問題である。古くから，そして現在に至るまでこの結露をいかに防止するかが検討されて

きた。従来の日本建築においては，通風性の良い吸放湿性の高い構造にすることの工夫がなさ

れていたが，近年の近代建築においては，密閉性の高い吸放湿性の低い構造となってきている

ため結露の問題は以前にも増して重要な課題となっている。

　

この結露の問題に対する現在までの対応は，定常結露防止計算法によって完全に結露を防ぐ

設計法によっていた。この方法で設計を行えば安全側の設計となるけれども，非常に無駄な設

計となり，時には，経済的にも構造的にも不可能な場合が生じることもある。

　

壁体の結露現象は，室内外の温湿度変動に伴う非定常過程である。また，この室内の湿度変

動は建築を構成する多孔質壁体の吸放湿性により強く影響を受けることが知られており，この

材料の吸放湿性は室の水蒸気変動ばかりでなく室温の影響も強く受ける。この温度，水蒸気変

動に対する壁の吸放湿量の同定は，昭和37年，京都大学名誉教授前田博士により，蒸気拡散

支配の熱水分同時移動方程式による表現が為され，その線型方程式による室内温度の非定常計

算法の理論も報告され，壁の吸放湿を考えた室内湿度の定量的算定が始めて可能となった。こ

の理論の検討と解析は前田博士に引き続き神戸大学教授松本博士により行なわれ完成させられ

た。また，この非定常湿度解析を用いて非定常結露防止設計法が前田博士によって示された。

この設計法は壁体を蒸気拡散支配系と見なしているため，壁体をｚヽイグロスコピックに維持す

る防露設計である。

　

結露問題は結露による障害をいかに防止するかということである。したがって，壁体に結露

が生じても結露障害が防止されれば良い。このことから，壁体内における結露水の蓄積状況を

知る必要があり，水分移動を水蒸気移動ばかりでなく，液水移動も考慮した取扱いが必要とな

る。このことは前田博士により指摘された。

　

壁体内含水率の予測は，蒸気，液水の併存する水分移動と熱移動とを同時に取扱わねばなら

ず，この現象は十分に確立されていない。そのため結露を許す考え方に基づく計算法として，

近似計算法が従来種々提案されている。すなわち，結露時の壁体内結露範囲および結露量を決
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定するGlaserの方法，さらに結露水の移動の結果生じる結露範囲の変化を考慮した気液二相

の移動境界層モデルによるｖｏｓの方法等がある。

　

しかし，これらは材料内含水率分布の予測

というよりも，材料内全体に含まれる結露水の蓄積量の時間変化を見た単純なモデルである。

　

熱水分同時移動に基づく方程式による結露・蒸発過程の基礎的研究は近年になって行なわれ

出した。kooiはこの解析を行なったが。熱移動と水分移動とを独立に取扱い，結露量のみの

検討で含水率分布での検討は行なわれていない｡また，独立に求めた移動係数を修正すること

により実験値と比較している。以上, kooiの研究は不十分な点が多い。

　

松本博士は，結露障害防止の観点から，壁体内の液・蒸気を含む水分と熱の同時移動方程式

を非平衡熱力学にもとずいて導き，壁体内の結露・蒸発過程の解析を行ない，この方程式が結

露・蒸発過程を良く予測し得ることを初めて示した。松本博士の解析はkooiと同質の材料（軽

量コンクリート）を用いて行なわれている。また，結露・蒸発過程に大きく影響する熱伝導率

の含水率による変化は測定されていず推定値が用いられている。しかし，実験結果の両表面温

度を与えることにより，この推定値による影響を少なくして方程式の検討が行なわれた。方程

式に現われる移動係数は温度によって大きく変化するが，広範囲の温度変化を与えた実験によ

って検討は行なわれていない。

　

そこで，本研究では，建築壁体の一つである軟質繊維板を用い，種々の条件下での結露蒸発

実験を行ない，松本博士により示された含水率勾配と温度勾配による熱水分同時移動方程式の

検討を，方程式に現われる移動係数を独立に求めるとともに，行なった。

　

以下に本研究の概要を示す。

　

第１章においては本研究の目的を述べた。第２章において，本研究に関連する従来の研究に

９いて論じる。第３章で，従来提案されてきた熱水分同時移動方程式について, Philip and

de Vries の理論, Luikovの理論，松本の理論について述べ，本研究で検討する基礎式を示

した。第４章においては，実験に用いた軟質繊維板の特性を示し，第５章で，この材料を使用

し，結露過程，蒸発過程の実験を種々の条件で行ない，材料内水分蓄積の挙動を明らかにした。

第６章では，移動方程式に現われる移動係数の同定を詳細に行なった。第７章では，第３章で

示した熱水分同時移動方程式を結露過程の実験結果と比較することによって検討を行ない，方

程式が結露過程を十分予測し得ることを示した。また，方程式を用いて材料内水分移動の解析

も行なった。第８章においては，理論と実験との解析により，含水率分布を予測し得る近似計

算法の試みを行なった。
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第１章

　

序 論

　

我が国の気候は欧米諸国に比べて平均して湿度が高いことが特徴となっている。そのため古

くから通風性の良い構造でしかも壁や床は吸放湿性の高い材料を用いることにより室内湿度の

安定を計り，住環境から高湿度による障害を防ぐように工夫してきた。しかし，近年不燃材料

とガラスの普及により気密性の良い建物が多くつくられるようになり，さらに室内仕上材料も

耐久性や清潔さから吸放湿性の低い材料の使用が増大してきた。したがって，室内湿度が高湿

になりやすく，そのための被害も多く見られるようになってきた。この被害はカビによる汚損。

腐朽，含湿膨脹による破損等であり，特に結露の発生の増大とそれによる害の大きさは重要な

問題となっている。

　

この結露問題に対して，我が国においては完全に結露を防ぐことによって処理する方法が用

いられてきた。したがって，研究の主眼は材料内の水蒸気移動の機構であり，特に材料の湿気

伝導率についての研究は斉藤1)によって詳細に行なわれた。また，建築壁体の吸放湿を考慮し

た材料内水蒸気移動，室内湿度の形成に関する研究も行なわれた。すなわち，前田により熱と

水蒸気移動の相互作用の指摘，非定常による解析の必要性の指摘と，このことの理論的解析が

なさ｡れたケ4)松本はこの理論を発展させ，種々の建築材料の吸放湿過程に対する蒸気拡散支配

の熱・水分同時移動の線型方程式の適用の可否について検討し完成させている2)また室内湿度

形成に関する実験的研究が堀江らにより行なわれ，相対湿度を水分ポテンシャルとした移動方

程式による非定常解析が行なわれた2)

　

以上の研究はいわゆるハイグロスコピックな領域の研究であり，結露を完全に防ぐことを目

的としている。結露問題に対して，結露を完全に防ぐことによる対策には限界がある。すなわ

ち，広く用いられている定常結露防止計算法では，計算に用いられる内外温湿度は与えられた

内外温湿度の最も危険側を取らなければならない。冬季において，内外温湿度は地域によって

時には40°Ｃ以上になることもあり，常にこの方法で処理することは経済的にも空間的にも困

難な状況をもたらす。そのために，経済的空間的な制約のもとで設計を行ない，ある程度の結

露障害が生じても仕方がないとしている。

　

実際に結露問題とは何を意味するのかを考えてみるならば，結露の生じることによる実害を

防ぐことにあると思われる。したがって，結露は完全に防ぐ必要はなく，一定期間の結露が生
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じても実害のない程度であるか，または生じない前に蒸発過程に移ってゆくならば問題はない

ことになると思われる。このように結露問題をとらえるならば，より現実的な対応が為される

はずである。結露の害は上記に示したように多種多様であり，どのような実害を防ぐかによっ

て検討の程度は異なる。しかし，結露を許す結露障害防止を目的とする場合，材料内における

含水率分布の時間経過の予測が基本的な課題となると思われる。このような観点に立った基礎

的研究は数少なくK。。i7)松本5)による研究のみである。結露現象を取り扱った近似計算法と

してＧｌａｓｅｒヤ11)ｖｏｓl2'13)の研究があるが適用に大きな制限がある。

　

結露障害防止の問題を材料内水分移動でとらえるならば次のようになるであろう。すなわち，

温度勾配の条件下で，最初材料が乾燥していて，内外温湿度の変化とともに，水蒸気移動の支

配的な領域から結露の発生が起り，それとともに含水串が増大し液水移動の支配的な領域へ移

行してゆく。さらに条件の変化により蒸発過程となり含水率が減少してゆく。結局，温度勾配

のある場合の熱と水分(水蒸気と液水)の同時移動の問題である。

　

結露障害防止という観点からではなく，材料内水分移動の研究は土質工学，乾燥工学の分野

において古くから行なわれてきている。土質工学の分野においては主に高含水率の範囲，すな

わち液水移動が支配的な領域の研究であり，乾燥工学の分野においては材料の一定含水率状態

からの乾燥過程の研究が主である。

　

このように多くの研究が為されているが，熱水分同時移動の問題は未だ確立されたとは言え

ず，特に結露障害防止に関連する温度勾配下の蒸気，液の共存ナる範囲の機構の解明は完全で

ない｡この主要な原因は移動現象が複雑であること，言いかえると現象の把握が困難であるこ

と，また，種々提案されている移動方程式に現われる移動係数を決定することが困難であるこ

とによると思われる。したがって，これらの問題に対処することによって移動機構を明らかに

することは重要である。また，移動機構が明らかにならた後も，この現象を記述する方程式は

複雑であることから，どんな問題に対しても実用上常に用いられるとは言えない。このことか

ら，近似的な計算法を確立することは価値のあることと言えよう。

　

以上述べたことから，結露障害防止に関する基礎的な研究を目的として，本研究は以下の項

目について検討を行なう。

　

１)材料内の水分蓄積の挙動を実験的に十分把握すること。

　

２)水分移動の機構を表現する基礎式を確立すること。すなわち，実験結果と比較すること

によって･材料内水分移動のモデル化の妥当性の検討を行なう。また，基礎式に現われる移動

係数の決定法とその精度の検討を行なうこと。さらに，基礎式に基づき材料内水分機構を明ら

かにすること。
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３）理論および実験とから現象を把握し得る近似計算法を検討すること。

　

以上の項目に関して，本研究は次のようにまとめている。

　

第２章においては，関連する従来の研究について述べ，本研究の位置づけを行なった。第３

章は，従来から提案されている熱水分同時移動方程式を述べ，本研究で検討する基礎式を示し

た。第４章では，理論の検討，および実験把握を行なうための実験材料の特性を述べ，第５章

において，この材料を用いて種々の条件下での実験を行ない，材料内水分蓄積の挙動と結露障

害防止に関連する特性を明らかにした。第６章では，検討すべき基礎式に現われる移動係数の

決定について述べた。第７章は，実験結果に基づき基礎式の検討ならびに移動係数の影響につ

いて述べ，さらに基礎式に基づき材料内水分蓄積の挙動を明らかにした。第８章において，従

来の近似計算法の基礎式による位置づけと問題点を示し，さらに理論と実験とから含水率分布

を予測し得る近似計算法について述べた。
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第２章

　

従来の研究と本研究の位置づけ

２－１

　

はじめに

　

我々が問題とする結露障害防止に関連する研究内容は，非常に多岐にわたっている。また，

この関連した研究は古くから行なわれてきている。ここでは，建築，乾燥，土質等の分野で行

なわれてきた本研究に関連する研究を取り上げ，本研究の位置づけを行なう。

２－２

　

従来の研究

　

壁体内部の結露防止の研究は, 1923年のU.S.Forest Product Laboratory の研究が最初

であると言われているl)我が国における結露問題における対応は，完全に結露を防ぐことをま

ず目的としたため水蒸気移動に関するものが多い。これに関連して，建築材料の水蒸気移動に

対する湿気伝導率の測定が斎藤によっ７詳細に行なわれたt)また，結露を取り扱う場合に欠く

ことの出来ない室内湿度形成のための研究も行なわれている。すなわち，一般に室内温湿度は

変動しており，外気も同様である。結露防止設計を非定常過程として取扱うべきことが前田に

よって指摘され?)材料内水分移動における熱流との連結作用の重要性と吸放湿に関する検討が

行なわれた2)が，内部の水分移動機構が十分解明されていなかったこともあり，分布系として

の熱水蒸気の同時移動方程式が発表されたのは1962年であった2)その後，松本によってこの

理論が発展され，種々の材料による実験に基づき吸放湿過程に対する蒸気移動支配の熱・水分

同時移動の線型方程式の適用の可否について検討が行なわれて完成せられた?)また，堀江らに

より，室内湿度の吸放湿材料による影響に関する実験的研究が行なわれ，相対湿度を水分ポテ

ンシャルとした水分移動方程式により壁体水分の非定常解析が行なわれた2)この移動ポテンシ

ャルは，松本によって後に妥当なポテンシャルであることが証明された5)自由水基準の化学ポ

テンシャルの指数函数であり注目すべき提案であった。以上の研究はすべてノヽイグロスコピッ

クの領域のものである。

　

実際に材料内に結露した水分についての研究は，水蒸気移動をもとに結露範囲，結露量の計

算を可能にしたGlaserの研究ヤll)また，屋根構造特有の内部結露に対するｖｏｓ12'13)の研究が

ある。これらはいずれも近似解法であった。本格的な結露を許す結露障害防止に関ナる材料内

４
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水分同時移動の問題を取り扱い出したのは最近であり，松本?)Ｃｏｏｉ７)の研究がある。これらの

研究内容については後に対応する項で述べる。

　

材料内の液水移動の研究は古く，特に不飽和材料中の等温状態における研究の最初の定式化

は1907年にBuckinghamによって行なわれたと言われる14)この定式化は熱や電気の流れに

相似して扱われたものであるが，後にIsraelson ( 1927年)が述べ, Richards ( 1928, 1931

年)によって明確に議論され, Childs and Collis-Geerge ( 1948年)が利用した飽和流れ

に対ナるDarcy's law を不飽和流れに対して拡張した式と同じものであった14)

　

Darcy's laｗの不飽和流れへの拡張は，その移動係数(Permeability)を飽和度，すなわち

含水率の函数としてとらえたものであり，また移動ポテンシャルの水圧を不飽和時の毛細管ポテ

ンシャルとし，このポテンシャルが含水率によって変化すると考えている。この式を変形すること

により，移動ポテンシャルを含水率とした拡散方程式により解析が行なわれた。

　

この拡散方程式

に現われる移動係数が含水率によって変化するため，拡散方程式は非線型である。このために，

この方程式についての解法は種々行なわれてきた。Philipは水平浸透，垂直浸透，水面があ

る場合の垂直浸透について, Boltzman変換を使用して拡散方程式を常微分化することにより解

を得る方法を詳しく研究した。また,方程式の持つ物理的な特性をも検討している。この他,拡散

係数を指数近似することにより求める方法16)拡散係数を一定とすることにより内部発生項のある

線型拡散方程式として求める方法16)拡散係数の函数近似と表面水分流を与えることにより方程

式を線型化する方法17)がある。さらに，材料内含水率分布形を仮定し，拡散方程式のＯ次と１

次モーメントの二つの式を用いて係数を決める方法j6)拡散方程式を変数変換し，境界におけ

る流入量と材料内部での含水量との関係から遂次近似して求める方法等18)が与えられている。

　

温度勾配のある場合の水分移動の現象を現場測定により確認したのはLebedeff19)(1927年)

であり，実験的に見出したのはRollinｓ2o)(1954年)等であった。以後，空隙材料中の水分移

動(水蒸気移動)をFick's laｗの修正により取扱った。しかし，この理論の解析は常に実験

値の数分の１であることがわかった。このような現象を明解に理論付けたのは, Philip and

de ｖｒie♂1)であった。彼等は，水蒸気移動の前述の矛盾を材料中の水蒸気移動に対して新た

にモデル化することにより明らかにした。また，液水移動を前述のDarcy's law の拡張によ

る式で表現できるとして，温度勾配のある場合の水分(水蒸気と液水)の移動式を含水串勾配

と温度勾配によるものとして表現した。さらに，熱の移動式も相変化を考慮して提示し，熱水

分の変化方程式を示した。この変化方程式は材料内の水蒸気と液水との局所平衡を仮定してい

る。しかし，これらの変化方程式の実験値との対応は行なわれなかった。

　

熱水分の同時移動を統一的に取扱ったのは優れた物理学者A.V.Luikovである。 Luikov と
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その協同研究者達の研究結果はまとめ７発刊されている22,23)彼は空隙材料を毛細管ロロイド材

料としてとらえ，水蒸気移動は分子とモルの移動を，液水移動は毛細管ポテンシャルと浸透圧

による移動とし，これらの移動を材料空隙の毛細管分布を考慮して定式化し，Ph山ｐ and de

Vriesと同様含水率勾配と温度勾配による移動方程式を導出した。また，古典的非平衡熱力学

を完成したPrigogine, de Ｇｒｏｏt25)等の理論を多孔質体の熱水分移動問題に初めて適用し･

彼等の現象論的方程式を統一的に把握した。彼等は水分移動ポテンシャルが本質的に含水率で

ないこと，そして標準炉紙の含水率を統一的なポテンシャルとすることを提案している。この

ことについて次の指摘が為されている。すなわち，彼等の提案は正しいけれども，標準炉紙の

含水率は実験的に定義されたものであり，熱力学的には一般的でなく，後に彼等によって示さ

れた自由水基準の水の化学ポテンシャルは非可逆過程の熱力学による妥当性が示されていない

ため拡散係数の定義があいまいになっている?)彼等は熱水分同時移動に対する変化方程式も提

案している。ここで，水蒸気と液水の移動に伴う相変化による熱も考慮されている。しかし相

変化量は内外条件によって変化するため材料特有の値ではないが，一定値として取扱っている。

　

高含水部分を含む系における水分移動理論における乾燥工学，とくにＫｒiｓｃｈｅｒ26'27)と協同

研究者の基礎的研究の寄与は非常に大きい。高低含水率を同時に含む系における含水率変化の

特性，蒸発速度に関する詳細な研究はその後のモデルの構成，物性値の同定に欠くべからざる

根拠を与えることになった。 Krischerの多孔質体内の水蒸気，液水の移動に関する基礎的研

究と種々の多孔体内における水分伝導率の詳細な測定結果は特に重要である。桐栄等は，材料

特性の異なる種々の材料における乾燥過程の実験を詳細に行ない汐液水移動を含む複雑な系

についての移動メカニズムの研究を行なった。その結果，乾湿2 zoneの移動境界層モデルに

よる減率乾燥期間内の熱水分同時移動の解析を行ない?｡3o)とくに水分の局所非平衡系を初めて

導入して解析を行なっている。

　

Carry and Ｔａｙleｒ3゛33)は非可逆過程の熱力学より得られた物質とエネルギーの流速と駆動

力との関係から空気中および材料中の水蒸気移動について水蒸気圧と温度による流速を求める

関係式を導き，式に現われる係数間の関係を実験によりテストし，さらに係数の物理的内容を

明らかにした。また，材料中の水蒸気，液双方を含む水分移動に関しても一般的な流速を求め

る式を誘導し，すでに知られている現象論方程式の位置づけを行なった?4)同時に熱水分の同

時移動に対する変化方程式を導いているが，係数実験結果から定数とおいている。このことに

関して，全面断湿系におけるsoil内水分移動の実験結果から一般的には定数とおけないこと

が指摘されている25)

　

水蒸気移動，液水移動，熱の移動を相変化のある場合に非局所平衡で定式化し，すでに示さ

６
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れた変化方程式の位置づけが1967年松本によって行なわれた26)また，これと同様な非局所平

衡の考えをもとにした理論の検討も行なわれ７いる27)

　

Ｋｏｏｉ７)は結露過程の実験により, de Vriesの式, Luikovの式, Krischerの式の検討を行

なった。移動方程式に現われる係数については独立に詳細な測定を行なっている。検討の結果，

de Vriesの式が実験結果と良く一致しているとしているが，独立に求めた移動係数を修正し

て使用している。また，実験は結露過程の初期の段階で止めており，含水率の高い状態におけ

る挙動は検討されていない。さらに，材料内含水率の測定が行なわれていないため我々にとっ

て重要な要素である含水串分布の予測の検討が為されていない。以上のごとく，理論式の妥当

性の検討，物性値の妥当性の検討にいたっていない。なお，熱移動についても，水分移動との

相互作用を考慮せず凝似定常で扱っている。

　

松本は，建築壁体の結露過程の解析，壁体内の含水率および熱流の変化の予測を目的に，非

可逆過程の熱力学を使用して，壁体の変形，圧力差によるBulkな流れを含む一般式を導き，

多層構造の問題を解くに適切な水分移動ポテンシャルは自由水基準の化学ポテンシャルである

ことを提示した28･39)さらに，この一般式から従来の現象論方程式を導き対応させた。また，軽

量コンクリート，気泡コンクリートにおける結露，蒸発実験を行ない，局所平衡による理論の

妥当性を述べている。移動係数は独立に行なわれたが，温度勾配による水分伝導率を求める時

に必要な温度勾配係数は，全面断湿系より得られる値では実験と一致しないこと，結露過程に

おいて，この過程中の動的平衡から求めると良いことが言われている2)

　

以上，熱水分移動の基礎式の導出およびこの基礎式の検討に関する従来の研究を述べてきた

が，この基礎式の検討の重要な要素は移動方程式に現われる種々の移動係数の同定にある。こ

れらの移動係数は温度あるいは含水率により大きく変化する。

　

等温状態の水分移動の係数の測定は土質工学の分野で数多く行なわれており，種々の方法が

提案されている。しかし，これらの方法はすべて粒状物質に対するものであり，容易に材料が

分割されること，任意の大きさの試料が得られること，および含水率が大なる部分，すなわち，

テンショメータによって測定できる範囲のものであることから，我々の建築材料での結露現象

を知るための測定法には適さない。実際に建築材料における含水率勾配に対する水分伝導率の

測定の例は少ない5,7,40)

　

温度勾配による水分伝導率は，全面断湿系における動的平衡時の温度と含水率分布とより温

度勾配係数を求め，これと含水率勾配による水分伝導率とから求めている21)しかし，この方法

で求めた係数の使用では実験が解析できないことが報告されド)この時の動的平衡の問題が指

摘されている。
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材料内水分移動において，相変化の生じる場合には熱の発生，吸収があり熱移動に影響を与

える。このことは，上記の移動係数の液，水蒸気成分の分離を必要とする。この分離に対する

明確な方法は与えられておらず，種々の方法が検討されている。すなわち，塩溶液を用いて分

離する方法j2)全圧による水蒸気拡散係数の変化を利用する方法43)などがある。これはいずれも

建築材料には不適当であると思われる。したがって，理論の構成および理論の検討において分

離は，相変化量を一定とする方法汐熱と水分移動を独立に取り扱う方法y)移動ポヶンシャルを

化学ポテンシャルで取り扱うため，温度による移動係数の液水成分の寄与が少なくなり。従っ

てこの係数は水蒸気移動のみとして取り扱う方法等によっている?)

　

水分移動係数の温度による変化についても検討されているのは少ない。定性的な検討は行な

われているが，温度勾配を小さくしてこの影響を少なくして理論が検討されている2)

　

含水率の変化による熱伝導率の変化は大きく，この変化を無視しては結露，蒸発過程を取り

扱うことはできないと思われる。この熱伝導率の測定は数多く試みられているけれども44,45,46)

水分移動を伴うため熱水分同時移動の機構が明確にされ得ない状況のもとでは理論的基礎の上

に立った測定法となり得ない。したがって，理論に基づく熱伝導率の測定を使用した検討は行

なわれていない。従来の理論式の検討においては，凝似定常として熱伝導を取り扱っているも

のy)材料両表面温を実験より求めた値を使用することにより，熱伝導率の不確かさの影響を少

なくして行なっているものがある2)

　

近年，移動係数の同定に確率モデルを使用した研究が発表されている2｀5o)これらはいずれも

材料内の儡をモデル化するとともに，材料の毛細管分布を確率密度として与え，その結果材

料内の水谷秘数を求めている。材料内構造を明らかにすることによって，移動機構を知るとい

う点興味のあることであるが未だ実用的とは思われない。

　

以上は，材料内水分移動の機構に関する基礎的研究に関連したものであるが，現実の結露問

題に対処するために近似的な計算法が試みられてきている。

　

Ｇｌａsｅｒ8゛1)は材料内における水蒸気圧が温度に応じる飽和水蒸気圧以上にならないこと，

水蒸気流の連続性を利用して材料内の結露を取り扱った。このような条件から結露範囲，結露

量を計算し得る。また，結露範囲内の空隙にすべて液がつまるとしている。結露過程を取り扱

っている点より現実的ではあるが，蓄積した結露水がその場所に留まり移動しないという仮定

から，高含水率になると適用し得なくなる。

　

ｖｏs12'13)はさらに液水移動を考慮した方法を提案している。すなわち，材料内液水移動の大

きな特徴として，ある含水率以上になると急激に含水率による水分移動係数が増大する。この

特徴を利用することにより，結露過程中の材料を水蒸気移動の支配的な領域と液水移動の支配

８－
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的な領域に分け，この分離境界面における水分収支よりこの面の移動を与える計算法である。

この概念は桐栄等による減率乾燥，第２段の２ Ｚｏｎｅ法29)と同じものである。この方法は，材

料の水分移動の特徴をとらえた簡便で有効な方法であるが，片面断湿という条件下であること，

限界含水率は材料特性値として必ずしも決定されるものでなく。種々の材料に適用する場合に

全吸湿量の液水支配領域における平均含水率を取らなければならないため条件によって異なる

性質を持っていること等が問題として挙げられよう。

剛

　　　

２－３

　

本研究の位置づけ

　　　　　

前節において従来の研究を見てきたが，結露障害防止に関連した研究は多く，また十分把握

敗

　　　

されている内容も多い。たとえば，粒状物質内の等温下での高含水率範囲における液水移動の

ブ

　　　

挙動はほとんど完成されたと言って良いと思われる。最近の研究は移動係数の測定法について，

R≒

　　　

いかに精度良く行なうかという点に注目されているようである。また, Kricherに始まり，桐

げ

　　

栄等の研究による詳細な実験的現象把握に基づく乾燥理論も確立されていると考えられる。乾

ト

　　

燥工学においては，さらに材料内部の機構を解明することにより移動機構を取り扱う方向に行

i!'

　　　

つていると思われる。

　

しかし，我々が研究対象としている建築材料中の結露過程のような温

　　　　

度勾配下における液，水蒸気移動共存の熱水分移動機構に対して，上記の研究内容では不十分

,巾

　　　

であると言える。この問題に対する研究は少なく, Kooi,松本によるのみである。彼等の研究

前

　　　

は本研究の目的と全く同じである。しかし. Kooiの研究は結露過程として考えられる範囲を

削

　　　

すべて取り扱った実験の対応でなく，また移動係数の測定値の修正によって理論の妥当性を述

　　　　

べている。また，蒸発過程も結露後の過程として取り扱ってはいない。松本によって始めて結

)SI

　　　

露および蒸発過程に対する熱水分同時移動方程式の理論の妥当性が示されたと言える・

　　　　　

Kooi,松本は同種の材料(軽量コンクリート，気泡コンクリート)についての検討であり，

浪

|,回

･糾

･

浙

ダ

ご

)μ

熱水分移動の機構をマクロに見る限り，材料の違いによって空隙構造が大巾に異なるため，こ

の違いによる移動方程式の妥当性の検討は必要である。本研究で用いられた軟質繊維板につい

ての研究は重要なことであると言える。また移動方程式に現われる移動係数は温度と含水率に

より大きく変化する。松本の研究は，この温度変化の影響があまり出ない範囲の実験によって

おり，巾広い温度範囲に対する検討も必要である。さらに，移動係数の液，蒸気成分の分離法

の確立，熱伝導率の含水率変化による影響および熱伝導率測定値に基づく解析等，移動係数の

同定の妥当性の検討を含め，熱水分同時移動の機構の確立にはさらに検討する部分が多くある

と思われる。

９



　

以上述べてきたように，この熱水分移動の機構の確立が十分なし得なかった基本的な原因は，

材料内の熱水分移動の実態の把握の困難さ，すなわち，実験的困難さにあると考え，種々の条

件下における材料内水分蓄積の挙動，および移動係数の決定のための実験を出来るだけ詳細に

行なうことによって研究を進めた。また，熱水分移動の機構が複雑であるがゆえに，近似計算

法の価値を認め，簡便で現象を把握できる近似計算法についても検討した。

　

本研究は，簡単に言うならば, Kooi>松本による研究と並行に，さらに上記の種々の問題

を考慮した研究であり，結露障害防止設計のための基礎研究における彼等の研究の延長上にあ

ると位置づけられよう。

10



第３章

　

解析に用いる熱水分同時移動方程式

３－１

　

はじめに

　

熱水分の同時移動方程式の研究は，今までに見てきたように多く行なわれているが，大別し

て三つに分けられる。 Philip and De Vriesの現象論的にマクロに見る解析, Luikovの材

料内の空隙を毛細管の束として見るミクロな解析，松本の非可逆過程の熱力学を用いて材料内

の移動を考慮した解析である。いずれも最終的には，我々が検討しようとする水蒸気と液水の

二相流としての水分移動の基礎式が導かれ，温度と含水串を移動ポテンシャルとする移動方程

式になる。ここでは上記の三つの理論を示し，最終的な基礎方程式を提示ナる。

３－２　Philip and Vries の理論21）

　

(1)水蒸気移動

　

空隙内に適用される水蒸気拡散の式は, Fick's laｗを材料内空隙中の拡散に拡張して次式

で表わされる51―54)

　　　　　　

ｑｖニ-Bat�VIC　ａ▽ｐｖ

ここで，㈲まいわゆる一方拡散のStefan's laｗにより

　　　　　　　　　

Ｐ
μ‾

１１

(3－1)

(3－2)

(3－3)

(3－4)

(3－5)

　　　　　　　　

Ｐ‾pｖ

である．またｐｖは熱力学的関係により

　　　　　　

ｐｖニｐｖohニｐｖog叩〔晦／ＲＴＩ

したがって，

　　　　　　

▽ｐｖニh▽ｐｖo十ｐｖo▽h

ここで，ｈは含水率のみに依存し，ｐｖoは温度のみに依存するとすると



また，（3－3）より

　　　　　

器＝店口

よって，（3－5）は

　　　　　

▽ｐｖニｈ背▽Ｔ十岩器▽∂

となる。

　

結局，水蒸気移動は

W

二

W

心．
で，

qｖニ‾Ｄｄ゛元゛ａ

　　

ニ‾Ｄ∂Ｖ▽∂‾ＤＴＶ▽Ｔ

D∂ＶニＤｄ゛万

万yで

R゛ａ

ｈ

PyS
-
RT

DＴＶニＤｄ゛六Ｋａh

dp
VO

dT

d『

-
d∂

d^vo
-
dT

▽Ｔ十
PyE
-
ET か

(3－6)

(3－7)

(3－8)

(3－9)

(3－10)

と書ける。

　

ここで, de Vries等は, (3-1)式に基づく水蒸気移動量が実験による水蒸気移動量に比

し常に小さいという結果55~57)を次のように解釈して(3－8)式を修正した。

　

修正1.含水率が小さい時，そして液水移動か零と見

なせる範囲において，液は材料内で不連続になっている。

この時の水蒸気移動を考えると，（3－1）式では液の存

　　

ii召

在している断面での水蒸気移動は除かれている。しかし，

図3－1に示されているように，断面１で水蒸気が凝縮

し，断面２で蒸発が生じる。この時，断面１の液面のメ

ニスカスの曲率半径が増大し，断面２の曲率半径が減少

ナる。その結果，断面１から２へ液水移動か生じる。ま

た，この現象は速い。結局，液の存在する断面において

も，見かけ上水蒸気移動に寄与していることになる。よ

図3－1

　

不連続液水の存在

　　　　

している部分におけ

　　　　

る水分移動

つて，（3－1）のａは実際の空隙率ではなく，材料の乾燥状態における空隙率にしておくべき

である。すなわち，ａ

　

→ａ十∂/ｐｗ。

　

含水率の増大にともない，液水移動が生じるようになるが’同様な推定から’３十∂/ら

　

を

12－



6）

｀』

3づ

Ｈ

1

り

H,:

／

び

～

僻

ダ

ａ十f(a)∂/ｐｗとおくことによりすべての含水率範囲に適用され得る。

　

修正2.(3－8)式の▽Ｔは材料全体の温度勾配である。しかし，水蒸気移動は空隙中の温

度勾配(▽Ｔ)ａによって実際は生じるものである。(3－1)式において，この点の考慮をわこ

よって表現している。実際の空隙における平均温度勾配(▽Ｔ)ａを使用すれば，(3－8)式の温

度勾配の項は次式となる。

DＴＶ▽Ｔ°－la十f(a) [ J)atm尚ｈ響(▽Ｔ)ａ (3－11)

ここで導入された（▽Ｔ）ａは，材料を実質部，液，空隙の三相よりなるとし，各相の形をモデ

ル化することにより数値計算で求められる。（3－11）から（3－1）の幻こ相当するものとして

£-

(▽Ｔ)ａ

Ｐ

－

－
ａ十f(a)

Pv ｌ

ＤＴＶ▽Ｔ

-
ｐＷ

ａ十f(a)

となる。

ａ十f{a)

∂
-
ｐｗ

　

∂
-

Pw

13

(▽Ｔ)ａ

▽py

h面‾

(3－12)

(3－13)

(3－14)

d『
-
d∂

(3－15)

(3－16)

(3-17)

(3－18)

　　　　　　　　

▽Ｔ

以上の二つの修正により得られた水蒸気移動の式は

-

-

D∂Ｖ▽∂‾

DθＶニDatm六

ＤＴＶニＤａtｍＡ

▽Ｔ

(▽Ｔ)ａｐｖｇ

(▽Ｔ)ａ.dpｖo

▽Ｔ

　

(2)液水移動

　

不飽和材料内における液水移動に対して, Darcy's laｗを拡張して適用ナると

　　　　　　

ｑgニ‾ｐｗＫ∇の

ここで，のを重力成分も含むとすると

　　　　　　

の＝ｒ＋Ｚ

　　　　

ｚは垂直座標で上向きを正とする。ｒは液水移動の生じる含水率の範囲内（Ｋ＞Ｏ）において

㈲

　　　

毛細管によって決定される。すなわち，

い

　　　　　　　　　　　

ｉ‾7
と･ﾖﾁﾞこ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（3－19）



よって

∂『
２
d(7 Wda

-＝一一一一一
∂Ｔ

　

ｐｗｒｇdT o dT

(3－20)

(3-17), (3-18)から

　　　　　　

ｑぶニーｐｗＫ▽のニーらＫ▽（ｒ十ｚ）ニーらＫ▽ｒ－らKi

　　　　

（3－21）

ここで，ｉは正のｚ方向における単位ベクトル，ｒは含水率（∂）と温度（Ｔ）の函数であるか

ら，結局，液水移動の式は

D0£＝ρｗＫ

器

ＤＴ色＝ρｗＫ ~o"dT

3－

３

22）

23）

(3-24)

となる。

　

（3）熱移動

　

水分移動が存在する場合の熱の移動は水蒸気成分による熱移動を考慮して

　　　　　　

ｑh°‾λ▽Ｔ‾Ｌｑｖ

　　　　　　　　

ニーλ▽Ｔ－Ｌ（ＤＴＶ▽Ｔ十Ｄ∂Ｖ▽∂）

　　　　　　　　

ニーり十ＬＤＴＶ）▽Ｔ－ＬＤ∂Ｖ▽∂

と表現できる。

(3－25)

(3－26)

　

（4）熱水分同時移動の基礎微分方程式

　

以上の熱と水分の移動方程式をまとめると以下のごとくなる。すなわち，水分移動に対して，

水蒸気と液水との流れを二相流と考え，（3－14），（3－22）から

　　　　　　

Qw ° qｖ十ｑ£ニ‾Ｄ∂Ｖ▽∂‾ＤＴＶ▽Ｔ‾Ｄ叱▽∂‾恥ぷ▽Ｔ‾ｐｗＫi

－14



な

　　　　　　　　

゜－Ｄ∂▽θ－ＤＴ▽Ｔ－らKi

　　　　　　　　　　　　　　　

（3－27）

　　　　　　

Ｄ∂ニＤ∂Ｖ十Ｄ９

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（3－28）

　　　　　　

Dt ° Dtv 十ＤＴｊ?　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3－29）

　

熱移動に対しては, (3-26)で

　　　　　　

ｑhニー（λ十ＬＤ･rｖ）▽Ｔ－ＬＤ∂Ｖ▽∂

　　　　　　　　　　　　　　　

（3－26）

　

以上の熱・水分流の基礎式をもとに，材料内熱水分の収支をとると，基礎微分方程式は次式

となる。

　

水分移動の微分方程式は

　　　

呈ニ▽づＤＴ▽Ｔ）十▽゛（Ｄ∂▽θ）十ｐｗ盤

熱移動の微分方程式は

である。

Cγ7元ニ▽‘〔（λ十ＬＤＴＶ）▽Ｔ〕十Ｌ▽･（Ｄ∂Ｖ▽θ）

(3－30)

(3－31)

3－ 3　Luikov の理論22）

　

湿り材料あるいは毛細管コロイド材料は空隙性でコロイドの性質を持っている。また，空隙

は種々の半径の毛細管より構成されているとし，その時の毛細管半径と毛細管の数とは毛細管

分布で示される。すなわち，図３－２のごとくである。

このような材料中における物質移動は分子とモルの移動

のすべてを取る可能性がある。

　　　　　　　　　　　　　　

↑

　

（1）水蒸気移動

　

材料中での水蒸気移動は毛細管の大きさより二通りあ

る。今，分子の平均自由行路をぶとすると, i> Tであ

る毛細管をミクロな毛細管，ぶ＜ｒである毛細管をマク

ロな毛細管と名付ける。

　　

ａ）マクロな毛細管における水蒸気移動

　

一本の毛細管における水蒸気流VはStefan's laｗにより

－15－

毛細管半径

　

γ

　

→

図３－２

　

毛細管分布



ＶＶ,ｒｎａ = ― T)atm

Ｐ

（Ｐ－ｐｖ）pｖ
▽Pv (3－32)

材料中マクロな毛細管で液のつまっていない最大半径をrｍ，最小半径roとすれば，このよう

な毛細管中を流れる全水蒸気流ｑｖ,ｍａは

）゜

二 こで

ＥＶ‾
ﾊﾞ゜

■"o

πΓ2
⊇drニぐ“lfｓ(r)d｢

(3－33)

(3－34)

　　

ｂ）

　

ミクロな毛細管における水蒸気移動

　

ミクロな毛細管における分子は他の分子とは独立に毛細管壁に衝突しながら移動する。この

ような流れをKnudsen-flowあるいはeffusionという。水蒸気圧差と温度差がある場合の半

径ｒの毛細管中における水蒸気流Ｖ､。miは

゛ｖ,miニ‾･1卜ｒへ/ｸﾞrtivｽﾞﾌ▽(貪) (3－35)

したがって，材料全体のeffusionによる移動は，ミクロな毛細管で液のつまっていない最大半

径をrい最小半径をべ）とすると，

二 こで

^v.ｍに■o・ｇ｢2｀％mi芒dr＝－帽毎れ謳｣

ξ＝∫
仙

πΓ2・ｒ

　　

r6

咎drニぐ≒fｓ(ｒ)d｢

(3－36)

(3－37)

　　

ｃ）

　

材料中の水蒸気移動

　

以上，材料中の水蒸気移動流ｑｖをまとめると

　　

qｖニqｖ,ｍａ十qｖ,ｍ戸-Batr町‾F‾二とv)⑤▽8･/

でITly▽廣｝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(3-38)

ここで，材料中において局所平衡の仮定が成立するとすると，平衡含水率曲線pｖ＝pｖ（∂,Ｔ）

を用いて，

　　　　　

▽pｖニ

で宍▽∂十言▽Ｔ

　　　　　　　　　

（3－39）

▽ と
Ｊ
＝寺岩▽∂＋舟 (⑤尚冲

16

(3－40)



1う

3j

･

も

ト

15

hこ

I!

じ

I;

81

μ

したがって，（3－38）に上式を代入し整理すると

　　　　　　

ｑｖニ‾Ｄ∂Ｖ▽∂‾ＤＴＶ▽Ｔ

ここで

　　　　　　

Ｄ∂ＶニＤｄｍ匹ご≒こご久一

と書ける。

(3-41)

･丿－岸乱谷芝居ｿﾐ:引（谷循）

　

（3-43）

　

（２）液水移動

　　

ａ）

　

毛細管ポテンシャルによる液水移動

　

毛細管内液水移動は毛細管ポテンシャルの差によるPoiseuille flow（層流流れ）と考え，

半径ｒの毛細管内移動流ｖｗは

　　　

r2ρ

゛ｗニゾ▽『 (3-44)

したがって，材料全体における液水移動は，液のつまっている毛細管の最大半径を喘，最小

半径をrlとすると

７°
二

q札kaニらぐ≒「24
ｽﾔd｢ニ騨が丿゛2ご▽『

-

- χφ▽『

）“
二

～＝⑤

(3－45)

で

ｒ２

fｓ(r)dr

半径ｒの毛細管における毛細管ポテンシャルは液の接触角を零として

であるから

ｒ＝
１

　

２（７

一一
ｐｗ

　

rg

__ 2a▽ｒ＋２具▽Ｔ

　

g^wr'

　　

g^wi-dT

また，毛細管の半径可からr;まで液がつまっている時の含水率∂は

∂＝ｐｗ
ﾀﾞπΓ2ﾔdr＝らも≒ｓ(ｒ)d「

－17－

(3－46)

(3-47)

(3－48)

(3－49)



よって

(3-48)は

▽∂＝

２

　

ｄ(７

　　　　

▽ｒニ‾９庁j2fｓ（ｒ）切十応分▽Ｔ

したがって，（3－45）は

　　　　

ｑ乙kaニ‾Ｄ昿ka▽∂‾ＤＴｊ?,ka▽Ｔ

Ｄ叱,ka°プ
ｇくI･

　

2

fｓ(ｒ)
今

DＷ，ka＝‾
ノ

　

七

ｇＰｒ dT与

(3－50)

(3-51)

(3－52)

(3－53)

(3－54)

と書ける。

　　

b）

　

浸透圧による液水移動

　

毛細管コロイド材料においては浸透圧による液水移動か存在する。この時の移動は

≒諾き▽Ｐ。。＝一哨と岩町子
口

　　　　　　　　　　

ニ‾Ｄ∂らｏｓ▽∂

　　　　　　　　　　　　

ε叱Ｄｏｓｍｍｋ

　

∂p

　　　　　　　

Ｄ叱,ｏｓ＝‾‾iFF‾|‾‾jｙ‾|

ここで･≒は比例定数である．

　　

ｃ)

　

材料中の液水移動

　

以上･材料中の液水移動流(切をまとめると

　　　　　　　

９ニｑぷμａ十ｑ乙ｏｓ°‾Ｄ眼ka▽∂‾ＤＴｊ?,ka▽Ｔ‾Ｄ鵬ｏｓ▽∂

　　　　　　　　

゜‾(Ｄ吼ka十Ｄ昿ｏｓ)▽∂‾Ｄ叱,ka▽Ｔ

　　　　　　　　

ニ‾Ｄ叱▽∂‾ＤＷ▽Ｔ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２(７

　　　　　

ε程Ｄｏｓｍｍｋ∂゜尺)ｓｍ

　　　　　　　　

Ｄ叱゜Ｄ昿ka十Ｄ∂乙・ｓ°瓦耳ﾊﾞｽﾄφ十一ｊ百フートde

DT4?ニＤＴ＆kaニ

　

2

　　

d(７
Ｒ７‾而‾今

１８

(3－55)

(3－56)

３

(3

57）

58）

(3－59)
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i)

i

，

･rl

)l

.

8

，

?）

と書ける。

　

（3）熱移動

　

材料内における熱移動は，水分移動が存在する場合，水分移動による熱移動を考慮して

　　　　　　

ｑh°－λ▽Ｔ十lｖｑ､,＋1ぷ（切

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（3－60）

と書ける。

（4）熱水分同時移動の基礎微分方程式

以上の熱と水分の移動方程式をまとめると以下のごとくなる。すなわち

水分移動に対して，水蒸気と液水との流れを二相流と考え，（3－41），（3－57）から

　　　　　

ｑｗニｑｖ十ｑぷニ‾Ｄ∂Ｖ▽∂‾ＤＴＶ▽Ｔ‾Ｄ叱▽∂‾ＤＷ▽Ｔ

ただし

二－Ｄ∂▽∂‾ＤＴ▽Ｔ

　

Ｄ∂゜Ｄ∂Ｖ＋Ｄ叱

　

ＤＴニＤＴｖ＋ＤＷ

　

熱移動に対して，（3－60）で

　　　　　　

ｑh°‾λ▽Ｔ十Iv qv 十与ｑぷ

である。以上の熱・水分流の基礎式をもとに材料内熱水分収支をとると，

　

水分移動に関して，

　　　　　　

jWニー▽ｑｗ°▽’（Ｄ∂▽∂十ＤＴ▽Ｔ）

　

熱移動に関して

ここで

γ
∂(CT)

-

-

▽%
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(3

(3

61）

62）

63）

(3－60)

(3-64)

(3－65)

(3-66)

(3－67)

ｓ

　

∂ｔ

　　　　　　　

ＣニＣｓ＋Ｃｗ∂/γ

(3-65)に（3－60）を代入して，λ. Iv. Iぷを定数として整理すると

ﾇ▽゜▽T―I▽ｑｖ‾り▽町ニγＣ冊十γＴ箭



ここで･qｗニｑｖ＋ｑ召であり

　　　　　　　

ーと

とおくと

　　　　　　　

ｑｖ＝Ｅｑｗ

　　　　　　　

ｑぷニ（１－りQw

また，（3－64）から

(3－68)

(3－69)

(3－70)

(3－71)

(3－67)に, (3-66), (3-69)～(3－71)を代入して，εを定数と考え整理すると

よって

λ▽’▽Ｔ－べlｖ－り）▽ｑｗこＣγ

∂Ｔ
-
∂t
＝二▽･▽Ｔ

　

Ｃγ

∂Ｔ

-
∂ｔ

ぷ;(lｖ－ID▽Qw

ここで･lｖニＣｗＴ十Ｌ･与ニr T

よ゜て

　

lｖ‾与ニＬ

結局, (3-73)は（3－64）と（3－74）を用いて

dt ~Cr▽･▽Ｔ＋jyＬご

(3－72)

(3－73)

(3－74)

(3－75)

となる。

　

以上, Luikovの理論による熱水分移動の基礎微分方程式は, (3-64), (3-75)式で表現

される。

３－４

　

松本の理㎡）

　

松本は，多孔質の建築壁体内の結露過程の解析，壁体内の含水率および熱流の変化の予測を

目的に圧力差によるいわゆるBulkな流れを含む熱物質の同時移動の基礎式を導き，建築壁体

の多層構造の問題を解くに適切な水分移動ポテンシャルを提示している。

　

すなわち，熱物質の移動する多孔質建築壁体を次のように気相，液相からなるHeterogene-

ＯＵＳな混合物とみなし，気液相間には内部界面が存在するものとする。液相は固体実質部を分

散質の一つとし，毛管水，吸着水などの液相水分および固体内の溶質などを成分とする均一混

－20
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合体であり，気相は水蒸気，乾燥空気，固体実質部の三成分からなる均一混合体である。気相，

液相間には内部界面があり，内部界面を通じて熱，物質，運動量の移動が生じる。したがって，

内部界面では相変化が生じている。上記のモデルにおいて，熱，物質，運動量の保存および正

のエントロピー生成則より，構成関係が線型とみなせる壁体内移動問題に関する一般的な構成

方程式を導いた。

　

ここでは，一般的な構成方程式から，固体実質以外の物質の拡散流を固体実質部に相対的な

速度で表わした方程式を導き，本研究で用いる基礎式に対応する方程式が導出されているので

これを示す。

　

（1）多孔質建築壁体における熱水分の拡散方程式

　

ここで考えている壁体系をさらに以下のごとくモデル化する。すなわち，壁体系は，固体実

質部，乾燥空気，水分の三成分とし，乾燥空気は液相に対して不活性で気相にのみ存在するも

のとする。したがって，系は，水蒸気，乾燥空気，固体実質部の三成分からなる気相と，液水

（吸着水も含む），固体実質部の二成分からなる液相によって構成されている。

　

系におけるエネルギー保存則より系全体のエントロピー収支を導き，エントロピー生成量を

求める。エントロピー生成量は熱力学第二法則より正でなければならない。したがって，駆動

力(force)と流れ（floｗ）の関係は上述の条件を満足ナる関係で結合されねばならない。建

築壁体での結露過程，熱の移動の過程では加えられる外部の境界条件の変化は一般に小さく，

したがって壁体内の状態は平衡条件にきわめて近い状態にあると見なすことができる。したが

って流れ（floｗ）Jaは駆動力ｘbの線型近似であるとすることが可能であると考えられる。ま

た，考えている系はisotropicな系であると見なし, Curieの対称則が成立すると見なす。

　

建築壁体における物質移動の問題は主として壁体内および壁体を通過する水分量および乾燥

空気である。これら水分，乾燥空気の移動する媒体は建築壁体であり，水分，温度の増加によ

る建築壁体の膨脹を除けば壁体は剛体であると見なすことができる。また，工学的には，拡散

速度は質量中心に対するよりも固体実質部に相対的な速度を用いる方が便利である。よって，

ここでは固体実質部に相対的な速度で表現した構成方程式を導く。

　

さらに，固体実質部の速度，相聞の運動量移動はそれらに共役な駆動力以外の駆動力の影響

は小さいと考えられ，また，これらの固体実質部の変形や相聞応力は熱水分の拡散現象に対し

て独立に取り扱えるものとすると，熱水分の拡散を表現する流れ（floｗ）と駆動力(force )と

の構成方程式は次式となる。
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二

ｙ一

二

〔ＪＪニ〔Ｃり〕〔F〕

〔J〕゜〔ｑh･ ｑｖ･ｑａ･９ 〕Ｔ

〔F〕＝－〔硲。Ｔ,▽Ｔ垢･▽rべ･▽r巧〕７

▽Ｔμ″＝▽Γμ－Ｆ＝▽μ＋S▽T-F

と記号している。

　

また，内部の相間界面における関係は

　　　　　　

Jｗ（12）ニβ（μＶ一々）

ここで, 1, 2, V, a,ぶは気相，液相，水蒸気，乾燥空気，液を意味する。

(3－76)

(3－77)

(3-78)

　

（2）多孔質建築壁体における熱物質移動ポテンシャルと拡散方程式

　

気相内の湿り空気は，十分な精度で完全ガスと見なナことができる。したがって，気相内の

水蒸気分圧’乾燥空気の分圧をそれぞれｐｖ･ ｐａ･ 全圧をＰ（５Ｐｇ）と表わすと･水蒸気･乾燥

空気ポテンシャルμＶ･μａは

　　　　　　　

μＶニμｖl）（Ｔ’Ｐ）＋μIV

　　　　　　　

μ1V°ＲｗＴｊｎ
号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　

（3－79）

　　　　　　　

μｖo°叫（Ｔ）十ＲｗＴらＰ

μａ＝μao（Ｔ･Ｐ）＋μ1a

μlaニＲａＴｊｎ
今

μaoニμ1（Ｔ）十ＲａＴらＰ

(3－80)

μｖo･μaoはそれぞれ温度Ｔ･圧力Ｐの水蒸気および乾燥空気の化学ポテンシャルである．液

相の水分ポテンシャル恂は自由水の飽和水蒸気圧ｐｓ（Ｔ），恂に平衡する蒸気圧をpJとして

μ£＝μ430（Ｔ･Ｐ）十μ2j

　　　　　　　　

p/

μ2ぶ?ニRw T^n
pｓ(Ｔ)

｜

(3－81)

ここに･仇丿ま自由水の化学ポテンシャルである。平衡状態ではμＶニ吻であるから（3－79）

の代りに（3－81）の形で表現することができる。これらの関係を用いて，
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卜･

,9

-79

･＼

山

l-tl

戸

ただし，

▽Ｔμ1ニ▽Ｔμｖo十▽Ｔμlｖ‾Ｆｗ ゛ ゛Ｖ▽P―F十▽ＴμIV

　　　

ニ▽Ｔ恂o十▽Γμ1召一馬＝々▽Ｐ一応十▽Ｔμ1ぷ

▽Ｔ咬＝▽Υμｖo十▽Υμ2V
Wニ゛Ｖ▽Ｐ‾Ｆｗ十▽Γμ2V

　　　

ニワr恂o十▽Γμ2ぷ‾Ｆｗニ吻▽Ｐ‾Ｆｗ十聊μ2召

▽Γμ;＝▽Γμao＋▽Ｔμa-Faニｖａ▽Ｐ‾Ｆａ＋▽Γμａ

vj
-

- 上
々

また, Gibbs-Duhemの関係から

(3－82)

(3-83)

(3－84)

(3－85)

　　　　　

▽Ｔμａ°ヤＰ‾万万▽ＴμＶニjｽﾞﾘJ▽Ｐ一之Ｆご1こ▽ＴμＶ（3－86）

また，化学ポテンシャルの定義より

　　　　　

▽ΓμＶ＝▽μＶ十SV▽Ｔ

　　　　　　　　　　　　　　　

（3－87）

　　　　　

▽r仇＝▽恂十辱▽Ｔ

　　　　　　　　　　　　　　　

（3－88）

ただし･SV･叫は水蒸気･液の部分比Ｊニンドピーである。（3－76）に（3－82）～（3－88）

を代入して整理すると拡散方程式は次のように書ける。

　　　　　　

〔J〕ニ〔DijJ〔Fe〕

　　　　　　

〔J〕ニ〔qh･ ｑｖ･ｑａ･９ 〕7　　　　　　　　　　　　　　1　　(3-89)

　　　　　　

〔Fe〕ニー〔▽Ｔ･▽μ1£‾Ｆｗ･▽Ｐ･▽μ2ぶ－Ｆｗｱ｀

　

（3－89）は水分ポテンシャルとして自由水基準の化学ポテンシャルを用いた。全く同様にし

て，純水蒸気基準の化学ポテンシャルを用いた拡散方程式を導くことができる。このときは，

μ1召の代りにμIVを･りの代りに゛Ｖを･また部分比ﾆllンドピ‾には液水の代りに蒸気のそ

れを用いればよい。両者は等価であるが，液水による水分移動が支配的な場合，例えば結露の

生じる系では自由水基準の化学ポテンシャルを，気相の水蒸気移動が支配的な場合には水蒸気

基準の化学ポテンシャルを用いる方が，係数のＴ，μの依存性が少なく適当である。

　

次に，壁体内の含水率が飽和状態に近い状態を除けば，液相における物質流れと気相におけ

る流れの結合は小さいと見られる。この場合には，（3－76）の係数は次のようになる。

　　　　　　

C24ニC34 ― C42 ―C43 ― 0

このとき･(3-89)の係数Dijは

－23－

(3－90)



　　　　　　

D24ニD34＝D42＝0，

　　　

D43≒0

したがって，重力項を無視すると

　

熱流に対して

　　　　　　

ｑhニ‾Ｄｎ▽Ｔ‾Ｄ１２▽μ１召‾D13▽Ｐ‾D14▽μ２£

(3→1)

(3－92)

ここで，D12は気体の拡散の熱効果，いわゆるDufour効果の係数であり，気体内拡散理論よ

りきわめて小さいことが知られている。 D13，D14は固体実質部と液相水分の相互作用による

項であり，今後研究の必要な領域であると考えられるが，液体相においてDufour効果が見出

されていないこと，現在の熱伝導率の測定精度はそれ以前の問題，含水串によるD11への影響

すら十分明らかにされていないのできわめて低いことからDi3,Di4は実用的に一応零としてよ

いだろう。したがって，

　　　　　　　

ｑh二－ＤＨ▽Ｔ

としてよいと考えられる。 D11は我々の記号で言えばλである。ナなわち，

　　　　　　　

ｑhニー.l▽Ｔ

　

水蒸気移動に対して

　　　　　　　

ｑｖ＝‾D21▽Ｔ‾D22▽μ1ぶ‾D23▽Ｐ

　

乾燥空気の移動に対して

　　　　　　　

ｑａ＝‾D31▽Ｔ‾D32▽μ1召-D33▽Ｐ

　

液水移動に対して

　　　　　　　

％ニ-D4,▽Ｔ‾D43▽Ｐ‾Ｄ４４▽μ2召

と書ける。

(3－93)

(3-94)

(3－95)

(3－96)

(3－97)

（３）含水率勾配による拡散方程式の表現

含水率θは固体実質部の変形がないとすると，状態方程式すなわち平衡含水率曲線により

　　　　　　

μ＝ｇ（θ，Ｔ）

の関係がある。したがって，

　　　　　　

▽μ＝詰▽∂十器▽Ｔ

(3－98)

(3－99)
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この関係を, (3-95), (3-96), (3-97)に使用すると，物質移動に対する含水率勾配によ

る拡散方程式が得られる。

　

水蒸気移動に対して

qｖ＝ D21十Ｄ22

乾燥空気の移動に対して

恕ｷで士ﾔ）▽Ｔ－
D22

ﾀﾞﾔｿ1ﾄﾞ?▽∂1

－ D23▽Ｐ　　（3-100）

　　　　　　　　　

∂ｇ(μＶ)

　　　　　

∂ｇ(μＶ)
ｑａニー(D31十D32 －yﾄﾞｰ)▽Ｔ－D32一石-▽∂1 － D33▽Ｐ　　(3－101)

液水移動に対して

　　　　　　　　　　

∂ｇ(恂

９°‾
(D41＋D44つj下‾

ここで，局所平衡の場合には

　　　　　

ｑｗ＝ｑｖ＋ｑぷニ‾

% =ｑｖ

）

　　　　

∂g（恂）
ｽ）▽r－ D44

うy－▽∂2 － D43▽Ｐ　　（3－102）

I

D21十D41十（D22十D44）ﾂﾞF

I▽T

I（D22十D44）jMF I▽∂－（D23十D43）▽Ｐ

十ｑａニー
ト
)21十D31十(D22十D32)器

|▽Ｔ

　　

－|(D22十D32)器|▽∂－(D23十D33)▽P

qhニ‾D11▽Ｔ

（4）熱水分同時移動の基礎微分方程式

固体実質部の変形のない場合の変化方程式は

水蒸気に対して

∂θPv

　　　　　　　

∂t

乾燥空気に対して

　　　　　　

∂θｐａ

ニー▽゛ｑｖ十β（μ2j? － μ此）

ニ‾▽゛ｑａ

－25

(3－103)

(3－104)

(3－105)

　　　　　　　

∂t

液水に対して



∂（θo－θ）ｐｗ

∂ｔ
ニー▽゜９十β（μ１£‾μ2g）

(3－106)

　

温度に対して，気相の水蒸気，乾燥空気の流れによる熱の正味移動は建築壁体内の圧力勾配

▽Ｐが一般に小さいために他の項に比し小さく無視することにより

ｙ一

二

cｐニIW1十ｑ（切▽Ｔニー▽ｑh十（lj‾ljβ（μ2召‾μ1ぶ） (3－107)

こで，状態方程式は，気相内の水蒸気，乾燥空気に対して完全ガスと見なせるから

Pv
ρ

　

ニー

　

゛

　

RwT

ｐｖニｐｓ(Ｔ)e叩〔

　　　　

Pa

〕― P exp〔

26－

μＶ

-

　

Ｒ

－μ

-
ｖＴ

(3－108)

(3-109)

(3-110)

(3－ｍ)

(3-112)

(3-113)

μ1召
-
馬Ｔ

　　　　　

６＝瓦汗

液水に対しては

　　　　　

ｐｗニｐｗ（Ｔ’P2’恂）ニｐｗ（Ｔ’P2’Ｐ･μ2い≒‾定

平衡含水率関係（平衡等温吸水曲線）より，履歴の影響がないものとすると

　　　　　

θo－θ≒f（μ2かＴ）

　

水蒸気，乾燥空気，液水，温度に対する基礎微分方程式は，(3－104)～(3-107)に(3－

93)～(3－97)を代入して得られる。

３－５

　

解析に用いる熱水移動の基礎微分方程式

　

前節までに，従来の熱水分移動に関する代表的な研究を述べてきた。ここでは，これらの基

礎式をもとに本研究で検討しようとする基礎微分方程式を示す。

　

ここで述べる基礎式は，移動ポテンシャルを温度と含水率により表現するもので，従来の研

究において提示された要素をすべて含んだ基礎式から導出される。この導出は松本36)により整

理されたものである。

　

すなわち，固体実質部の変形がなく, Bulk flow もない状態のもとで，材料内部を空隙と

実質部とで構成されているものとし，空隙では水蒸気で，実質部では吸着水または毛管水で水

分が移動するという二相流モデルを考える。
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空隙内水蒸気流はすでに見てきたごとく水蒸気濃度差によって表現できるから

　　　　　

ｑｖ°一kｖ▽Ｘ (3-114)

　

実質部を流れる吸着あるいは毛管水の流れは，重力項を無視すると温度と含水率の勾配で表

現して

　　　　　　

ｑgニーＤ叱▽∂一恥汐Ｔ

　

材料内の熱移動は

　　　　　　

qh二－λ▽Ｔ

と表現される。

　

材料内の熱と水分の収支を相間の相変化を考慮してとると

　

水蒸気移動の式は

　　　　　　

9X゜▽゛（kμＸ）十叫Ｓ（ＸにＸ）

　

液水移動の式は

　　　

言゜▽゜（Ｄ侭▽∂）十▽‘（ＤＴぷ▽Ｔ）十（Ｓ（Ｘ－ｘｉ）

熱の移動の式は

(3-115)

(3-116)

(3-117)

(3-118)

　　　　　

ＣべyF＝▽･い▽Ｔ）十Ｌ叫S（Ｘ－ｘi）

　　　　　　

(3-119)

　

非定常状態でも定常状態と同様，材料内実質部表面における温度，絶対湿度と含水串の関係

が平衡含水率曲線によって示されるとナると，その関係は

　　　　　　

∂ニｆ(ｘｉ，Ｔ)

　

または

　

ｘｉ＝ｇ(∂，Ｔ)

と表わされる。

　

境界条件式は，水分移動に対して

　　　　　　

〔－kｖ▽Ｘ〕8＝がSV(Ｘｒ－ＸＥ)

　　　　　　

〔-%▽∂－ＤＴｊ?▽Ｔ〕８＝がＳＥ(Ｘｒ－Ｘ８)

　

熱移動に対して

　　　　　　

〔－λ▽Ｔ〕Ｅ＝(z(Ｔr－ Ｔ８)－Ｌ〔Ｄ侭▽∂十街召▽Ｔ〕13

(3－120)

(3－121)

(3-122)

(3-123)

以上の（3－117）～（3－119）は局所非平衡の場合であり，松本の(3-104), (3-106)
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(3－107)に対応する。

　

ここで，局所平衡の仮定を用いると，すなわち叫＝・=)の場合

　　　　　　

ｘiニＸニｇ(θ・Ｔ)

∂Ｘ

　

∂Ｘ∂∂

　　

∂Ｘ∂Ｔ

百二菊瓦十蒼‾百

(3-124)

(3－125)

である。今，（3－117）と（3－118）とから

　　　　　

jﾀ;ニ▽゜（Ｄ叱▽θ）十▽゜（ＤＴぷ▽Ｔ）‾３γｇ芸十▽゜（kｖ▽Ｘ）（3－126）

（3－125）の関係を上式に代入して整理すると，水分移動に関する基礎微分方程式が得られる。

すなわち

ｙ一

二
こで

ニ▽゜〔（kｖ器十Ｄ叱）▽∂］十▽･〔（kｖ器十ＤＴぶ）▽Ｔ〕

＝▽-(D≪▽∂）十▽･（Ｄ夕Ｔ）

Ｄ∂ニＤ∂Ｖ＋Ｄ叱ニｋｖ詰＋Ｄ邸

ＤＴ＝ＤＴＶ十ＤＷ＝ｋｖ

器十ＤＴｊ?

である。

　

また，同様に熱移動に対する基礎微分方程式は

　　　　　　

(Cr十Ｌａ１器）1:F十（Ｌ弓器）

(3-127)

(3-128)

(3－129)

∂∂

-
∂t

　　　　　　　　　　

ニ▽゜（λ▽Ｔ）十Ｌ▽･（Ｄ∂Ｖ▽∂十ＤＴＶ▽Ｔ）

と表わされる。

　

境界条件は

　　　　　　　

〔－Ｄ∂▽∂一馬▽Ｔ〕ｎ＝ｆ（ｘr － χｎ）

　　　　　　　

〔－λ▽Ｔ〕13ニ゛（Ｔr－Ｔ８）－Ｌ（Ｄ叱▽∂十ＤＴ£▽Ｔ）

(3－130)

(3－131)

(3－132)

以上のごとく，本研究において検討すべき熱水分同時移動の基礎微分方程式と境界条件は（3

－127），（3－130）および（3－131），（3－132）である。

　

ここで, Philip and de Vriesの式は, (3-127), (3-130)において
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弓ニ０

としたものに対応し,Luikovの式は，a7k＝Oとし，さらに

　　　　　　　

Ｄ∂Ｖ▽∂十ＤＴＶ▽Ｔ
ε-

∂∂
-
∂ｔ

なるεおよび熱伝導率入を定数とおいたものに対応している。

(3－133)

(3-134)

３－６

　

第３章のまとめ

　

本章では，まず本研究で解析に用いる熱水分同時移動方程式の根拠となるべき従来の熱水分

同時移動方程式として, Philip and de Vriesの理論, Luikovの理論，松本の理論について

述べた。そして，最後に，本研究で用いる熱水分同時移動方程式を示した。

　

この基礎式は，松本によって定式化されたもので，局所平衡の仮定をおいて，移動ポテンシ

ャルとして含水率と温度を用いて表現したものである。

－29－



第４章

　

軟質繊維板の構造とその特性

４－１

　

はじめに

　

我々が問題としているのは，建築における結露問題であり，建築に使用される材料内の水分

蓄積の挙動を明らかにすることが目的である。建築に用いられる材料は種々多様であるけれど

も，材料特性としてはほとんど空隙材料と見なせる。我々は本研究に用いる材料として軟質繊

維板を選んだ。ここでは，この材料の選択理由およびその構造と特性を述べる。

４－２

　

軟質繊維板の選択理由

　

建築材料内の水分蓄積の挙動を調べるため，以下の条件を満足する材料を選んだ。

　　

1）独立気泡でない空隙建築材料

　　

2）材料内含水串分布を調べるために分割が容易な材料

　　

3）親水性の材料

　　

4）水分移動は熱移動に比して長時間かかるので，出来るだけ水分移動が速い材料

　　

５）一様な空隙分布を示す材料

　

以上の条件を満足する材料として，軟質繊維板を選んだ。以下にこの材料の特性を述べる。

４－３

　

軟質繊維板の構造

　

使用した軟質繊維板は厚さ8. 5inm(熱伝導率測定には同質の繊維板で9.０ｍｍを使用）の木質

繊維よりなる充填成型材である。この繊維板は要易に繊維質に分解できる。ピンセット等で軽

く分離すると，大約1×10‾２ｍｍφ程度を中心とした繊維質が見い出せる。さらに細く見ると，

これら繊維質はより微細な繊維質より構成されていることが知れる。

　

この軟質繊維板は成型過程において，発水性の液とともに作られているものがあるが，本研

究において用いた繊維板は親水性のものである。

－30
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熱伝導率71,73)

　

熱伝導率は材料内に水分が蓄積されるにつれて大きくなってゆく。この含水率による熱伝導

率の変化については後述する（6－7）。ここでは，気乾状態（RH 75%)における測定結果を示

す。測定法は後述のごとく周期法である。

　　　　　　

λ= 0.062 kcal/mh℃　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4-1)

４－５

　

空隙率

　

空隙率の測定は以下のごとく行なった。すなわち，試料の体積をあらかじめ測定した後(Ｖ)，

この試料を繊維の状態までほぐす。そして一定体積の水の中に入れ体積増加を測定する(Ｖ１１)，

この結果，空隙率ａは

　　　　　　　　

Ｖ‾ｖｍ
ａ= = 0.65　㎡/㎡

ガ

ラ

ス

(4-2)

恒温室

飽
和
塩
水
溶
液

・温度測定点

（8）ミニマ鋭感温度計測定点

-31-

図4-1.透湿率測定装置

フ

ァ

ン

Ｖ

４－６

　

湿気伝導率

　

湿気伝導率は，ノヽイグロスコピック

の範囲内において，材料内での水分移

動が水蒸気のみと考えた時の移動係数

kｖであり｡

　　

ｑｖ°－kｖ▽Ｘ

　　　　　

（4－3）

で表わされる。図4－1に，この湿気

伝導率測定装置を示す。装置は恒温室

の中に入れ一定温度のもとに測定した。

槽内の湿度は飽和塩水溶液を用いて一

定湿度に保った。湿度一定の確認はミ

ニマ鋭感温湿度計によった。槽内温は

0. 15 mmφのＣｕ－Ｃｏ熱電対で各槽３点

測定した。温度測定の結果，槽内温度



の一様性，および各槽の温度の等しいことが確認された。温度は20°Ｃになるようにセットされ

ている。

　

測定に使用した飽和塩と測定順序を表4－1に示す。両槽内の湿気伝導率の影響は結果に対

　　　　　　　　　　　　

表4－1

　

湿気伝導率測定条件とその結果

測

定

施

槽（右）内条件 槽（左）内条件 平均

含水率

(kg/㎏)

湿気伝導率

te/mhkg/l4)
飽　和　塩

相　対
湿　度

(RH%)

　絶　対
　湿　度

(×10-3
　kg/kg)

含水率

(kg/kg)
飽　和　塩

相　対
湿度
RH%)

絶　対
湿　度
(×10-3
　kgAg)

含水率

(kg/kg)

１

２

３

４

ZnC≪2°

　　　XH2O

Ca(N0s)2･

　　　4H20

Ca(NO3)2・

　　　4H20

Na2C03･
　　10H20

10.0

52.1

52.1

92.4

　1.49

　7.74

　7.74

13.72

0.000

0.061

0.061

0.152

MgCl,・

　　　6H20

MgClz･
　　　6H20

　　NaCl

　　NaCl

33.1

33.1

77.1

77.1

　4.92

　4.92

11.45

11.45

0.046

0.046

0.085

0.085

0.023

0.053

0.073

0.118

0.01855

0.01898

0.01948

0.02298

して２～３％以下であるため無視した。測

定結果を表4－1および図4－2に示す。

４－７

　

材料の空隙分布の一様性

　

材料の空隙分布の一様性を確認するため

Ｔ

湿

気

　

］コ

伝

導

率

に，以下の実験を行なった。すなわち，最(kg/mh kg/kg)

初試料を飽水させた後，恒温恒湿槽（20°Ｃ，

RH92.4％（Ｎａ２Ｃ０３‘ 10H20飽和塩））の

中で所定の平均含水率になるまでゆっくり

と乾燥させる。後にスーパーシーラントと

パラフィンにより全面断湿する。これを同

じ恒温恒湿槽内に入れ，十分平衡に達する

2､0

1.1

０

　　　

S

　　　　　

10

　　　

15

　　　　

含水率（重量５）一寸

図4－2

　

湿気伝導率

まで放置する。その後，試料を取り出し含水串分布を測定した。その結果を図4－3に示す。各

平均含水率に対してほぼ一様な含水率分布を示しており。材料の空隙分布は一様と見なして良

いであろう。
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４－８

　

平衡含水率曲線

　

平衡含水率測定装置を図4－4に示す。

　

装置全体

は恒温室の中に入れられる。一定湿度は飽和塩水溶

液によって得た。測定に使用した飽和塩は４－６の

湿気伝導率の測定に使用した５種類である。空隙材

料の平衡含水率曲線は絶乾状態からの吸湿と飽和状

態からの放湿の二種類の過程があるが，今回は吸湿

過程のみ測定を行なった。

　

高相対湿度（RH 95％以上）における測定は僅か

な温度変化によっても材料への結露が生じる問題が

あり困難である。したがって，今回用いた装置にお

いては上に述べた種類の飽和塩に対応する相対湿度

しか求めていない。

　

RH 100%に対応する含水串は理論的に言えば材

料の空隙をすべて満たした飽水状態に対応する。こ

の値は，４－５の空隙率と材料の密度から270重量

％である。

　

後に分るように，熱水分同時移動方程式を検討す

１

含

水

率

八
重

量

妬

心

2肌）

ISO

旧○

如

○

０ 2｡

　

今

　　

６

　　

８

　

層厚（皿）--一一→

図4－3

　

材料内空隙分布の一様性

るためには高相対湿度部分も含めた平衡含水率曲線が重要な物性値となる。理論の検討には，

この高相対湿度部分を内挿により得て使用した。しかし，含水率に相当の差があること，実際

上は飽水含水率よりかなり少ない含水率でほぼRH 100%になると思われることから，次の試

みを行なっている。すなわち，乾燥過程において，恒串乾燥から第１段減率乾燥に移る含水瓶

いわゆる限界含水率は見かけ上RH 100%に対応するであろう。そこで，出来るだけ乾燥速度

を低くして求めた結果，約60重量％程度であった61,63)しかし，この含水率は，乾燥条件によ

っても変化するため，材料の物性値とはなり得ないからこの含水率は参考として使用した。

４－９

　

第４章のまとめ

　

建築における結露問題を取扱うための実験材料の選択理由を述べ，本研究に用いた軟質繊維

板がこの選択理由に適するものであるかを検討し，十分実験材料として満足のゆくものである
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平衡含水率測定装置

20 邨

　

６０

　　　　　　

８こ

相対湿度（呉）--

図4－5

　

平衡含水率
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ことが分った。

　

また，材料の基本的な特性である熱伝導率，空隙率，湿気伝導率，平衡含水率曲線を求めた。
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第５章

　

実 験
59~bo, 6X <><■'>

５－１

　

はじめに

　

我々の問題である結露障害防止のためには，材料に結露した水分の蓄積状況の変化および蒸

発時の放湿状況の変化を知る必要がある。しかし，この現象は材料内での熱と水分の同時移動

の現象であり，さらに温度と含水率により移動特性も大きく変化する。したがって，材料の種

類，すなわち材料の空隙特性の違いや，内外温湿度の時間変動によって材料内の挙動は複雑に

変化するため，この現象を容易に明らかにすることはできない｡複雑な現象であるため，種々

の条件下での実態を正確に求めることにより水分蓄積の機構を把握することは重要なことと思

われる。また，第３章において述べたごとく結露現象を予測するための熱水分同時移動方程式

の基礎式は種々提示され検討されているがまだ確立されているとは言えない。この原因は，実

際の水分蓄積の状況を正確に知ることが実験上非常に困難であること，さらに，基礎式に現わ

れる移動係数の同定か困難であることによると思われる。

　

したがって，この章においては，以下の二点について検討を加える。

　

まず第一点として，種々の結露および蒸発過程のもとで，材料内に実際どのような水分蓄積

が生じるかを正確に調べる。この結果をもとに，結露あるいは蒸発状態における特徴，および

この特徴の原因を明らかにすることによって結露障害防止に寄与する事項を整理する。

　

第二は，結露現象を十分予測し得る熱水分同時移動方程式を確立ナるためのデータを得るこ

とである。第６章では，移動方程式に現われる移動係数を求めているが，この移動係数は温度

と含水率によって大きく変化するから，この性質をもった方程式の検討が行なえるように実験

条件を考慮する。

　

実験は大別して，内部結露，表面結露，結露一蒸発過程の三種類について行なった。内部結

露は特に熱水分同時移動方程式の検討に，その他は現象の把握および内部結露過程との差違に

ついての検討に用いた。

５－２

　

実験装置58.62)

　

実験装置を図5－1に示す。これは以下の三つの部分より構成されている。すなわち，側下

面が保温された銅箱，図5－2に示す試料板，さらに側面ガラスで上面アルミ板の下面開放の

－36
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実験装置

ダラ゛

　

保護板

　　　

アラ゛ﾀﾞﾌﾞﾄ

　　

？

　　　

゛フパ'‾シニラントー試料と同質材料

|-100一一I

300!"

　　　　　　　　　

｜

図5－2

　

試

　

料

　

板

図５－３

　

熱電対取付位置
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二重槽である。これらは各実験毎に重ねられる。重ねた部分はスーパーシーラントで接着防湿

する。

　

試料板は図5－2に示すごとく，試料と同質の材料30Cm角よりなる保護板の中央にlOem角の

試料を置いたものである。保護板の全面には吸放湿を防ぐためガラスが接着されている。試料

と保護板との密着は側面にスーパーシーラントを充填することによって行なった。このスーパ

ーシーラントは密着防湿以外に，実験終了後試料全体が取り除けることができる接着剤である

ことから用いられた。このように，試料を取り除けるようにしたことにより，同一条件下のも

とで経過時間の異なる材料内水分蓄積の挙動を知ることができた。密着部分における温度降下

を調整するため保護板側上部にヒーターを取り付けている。

　

試料は厚さ約8. 5 mmで，側・下面をアラルダイトで断湿されている。アラルダイトの断湿の

ため，実際の水分蓄積が行なわれる試料厚さは約8.０ｍｍとなる。試料下面断湿側の温度は銅箱

中に所定の温度の水を循環させることにより制御される。試料上部は所定の温度に制御された

二重槽内の空気に接している。この槽内空気温は実験装置全体を恒温室の中に入れ，恒温室の

温度を制御することにより一定に保たれる。槽内湿度は飽和塩水溶液を用いて一定湿度に保ち，

この一定湿度の確認はミニマ鋭感温湿度計により行なった。温度測定は0.08ｕφのCu － Co

熱電対を使用した。温度測定点を図5－3に示す。

　

材料の熱伝導率は含水率とともに大きく変化する。この影響を調べるために，実験の一つは

材料内に熱電対（0.08°φ･Cu －Ｃｏ）を側面から水平に挿入して行なっている。熱電対挿入

位置を図5－3に（×）印で示す。

５－３

　

実験方法

　

結露過程の実験手順は以下のごとくである。試料は最初循環水温と槽内温とを同一にするこ

とにより一定温湿度に平衡させる。平衡を確認した後，循環水の温度を降下させ結露状態にす

る。以後の材料内への吸湿量は飽和塩水溶液の重量変化を測定することにより得る。

　

含水率分布は以下のようにして求めた。すなわち，所定の時間経過後，試料板上方の槽を取

りはずし，試料をカッターで数分割する。この小片を厚さ方向にさらに数分割する。測定中の

蒸発を防ぐため密閉性のよい小瓶に入れ重量測定する（ｍt）。

　

この試料を恒温恒湿槽（RH10

％）の中で乾燥させ重量を測定する（md）。この測定により含水量（ｍｗ＝ｍt－md）を求め，

含水率（重量％）（∂＝ｍｗ/mdｘ100）を算出する。

　

同一条件下における含水率分布の時間経過は，同一条件下の実験を経過時間のみ変えて数回
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行なうことにより求めた。
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実験結果とその考察

　

5-4-1

　

実験条件

　

実験条件を表5-1,図5－4～5-10に示す。図は実験条件を比較するもので，実験の初期

の状態を示した。

表5－1

　

実

　

験

　

条 件

実

験

の

種

類

過

程

の

種

類

実

験

条

件

の

種

類

実

験

N(λ

槽

内

温

度

゜C

高

温

側

表

面

温

゜C

低

温

側

表

面

温

゜C

槽内温度
露

点

温

度

゜C

露

点

位

置

経

過

時

間

時

飽

和

塩

減

少

量

ｇ

　洩

　れ

　量

k/h

吸

湿

量

ｇ

終

了

時

含

水

量

ｇ

回

収

率

％

RH

％

　　X

×10‾3

kg/kが

結

露

過

程

内

部

結

露

Ａ
１

２

18.6

18.8

16.2

16.7

5.4

5.0

54.4

　/Z

7.37

7.49

9.2

9.5

1/2

/Z

　92

296

　3.79

10.62

０

６

3.79

8.85

3.23

7.25

85.3

82.0

Ｂ

３

４

５

６

20.8

20.5

20.5

20.3

20.8

19.1

18.6

18.6

18.5

18.9

9.6

9.6

9.6

9.6

9.8

75.5

　//

　//

　//

　//

11.78

11.54

11.54

11.40

11.78

16.4

16.1

16.1

15.9

16.4

1/4

//

//

//

//

28

48

100

165

165

　3.57

　5.94

11.22

16.73

15

　μ

16

15

　3.29

　5.50

10.42

14.95

　3.14

　5.42

10.31

14.27

95.7

98.5

98.9

95.5

温度
分布
７

Ｃ ８ 28.5 22.8 5.2 47.9 11.98 16.7 1/4 68 9.76 ５ 9.42 9.06 96.2

表面 Ｄ ９ 20.3 15.5 3.3 75.5 11.40 15.9 表面 192 37.06 10 35.14 33.34 94.8

結
露

蒸

発
過

程

結露

Ｅ

10
19.6

22.0

17.7

21.8

10.0

20.8

75.5

　//

10.88

12.67

15.2 1/4 267

214

15.06 15 11.05

蒸発

結露
11
19.4

24.6

17.7

25.4

　9.8

28.5

75.5

　/Z

10.75

14.89

15.1 1/4 98

93

11.01 15 9.54

蒸発

結露
12
19.6

21.0

17.9

20.1

10.2

17.2

75.5

　//

10.88

11.89

15.2 1/4 　96

236

10.59 15 9.15

蒸発
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実験Ｂ設計条件図５－４

　

実験Ａ設計条件
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実験Ｄ設計条件5－6

　

実験Ｃ設計条件図
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実験Ｅ－10設件条件

　

5 ― 4 ― 2　実験装置の特性

　

５－１に述べた実験目的に適するように

実験装置は作成されねばならない。ここで

は作成された装置によって，目的に適する

程十分な精度の測定が行なえるかどうかを

確認する。

　　

ａ）実験装置の水蒸気洩出入量

　

材料内の含水量変化は槽内の飽和塩水溶

液の重量変化によって得る方法をとってい

る。したがって，実験装置からの洩出入量

↑

絶
対
湿

(kgなり

RH75.5%)

図5－9

　

実験E-U設計条件

図5－10

　

実験E-12設計条件

訂
ぺ

　　

心
名℃

　　

Ｗ

呼

μ

匍

喀

m.

ユひ只

ン

吽

lλ

が存在すれば誤差となる。そこで，等温平衡状態になった時の飽和塩水溶液の減少量を洩れ量

と考え，その時の槽内外の絶対湿度を測定し，洩れ量と絶対湿度差との関係を求めた。図5－

11に種々の絶対湿度差に対する洩れ量の関係を示す。各実験において，吸湿量の変化はこの

洩れ量の補正を行なって得た。

　　

b）槽内温湿度

　

槽内温湿度分布の一様性を目的として，槽内にはファンを設置している。一様性を確認する

ために槽内に熱電対３点おき温度分布を見た。結果，±0.1°Ｃ以内であった。また槽内湿度は

飽和塩水溶液により一定に保つようにしているが，吸湿による槽内湿度の低下が存在するかも

知れない。この一定性はミニマ鋭感温湿度計により，結露過程の最初から平衡に至るまでほぼ

一定値を取っていたことにより確認した。
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装置の水蒸気洩出（入）量

　　

ｃ）材料表面温分布

　

材料への吸湿，あるいは材料からの放湿か一次元

になることが必要である。試料を試料板に設置する

際の接合部における温度低下が大きければ二次元的

になる。そこで試料と保護板の接合部にヒーターを

設置している。このヒーターの電流を調整ナること

により表面温分布の一様性を保つようにした。図5

－12にその結果の１例を示す。図から分るように，

効

T
。

度

八
゜Ｃ

ｗ

【0

ぢ

ひ

Ｅ Ｆ Ｇ

　　　　

Ｈ

　　　　　　　　　　　

Ｉ

　　

Ａ

　　　

Ｂ

　　　

Ｃ

　　　

Ｄ

　　　

Ａ

　

(a'.aOCb'.b″)((ﾀﾞ,ｃ″)(I)ｊ)″)(A,/)

図５－１２

　

材料表面温分布

　　　　　　

(実験Ａ－２)

なお周辺における温度差が生じているが，次のd）で述べる含水率分布の一様性が保たれてい

ることからこの差は許容し得る。

　　

d）材料内含水率分布の一様性

　

材料内への吸湿量は飽和塩水溶液の減少量で代用している。この吸湿は試料10 cm角全面よ

り行なわれている。また，材料内の含水率分布の測定は５－３で述べたごとく試料の一部によ

り行なわれる。したがって，材料内への吸湿が一様に行なわれていることを確認しておく必要

がある。材料の各位置における含水率分布を図5－13～5－20に示した。図から分るようにほ

ぼ一様と見なしてよいと思われる。今後の解析においては中央部分の含水率分布によって材料
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材料内含水率分布（Ａ－１）
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材料内含水串分布（Ｂ－３）
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材料内含水率分布（Ａ－２）
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材料内含水率分布（Ｂ－４）
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材料内含水率分布（Ｂ－５）

の含水率分布を代表させる。

　　

ｅ）飽和塩水溶液減少量と材料内含

　　　　

水量

　

先に述べたように，吸湿量は飽和塩水

溶液の減少量により，含水率分布は実験

終了時の試料を分割することによって求

めている。したがって，実験終了時にお

いて両者が一致している必要がある。飽

和塩水溶液の減少量から，ａ）の洩れ量

を考慮して全吸湿量を出す。また，実験

終了後，含水率分布を求めた試料と残り

の試料の含水量も測定した試料全含水量

を出す。これらの両者の比を回収率と名付

け, 5-4-1の表5－1に示している。

　

実験Ａ以外はすべて95％以上となっ

－44
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材料内含水率分布（Ｂ－６）
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材料内含水率分布（Ｃ－８）
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ている。なお，この実験Ａにおいては，

断湿部分に附着した試料部分については

含水量を測定しなかったために低い値に

なっているのであり，この部分を考慮し

たならば，実験Ｂと同程度の回収率にな

ったものと思われる。以上のことから，

試料内への吸湿量は飽和塩水溶液の減少

量によって代用し得ると考えた。

　

５－４－３

　

内部結露62,64)

　

内部結露の実験は異なった条件の三種

類（実験A, B, C )で行なった。ナなわ

ち露点位置がほぼ中央である条件（実験

Ａ），露点位置が高温側から1/4になる

条件（実験B, C)であり, B, Cの違い

は温度勾配を変えており，Ｃの方がＢよ

り大きい。これらの条件の違いは，露点

位置の違い，温度勾配の違いおよび材料

に与えられる温度の違いによって材料内

の水分蓄積がどのようになるかを見るた

めに考慮された。

　

含水率分布の時間経過を見るために，

実験Ａでは２回(A-1, A-2),実験

Ｂでは４回(B-3, B-4, B-5, B-

６），実験Ｃでは１回（Ｃ－８）行なった。
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図5－20

　

材料内含水率分布（Ｄ－９）

また，材料内の温度分布の変化を見るために，材料内に熱電対を挿入して実験Ｂの条件で１回

（Ｂ－７）行なった。

　

以下に，内部結露における実験結果とその考察を述べる。

　　

ａ）温度変化

　

図5-21～5-23に，実験A, B, Cに対する温度変化の測定結果を示す。

　

実験Ａ，Ｂの槽温，下表面温はほぼ一定に保たれている。また，上表面温は時間経過ととも
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温度変化（Ａ－２）
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温度変化（Ｂ－６）
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図5-23

　

温度変化（Ｃ－８）

に下降していることが分る。このことは，結露の進行とともに材料内の含水率が増加し，その

結果熱伝導率の増加が起きたためと思われる。実験Ｃにおいては，実験時間が短いためと下表

面温の上昇のため上表面温の下降は見られない,｡下表面温の上昇は温度調節の不備のために生

じたものである。後の第７章における基礎式の検討にこの結果も使用したが，境界条件として

この下表面温を与えているため問題はない。

　

熱伝導率による材料内温度分布の時間変化については，内部の温度測定結果に基づき後節で

詳しく述べる（５－４－６）。

　　

ｂ）吸湿量

　

図5-24に，実験A, B, Cの吸湿量の時間変化を示す。実験Ａの結果から分るように吸湿
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量は内部結露の条件のもとで一定値に近づき平衡に達する。その値は8.85gである。この量を

露点位置以下の全空隙体積に対する割合にすると44.2 %となる。すなわち平衡時における吸

湿水分は空隙をすべて満たしているのではないことが分る。この実験結果は実験条件の模式図

5－4～5－6から推定されよう。すなわち，吸湿か止まる現象とは槽内湿度と材料の高温側部

分の湿度とが等しいことによる。したがって，この平衡状態においては，材料内部の水蒸気圧

分布が高温側から露点位置近くまで一定になっていると思われる。露点位置から断湿面までは

水蒸気移動も液水移動も存在しており，かつこの水分移動は零となっている。よって，水蒸気

移動と液水移動との動的平衡が成立しているはずである。結果として，空隙が液で満たされな

くとも平衡していることになる。また，この動的平衡は内外温湿度条件によって影響を受ける

から平均含水率も変化する。

　

以上の結果は興味のあることと思われる。すなわち，内部結露の条件において，片面を断湿

しておけば最終的に結露は止む。また，その時の含水率は飽水含水串ではなく空隙の一部を満

たすだけである。この結露量が材料に対して障害をもたらさなければ本質的に結露障害防止が

為されたことになるからである。

　　

ｃ）吸湿速度

　

図5-25に，実験A, B, Cの吸湿速度の時間変化を示ナ。

されるのは，かなりの期間ほぼ一定速度の吸湿か続

いていることである。この点については，材料内含

水率増加による熱伝導率の影響が大きく効いている

と思われる。図5-26に，実験Ｂに対応する条件下で

の材料内温度測定の結果（Ｂ－７）より飽和絶対湿

度分布を算出した結果を示した。図から分るように，

材料内飽和絶対湿度分布は時間とともに下降してい

る。したがって，吸湿か進むにっれて材料内におい

て飽和絶対湿度に近い値を取る範囲は増大してゆく

けれども，その境界の絶対湿度はそれほど増大しな

い。ここで，簡単のために，吸湿速度は槽内湿度と

この境界における絶対湿度を結んだ直線の絶対湿度

勾配に比例していると考えると，図中の各時間に対

し，材料内において飽和絶対湿度とほぼ等しい値を

Ｔ

絶

手

呂

W
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図5－26

　

材料内飽和絶対湿度(B－7)
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度の値は約100時間続くことが知れよう。

　

次に，この一定吸湿速度と，槽内絶対湿度と断湿

側表面温に応じる飽和絶対湿度との絶対湿度差の関

係を求めた。その結果が図5-27に示されている。

また，図上には次式によって得られる関係を直線に

よって示した。

　　

ｑｖニK S

X, ﾐ:Xso　　　　　　　　　(5-1)

　

ここで，kｖニ2.26×10゛kg/mh（kg/kが）を用

いている。この計算結果は測定結果と良く一致して

いる。すなわち，一定吸湿速度の値は，断湿面での

絶対湿度が断湿面での温度に応じる飽和絶対湿度に

なった時に，材料内の水分移動は水蒸気のみで，さ

らに材料内の絶対湿度分布は直線であると考えて計

算した水蒸気流で近似できることを示している。

　

以上のことは，設定条件より結露状態の初期にお

ける吸湿速度，吸湿量の予測を可能にする。

　　

ｄ）含水率分布

　

図5－28～5－30に実験A, B, Cに対

する材料内含水率分布の時間経過を示す。

図から分るように，結露は断湿面側から

生じている。この現象は内部結露におい

て常に成立するとは言えない。後の５－

４－４の表面結露実験でも分るように，

露点位置が極端に高温側近くになる場合

には，断湿面と表面近くに結露量の蓄積

が見られると予想されるからである。こ

こでの実験は，図5－4～5－6の模式図

で示される条件下であるため，材料内の

飽和絶対湿度分布と材料両表面の絶対湿

度を結ぶ直線は材料内部で接点をもたな
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吸湿速度と絶対湿度差

　　　　　

との関係

2、 キ
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図5-28

　

実験Ａの含水率分布の時間経過
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実験Ｂの含水率分布の時間経過
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実験Ｃの含水率分布の時間経過

い。したがって，材料内部においての凝縮が起る条件でなく，その結果，結露が断湿面側から

生じたと思われる。

　

含水率分布形は，すべての実験条件下でほぼ同様な結果を示し，Ｓ宇型である。含水率は吸

湿速度の大きさに比例して増大している。また，初期においては含水率の低いところと高いと

ころと明確に分離されるが，時間の経過とともにこの傾向はゆるめられる。

　

５－４－４

　

表面結露

　

結露を許す結露障害防止の基本的な考えは，材料に結露水を蓄積することによって，結露に

対する制約を緩和することである。そのために，材料内の水分蓄積の挙動を知る目的でまず内

部結露実験を行なった。

　

しかし，内外温湿度変動にともない結露に対する条件は内部結露ばかりでなく表面結露の条

件にもなり得る。結露を許す場合の条件は内部結露の条件に限定されることはない。表面結露

の条件下でも，結露水は表面にのみ蓄積されるのではなく，材料内部へも水分移動の結果蓄積

される。したがって，この時の材料内水分蓄積の状況を知り，材料に障害が起らない程度であ

れば表面結露も許されることになる。
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また，前節の内部結露の結果，材料内の含水率の増加は断湿面側から生じていた。しかし条

件によっては，材料内部から増加してゆくことも予想される。この状況は，その特別な場合と

して表面結露の条件が考えられ，この実験から推定することができる。

　

以上の理由から，ここでは表面結露の条件の実験を行なった。実験条件の模式図はすでに示

した図5－7である。

　　

ａ）温度分布

　

図5－31に実験Ｄ－９の温度の時間経過を

示した。同時に露点温度をも示している。露

点温度は上表面温より僅かに高い値である。

これは実験装置の作成上，あまり高い湿度に

すると，試料面ばかりでなく試料板全面に結

露してしまうからである。今回の実験で，試

料面のみに結露していることは表5－1に示

した回収率が94. 8 %であることから確認で

きる。

　　

ｂ）吸湿量および吸湿速度
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図5-31

　

温度変化（Ｄ－９）

　

図5－32に吸湿量および吸湿速度の時間変化を示す。吸湿速度は最初内部結露と同様な経過

を示すが，後に再度吸湿速度の増加が見られる。その結果，吸湿量も平衡状態には達せず時間

とともに増加してゆく。最初は表面結露の条件であっても，材料が乾燥しているためまず材料

内部での蓄積が生じ，後に表面および内部の蓄積が生じると思われる。

　　

ｃ）含水率分布

　

この実験の含水串分布はすでに５－４－２ｄ）で図5－20に示している。図から，この含水率

分布の特徴は，断湿面側と表面側に含水率の増加が認められることである。

　

この結果は重要である。すなわち，材料が吸放湿性でない場合，例えば，ガラス，金属，あ

るいは材料表面に断湿材が設けてある場合に，表面結露が生じるとすべての結露は表面で起る。

その結果，表面での水分の蓄積能力がないため，水分の落下が生じる。これに比し，吸放湿性

材料の場合には，表面での水分蓄積と材料内部での水分蓄積が生じ，局所的な含水率の増大を

緩和することになる。

5 ― 4 ― 5　結露一蒸発過程68）

結露を許す結露障害防止を目的とする時，結露過程ばかりでなく蒸発過程も重要な要素であ
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実験Ｄの吸湿量，吸湿速度

る。すなわち，内外温湿度変動とくに外気温変動にともない材料内において結露一蒸発過程が

生じる。したがって，この時の材料内の含水率を知り，この含水率が障害を生じさせるかどう

かを判定することによって問題を処理しなければならない。

　

我々が問題とする蒸発過程は，化学工学の分野で行なわれている乾燥過程と比較することに

より明らかになると思われる。乾燥過程は，一様な初期含水率分布の状態からいかに材料が乾

燥してゆくかであり，蒸発過程は，いったん結露した材料内水分がいかに蒸発してゆくかであ

る。図5－33に，軟質繊維板について最初一様な含水率分布から乾燥させた時の実験結果と計

算結果を示したが，このような経過と，すでに５－４－３で述べたような結露過程から，任意

の時刻に蒸発過程へ移行させた後の材料内含水率変化の経過とは大きく変わるだろう。また，

乾燥過程は与えられる温度が一定の場合であるのに比し，結露一蒸発過程においては変動する。

したがって，結露過程における含水率分布は，内外温湿度変動および結露期間によって影響を

受け，同様に蒸発過程もその影響を受けることになる。

　

ここでは，結露過程の条件を実験Ｂの条件に固定し，結露期間および蒸発条件を変化させた

時の材料内水分蓄積量の変化を調べた。実験Ｅ－10の蒸発条件は，断湿側表面温と槽内空気

温をほぼ等しくしている。ただし，結露過程は最終平衡まで行なっている。 E-11は断湿側表

面温を槽内空気温より高くしたもので, E- 12は断湿側表面を露点温度より少し高くしたも
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のである。

　

図5-34～5－36に, E-10～E-12の

吸湿（放湿）量および吸湿（放湿）速度の

時間変化を示す。

　

ここで, E-12の放湿量は最終的に零と

なっていない。しかし，放湿速度を見ると

零となっている。したがって，完全に平衡

していることは明らかである。よって，材

料内の絶対湿度分布は槽内湿度と等しく一

定となっているはずである。一方，材料内

温度分布は条件設定の状態であるから，断

湿面側が低く露点温度近くの値をとってい

る。以上のことから材料内相対湿度分布を

考えてみると，槽内側表面で槽内相対湿度

とほぼ等しい値をとっており，断湿側に向

かって高くなり，断湿面でRH 100%近く

の値をとっている。この相対湿度分布にし

たがって材料内含水率も分布しているため，

最初与えられた結露前の含水量より高い状

今
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図5-33

　

乾燥過程の含水率分布変化

態で平衡したのである。このことを確認するために，平衡に達した後，槽内湿度と材料温を等

しくした結果，放湿量が零となった。

　

次に，結露過程と蒸発過程の差異を見るために，図5-37には，結露過程の吸湿量および蒸

発過程の放湿量の時間変化を示した。図から分るように，蒸発条件の一番悪いE-12でも結露

過程と同程度の変化をしており，他のE-10, E-11の場合は結露過程に比し圧倒的に速く

蒸発している。

　

これらの結果は結露および蒸発の条件によって大きく変わるが，条件の比較は，槽内絶対温

度と断湿表面温に応じる飽和絶対湿度差を比較することによって一応できると思われる。そこ

で，この絶対湿度差と吸湿，放湿の初期の速度の比較を行なってみた。結露過程の結果はすで

に５－４－３の図5－27で示している。図5－38には，この結果と蒸発過程の結果を示した（×

印）。図から分るように，蒸発過程では結露過程の値よりも常に高く，２倍から４倍の値をと

っている。
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E－10の吸（放）湿量，吸（放）湿速度
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E-11の吸（放）湿量，吸（放）湿速度
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E－12の吸（放）湿量，吸（放）湿速度
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結露過程と蒸発過程における含水量
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吸（放）湿速度と絶対湿度差との関係

　

この原因は結露過程によってすでに材料内に水分が蓄積されているため，蒸発が始まる時に，

主に蒸発する面が材料の内部にあるからと思われる。後の第７章において，熱水分同時移動方

程式による結露過程の解析を行なっているが，この時の材料内相対湿度分布は，実験Ｂの条件

の場合，含水率が45（重量％）以上の範囲ではほとんどRH 100%に近い値をとっている。

よって，蒸発過程において，含水率が45（重量％）の位置から主に蒸発が生じていると考え，

この位置の温度に応じる飽和絶対湿度と槽内絶対湿度との差を算出し，これを材料厚に換算し

なおし，図5－38に修正結果を示す（●印）。

　

この結果は，結露過程の結果と良く一致してい

る。なお，各実験の蒸発面は結露実験Ｂの対応する経過時間後の含水率分布より決定し，Ｅ－

10の場合は露点位置をとった。これらの位置と放湿速度の目安を示すため絶対湿度の分布を

模式図5－8～5-10に示している。

　

以上の考察から，結露過程に比し蒸発過程は常に速く生じることが明らかとなった。

　

5 ― 4 ― 6　材料内温度分布

　

材料内の熱伝導率は含水率とともに大きく変化する。この変化は５－４－３で述べたように

吸湿過程の結果にも大きく影響する。材料内部での含水率増加とともに実際どの程度の温度変

化が生じているかを知ることは興味のあることと思われる。ここでは，あらかじめ材料内部に

熱電対を挿入することによってこの変化を調べた。実験Ｂ－７はそのための実験である。材料

内挿入熱電対位置は以下のごとく決定した。結露実験の初期の段階においては吸湿量は僅かで

あるため熱伝導率一定と見なせる。また使用した材料は熱的に薄壁と見なせるからこの時期に
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おける温度分布は直線と考えて良い。このことから上下両表面温と内部の温度測定値より熱電

対位置を決定した。この結果, x= 2. 9 mmとχ= 4. 9 nunの位置に熱電対が入っていることが明

らかとなった。熱電対を挿入したことによる水分蓄積への影響を調べておく必要がある。その

ため，この実験Ｂ－７は実験Ｂと同一条件で行ない，その結果の吸湿量，吸湿速度の時間経過

が挿入しない実験結果の時間経過と一致していることを確認し，この影響が無いと判定した。

　

図5－39に材料内温度の時間経過を，図5-40に主要な時刻の材料内温度分布を示す。この

実験の場合，槽内温の制御が少しまずく変動が激しいが，図5-39から知れるように，この変

動にもかかわらず材料内の温度低下は顕著に見られる。また，この低下は断湿面側から始まり

順次高温側に移っている。この変化は図5－40で知れるように, X = 2.9 mmの位置で最初の定

常温度分布による断湿面との温度差が5.7°Ｃであるのに対して, 165時間後では1.8°Ｃの低下

が見られ，その割合は約32％である。同様に, x= 4. 9mniの位置においては温度差が3.4°Ｃ

に対して, 1.2°Ｃの低下であり，その割合は約35％である。これらの温度低下は非常に大き

いと言える。この結果は材料内水分移動に大きく効くこととなり，このことが5-4-3の吸湿

速度一定の現象の原因にもなっている。
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材料内温度変化（Ｂ－７）
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５－５

　

第５章のまとめ

　

本章において，材料内の水分蓄積の状

況を見るために，軟質繊維板を使用して

種々の条件下で実験を行なった。以下に

その結果をまとめる。

　

１）

　

内部結露

　　

i）

　

片面断湿の条件では結露は最

終的に平衡に達する。ただし，露点位置

が高温側表面に近い場合は吸湿量の増加

による熱伝導率の増大の結果表面結露の

可能性が生じる。

　　

Ｏ

　

結露が止む最終平衡時の含水

率は，空隙をすべて液で満たした時の飽

水含水率よりかなり小さい。

　　

iii)

　

吸湿速度は結露後単調に減少

してゆくのではなく，熱伝導率の増加に

よりほぼ一定の吸湿速度がかなりの時間

続く。この一定速度の期間中の吸湿量は

Ｔ

：

ら

゜Ｃ

ｗ

旧

(0

　

０

　　

λ

　　

牟

　　

６

　　

ｇ

　　　　　　　　　

層厚（ｕ）→

図5－40

　

材料内温度分布の時間変化

平衡状態における全吸湿量の約1/2～2/3を占めている。一定吸湿速度は槽内絶対湿度と断湿

表面温に応じる飽和絶対湿度との差に比例し，この関係が求められた。一定吸湿速度後の吸湿

速度は単調に減少する。

　　

jv）

　

含水率分布は明確なＳ字形である。最初含水率の立ち上がりが急で時間が増加して

ゆくとともに勾配はゆるやかになる。

　

２）

　

表面結露

　

吸湿速度の変化は，最初内部結露と同様な経過をたどるが，ある一定時間後吸湿速度の減少

が止み増加に転じ，後ほぼ一定速度になる。材料内含水率分布は断湿側と表面側に顕著な増加

が見られ，中央部分は小さい。表面結露でも表面のみに水分蓄積が起るのではないことは，材

料の水分蓄積能力を有効にいかす結露対策への示唆を与える。

　

３）

　

結露一蒸発過程

　

結露後の蒸発過程は結露過程に比し一般的に非常に速いことがわかった。この原因は，吸湿
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速度を一番高くさせる結露面が断湿面であるのに対し，蒸発速度を一番高くさせる蒸発面が材

料の内部にあることによる。

　

４）

　

材料内温度分布

　　

ｊ）

　

結露過程において，材料内の温度分布は時間とともに低下する。低下は断湿面側か

ら起り，順次高温側に移ってゆく。

　　

０

　

低下の程度は非常に大きく，結露過程における水分蓄積に大きな影響を及ぼす。
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第６章

　

熱水分同時移動方程式に現われる移動係数
瓶65, ≪1,ワトr3）

６－１

　

はじめに

　

結露問題を結露障害防止の観点に立って処理する場合，内外温湿度変動にともなって生じる

非定常過程の材料内含水率分布を予測する必要がある。このためには，第３章で述べた熱水分

同時移動方程式の適用の可否を検討しなければならない。この適用の可否は，基礎式を導出し

たところのモデルの妥当性ばかりでなく，基礎式に現われる移動係数の決定および精度に依存

するものであり，移動係数の決定法なしに基礎式は確立されたとは言えない。

　

第３章で述べた本研究で検討する基礎式に現われる移動係数は，含水率勾配による水分伝導

率Ｄθ･温度勾配による水分伝導率ＤＴ，および熱伝導率λである。また，熱水分同時移動にお

いて必然的に生じる相変化の影響を表現するために･水分伝導率Ｄ∂･ＤＴの液水成分（Ｄ∂Ｐ

ＤＴぷ）･水蒸気成分（Ｄ∂Ｖ･ＤＴＶ）の分離も必要である。

　

本章においては，これらの移動係数の決定に関して，従来の種々の方法のうち，特に建築壁

体に適した方法について検討し，また，問題点の多い液－水蒸気成分の分離について詳細に検

討を行ない，我々がここで用いた軟質繊維板についての移動係数を求めた。

６－２

　

解析に用いる熱水分同時移動方程式

　

解析に用いた基礎式は，第３章３－５で述べたごとく，変形がなく, Bulk flowの生じない

場合で，材料内の水蒸気移動と液水移動とが二相流モデルのもとで生じるとしたものである。

さらに，材料内での局所平衡が成立しているとする。このとき，水分移動と熱移動の基礎微分

方程式は, (3-127)～(3－130)で表現される。すなわち，

　

水分移動に対して

トら器)訃(臨器可

熱移動に対して

DθニＤ∂Ｖ＋Ｄ叱゜kｖ云＋Ｄ侭

ＤＴニＤＴＶ＋ＤＴ召゜kｖ器＋ＤＴg

－60
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(卜十Ｌａをｸﾞﾄﾞ)舒十(Ｌ馬器)器

　　　　　　　　　　

ニ▽゜（λ▽Ｔ）十Ｌ▽・（Ｄ∂Ｖ▽∂十ＤＴＶ▽Ｔ）

　

また，局所平衡の仮定のものでは，水分流ｑｗは

　　　　　　

ｑｗニｑｖ十％゜－（Ｄ∂Ｖ十Ｄ叱）▽∂－（ＤＴＶ十ＤＴい▽Ｔ

　　　　　　　　　　　　　

＝‾Ｄ∂▽∂‾ＤＴ▽Ｔ

で表現される。

(6－4)

(6－5)

6－3

　

含水率勾配による水分伝導率Ｄ,65）

　

等温における材料内水分移動の係数Ｄ∂の決定に対して，従来から種々の方法が提案されて

いる。測定法は，大別して定常法と非定常法の二種類があり，それぞれ長所，短所をもってい

る。ここでは，定常法によってＤ∂を求めた。

６－３－１

　

測定方法

（6－5）より，等温で一次元流れの場合，水分流は

(6－6)

となる。したがって，材料の一端に水分を供給し，他端から蒸発させ，定常の流れになった時

の水分流ｑｗと，この時の含水率分布から含水率勾配∂∂/∂ｘを求め，（6－6）よりＤ∂が決定さ

れる。

　

６－３－２

　

実験の装置およびその方法

　

実験装置を図6-1,図6－2に示す。図6－1は，実験装置の本体であり，ガラス容器①（内

径30 mm,長さ150㎜）に基盤④（Ｇ４のGlass Filter)を，さらにその上に試料⑤を取付け

たものである。ここで, Glass Filterは，一定の負圧( suction )下での⑤から①への空気流

入を防ぐために用いられており，２ｍ水柱までの負圧がかけられる。③は①への水分補給のた

めのものであり，実験中コックは閉じられている。

　

図6－1の本体は，図6－2のアルミ製容器⑥内に入れられ支持台⑩の上に置かれる。このア

ルミ製容器は，二重槽で，前面は透明の塩化ビニール板であり，実験中両者はスーパーシーラ
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ントにより接着されている。試料内の含

水率を調節するために，図6－1の①内

の水圧を変えている。

　

この水圧を負圧

（Ｈｃｍ）に保つために用いられるビニー

ルパイプ②は，塩ビ板の穴を通して下方

の水平に置かれた目盛付きガラス管⑦（内

径3 Dim)に接続され，⑦内の水面の移動

より蒸発量が求められる。なお，⑦の先

端⑧は，内径0.１ｍｍ位となっており，大

気に接する一方で水面からの蒸発をでき

るだけ小さくしている。⑥の内部は，飽

和塩水溶液⑨とファン⑩により一様一定

湿度に保たれ，一定温度は図6－2装置

全体を恒温室（±0.5°Ｃ）に入れること

により得られた（±0.1°Ｃ）。容器内の

温度は, Cu-Co熱電対（0.3皿φ）

により，湿度一定の確認はミニマ鋭感温

湿度計⑩によった。

　

試料⑥は，約25×35（ｎ）の軟質繊維

板（約8. 5 mm厚）を用いた。側面はスー

パーシーラント（約１ｍｍ厚），さらにそ

の上にパラフィン（約２皿厚）を塗り断

湿した。この試料を４～５層重ねたもの，

および１層のみの場合の両者を用いた。

スーパーシーラント

①
⑦へ

図6－1

　

含水率勾配による水分伝導率Ｄ∂の

　　　　　

実験装置（本体）

×熱電対○

⑩

⑧

　

実験方法は以下のごとくである。装置

　　　

図6－2

を設置し，所定のsuctionのもとでの水

⑦

含水率勾配による水分伝導率Ｄ∂の

実験装置

分移動を開始させる。⑦内の水面の進行速度の時間的な変化の測定を行ないこの進行速度が一

定になった時に実験を終える。この時に，図6－2の前面の塩ビの板を取りはずし，試料を根

元近くで切断する。そして，試料全体の重量を測定する。これは，後述の回収串計算において

用いられるもので，試料分割操作時の水分蒸発等の誤差を見積るために測定している。続いて，

この試料を平均1.2 mm厚に分割し，秤量ビンに入れ重量を測定する。その後，試料を乾燥させ
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定常時含水率分布(No.1,2 )
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０

基準重量，厚さを求めた。以上の操作により，試料内の含水率分布が求まる。

６－３－３

　

実験結果

　

１）

　

実験条件

実験条件を表6－1に示す。なお，各実験とも，切断時の蒸発等の影響が小さいことは，切

表6－1

　

含水率勾配による水分伝導率Ｄ∂の測定条件

実　験　N(1 サクション(cm) 乾球温度（゜C） 相対湿度（Ｓ） 蒸発速度×10‾3（g/d,h）

１ 122 22.5 40 0.53

２ ５２ 9.0 53 0.80

３ 85 20.0 40 9.82

４ ４８ 20.0 40 17.28

断前の試料全重量に対する切断直後の水分を含めた試料重量の和の比率（回収率）が98～99

％であるということより確認してある。

　　

２）

　

含水率分布

　

図6－3に，実験Na 1,2の，図6－4，図6－5に，それぞれ実験Na3, 4の定常状態における
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ガラス管内水面の移動距離
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含水率分布の測定結果を示す。

　　

３）

　

蒸発速度

　

図6－6に，各実験におけるガラス管内水面の位置の時間変化を示す。図中の時刻移動距離

は適当にずらして記してある。なお，４層の試料においては，実験開始後２～３日で定常が達

成されることを確認してある。

　　

４）

　

含水率勾配による水分伝導率Ｄ∂

　

Ｄ∂は次のように決定した。まず･図6-3,4,5の含水率分布から順次５点ずっとり，それら

に対する近似曲線（三次式）を最小二乗法により求め，その間の∂に関する∂∂/∂ｘを計算する。

次の５点のうち１点だけをずらして，新たなる５点について同様の操作を行なう。したがって，

同じ∂について何個かの異なる∂∂/∂ｘが求まるが，これらすべてから計算されたＤ∂を実験施

１について図6－7に示ナ。これらの点に対して，実線に示すような平均的な曲線をひき，こ

れを本実験から求めたＤ∂曲線とみなす。他の実験に対して同様に求めたＤ∂曲線を図6－8に

示す。なお，測定N（1 1,2は，試料を４～５層重ねて行なった測定の結果であり, Na3, 4は１層

の試料についての結果である。
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含水率勾配による水分伝導率Ｄθ
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６－３－４

　

実験結果の考察

　　

１）

　

含水率分布

　

図6－3から明らかなように，10≦∂≦60（重量％）における内挿含水率分布曲線は十分滑

らかにつながっており，試料層の接続部分が水分移動に対して十分小さな抵抗しか持たず，ま

た接合部への液水の蓄積による含水率値への影響は考えなくてよいと思われる。さらに，含水

率分布の滑らかさに加えて，回収率がかなりよいこと，次に述べるＤ∂の値，傾向にかなりの

一致が見られることから，試料切断による誤差はほとんどなかったと推定される。

　　

２）含水率勾配による水分伝導率Ｄ，

　

図6－8から分るように，各実験の結果のＤ∂は相当満足のゆくものであると思われる。Ｄ∂

の測定は，他にも行なったが，∂≦10（重量％）における値にかなりのばらつきが見られた。

これは，この領域では図6－3の含水率分布からも分るように，∂∂/∂ｘが小さいため，∂の小

さな違いがＤθに大きな影響をもたらすためであった。この誤差を小さくナるためには，卵/

∂ｘを大きくナる必要があり，それには負圧の値を適当に変えて3～15％までの∂の変化がｘ

の小さな範囲で生じるようにしなければならない｡高含水率から低含水率まで生じる数層重ね

た実験では，低含水率部分の∂∂/∂ｘを大きくすることは困難であったので１層のみの実験を

行なった。その結果の含水率分布が図6－5であり，Ｄ∂の結果が6－8に示されている。なお，

実験Naは４である。また，同様なことから，高含水率分布においても，数層重ねた場合にはば

らつきが見られた。そこで，実験Na3として１層のみの実験を行なった。その結果の含水率分

布が図6－4である。水分分布の乱れは１層のみの実験においては無くなっている。

　　

3）

　

Ｄ∂の温度変化

　

Ｄ∂の温度変化については，9 °Ｃ，20.0°C, 22.5°Ｃについて行なった。 20.0 °Ｃ，22.5°C

に９いては明確では無い八

　

9.0°Ｃの測定値である翫２のＤ∂の値は･他の実験のＤ∂のどれよ

りも小さな値をとっている。このことから･温度の低下とともにＤ∂は減少ナると考えられる。

なお, 9.0°Ｃの高含水率部分は高い値をとっているが考察２）に述べたように数層の実験であ

り値に信頼がおけないので考察から省いた。

　　

4）

　

Ｄ∂の測定における表面蒸発，内部蒸発による影響

　

Ｄ∂の測定は等温状態を仮定して行なっている。しかし，現実には，表面での蒸発，内部で

の蒸発によって温度分布が生じているはずである。そこで，ここでは実際の測定条件のもとで

どの程度の温度分布が生じ･その影響がＤ∂にどう効くかを検討した。

　　　

ａ）

　

検討方針

　

熱水分同時移動の基礎式から，定常状態での一次元の熱と水分の流れを解く。この時，方程
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式に現われる移動係数は等温であるとして求めた測定結果図6－8のＤθと後述の結露過程の最

終平衡時の含水率分布より求めたＤＴ，およびこれらの水蒸気成分Ｄ∂Ｖ，ＤＴＶを用いる。

　

この

結果，得られた含水率分布からＤ∂を逆算し，測定されたＤ∂と比較することによって蒸発によ

る温度分布形成の影響を調べた。

　　　

ｂ)

　

測定条件に対応する基礎式と境界条件

　

基礎式(6一1)，(6－4)から定常状態と考えると次式が得られる。

　　　　　

Ｄ∂う瓦＋ＤＴ設＝‾ｑｗ

　　　　　

（λ十ＬＤＴＶ）苔十ＬＤθVIで＝－ｑh－Ｌｑｗ

ここで' qw ｑhは次式の境界条件で決定される定常水分流と顕熱流である。

　

境界条件は

　　　　　

Ｘ＝Ｏで

　　

ｑｗ＝（が（XO‾ｘｓl）

　　　　　

）（゜ぶで

　　

０ニ0£

　　　　　

ＸニＯで

　　　

ｑh＝（Z（TO‾ＴＸ=O）

　　　　　

ｘ＝ぞで

　　

Ｔ＝町

(6－7)

(6－8)

(←9)

↓

(6－10)

である。ここで･ｘo･ Toは空気の･ｘｓl･ ＴＸ=oは表面のそれぞれ絶対湿度と温度である．

　　　

ｃ）

　

数値計算の方法

　

次の差分化を行なって解いた。すなわち，（6－7）を

I)μべk戸＋I)伊1≒71

と差分化する。したがって

-

-

Qw

‾Ｄy1∂j十Ｄyちi＋1‾Ｄy1Ti十Ｄr‾1
Ti.iニ-^xq^　（i＝1,Ｎ－1）　　（6－ｎ）

ただし

昿1＝I)べ≒ﾔﾌﾞ)，卵1＝I)回ｿぎ巴)

全く同様に，（6－8）は

ここで

－（ＬＤ∂Ｖ）i4∂i十（ＬＤ,Ｖ）i4∂i，1－（λ十ＬＤＴｖ）i4¶n

　　　　

十（λ十ＬＤＴＶ）i4Ti＋1ニーjｘ（ｑh十Ｌｑｗ）

ｑｗニcc'iX,-X,,)
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(6-13)

(6－14)



qhニ゛（Ｔｏ－ＴＩ）

∂Ｎ＝ＷＮ

ＴＮ＝ＴＮ

(6－15)

(6-16)

(6-17)

さらに，実際の計算においては，分割巾を小さくすることによりＤy‾1≒D4とおいて（他の係

数も同様）解いた。（6－11），（6－13）から

∂i＋1

Ti＋1

ニ∂i
-

∠ix
-
Ｐ
〔ｑｗ（ス十ＬＤＴＶ－ＬＤＴ）－ｑｈＤＴ〕ｉ

〔ｑｗ（ＬＤ∂－ＬＤ∂Ｖ）十Ｄ∂ｑh〕i

(6-18)

(6-19)

ただし。

　　　　　　

Ｐニ〔Ｄ∂（λ十ＬＤＴＶ）－ＤＴ（ＬＤθＶ）〕i

である。

　　　

ｄ）

　

解法手順

　

まず表面の∂1を固定したままでＴ訣仮定する。（6－18）バ6-19)より順次∂いｙを求め

る。次に求められたＴχが境界条件のＴχに一致しなければT1を仮定しなおして，Ｔいこ一致

するまで計算を繰り返す。この計算法では，Ｔχが一致した時にへは必ずしもＷに一致しな

いが，この場合には，計算によって得られたらが境界条件として与えられた場合の解である

と考える。

　

遂次近似におけるTIは次式により与える。

s - si =

sﾀﾞ1－s?

Tt'-Tl
（TI － Ｔ? ） (6－20)

ここで，Ｓは計算されたＴr､,と与えられたＴriとの差を表わす。ｊ＋2回目の計算における仮定

値Ｔﾀﾞ2は，S＝Sj゛2＝Oとして次式より決定する。

Ty2こＴ卜S?
Tﾀﾞ1－Ｔ?

sﾀﾞ1－s?
(6－21)

　　　　

ｅ）

　

計算結果と本測定に関する考察

　

計算は∂1について４種類( 4.0, 4. 2, 4. 5, 5. 0重量％）について行なった。このθ1に対す

る水分流ｑｗは，それぞれ0.0159, 0.0347, 0.0573, 0.0846 (kg/㎡h）である。これにより，

蒸発速度および主要な蒸発面の位置における影響，温度形成の影響を調べた。結果の含水率分

布を図6－9に示す。図6-10には，得られた含水率分布からＤθを求めた結果（図中Ｄy）を

示す。
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含水率勾配による水分伝導率の測定に及ぼす内部蒸発の影響
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図6－10から分るように，Ｄ｡とDjとの差が温度形成の結果の影響を示すのであるが，∂7

= 4.0の場合は，他の三つの場合に比し，Ｄ｡とDjとの差は大きく，∂≧60重量％以上では

Ｄ∂の約２倍にもなっている。この時の温度低下は最大で0.2°Ｃであった。また･この状況を

図6－9の含水率分布でみると，∂;＝4.0の場合は他の場合に比して，含水率分布が急激に上

昇する部分，言いかえると主要な蒸発部分がかなり内部に入っていることが分る。以上の結果

から見て，実験における条件によっては，温度低下が僅かであってもこの温度形成の影響が等

温と考えた時の結果に大きく効くことが分る。

　

しかし，本実験の測定結果の含水率分布から判断して主要な蒸発面はそれ程内部に入ってい

なかったこと，実験結果の測定誤差とe! =4.0以外の場合のＤ∂とDjとの差は同程度である

ことから,本実験において求められたＤ∂は，妥当であると思われる。

６－４

　

含水率勾配による水分伝導率Ｄ,の水蒸気成分Ｄ,ｖと液水成分ＤＭへの分離69)

　

Ｄ∂を水蒸気，液水成分に分離する必要性は(6－4)に見られるように相変化にともなう凝縮

熱による温度場の変化にある。また，この分離により，材料内の水分移動の形態が把握でき，

さらに移動係数Ｄ∂，ＤＴの温度変化を定量的に推定ナる手段ともなり得る。以上のことから，

この分離は材料内熱水分移動の機構を知る上で重要な要素である。

　

従来から分離の研究は種々なされているが問題点も多く，特に建築壁体に適用される方法は

少ない。ここでは，まず代表的な分離方法について検討を行ない，我々が用いた方法を次に示

す。

　

６－４－１

　

従来の分離法

　　

1）

　

Krischerの方法幼

　　　

ａ）

　

水分移動の基礎式

　

Krischerの水分移動に対する基礎式は次式である。

　　　　　　

ｑｗニｑｖ＋９ニーλＶ▽Ｘ－λθ▽∂

　　　　　　　　　　　　　　　

（6－22）

　　　

b）

　

決定のための実験

　

まず，試料を全面断湿した後，温度勾配をつけ平衡させる。このとき，材料内部でｑｗ＝0

であるから，（6－22）より
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よって

λＶ
-
λ∂

=-

∂∂
-
∂Ｘ

-
∂Ｘ

-
∂Ｘ

(6-23)

となる。したがって，試料内の含水率分布，温度分布および平衡含水率曲線からＸを求めると

（6－23）よりλＶ/λ∂が求められる。

　

次に，一定温度下での乾燥を行なう。(6-22), (6-23)から

ｑｗ＝－λＶ

＝‾λ∂

∂Ｘ
-
∂Ｘ

１＋

2∂云＝‾λ∂{1‾}

訊首)壮

∂Ｘ

-
∂Ｘ
-
∂∂
-
∂Ｘ

∂∂

-
∂Ｘ

(6－24)

となるから･この実験により，全時刻ｔ，全位置ｘにおいて，流量ｑｗ，含水率∂，温度Ｔを

求めれば, (6-24)とすでに求めた（6－23）の関係からλ∂が求まる。さらに，（6－23）を用

いると2ｖが得られる。

　

以上の方法により, Krischerは水蒸気移動に対する係数λＶと液水移動に対する係数λ∂を

求め分離を行なっている。

　

我々の問題としているＤ∂Ｖ,Ｄ∂丿こ対応させると次のようになる。

　

材料内では局所平衡を仮定しているから平衡関係

　　　　　

Ｘ＝ｇ（∂，Ｔ）

が成立している。したがって，

　　　　　

▽ｘ＝公▽∂＋器

(6-26)を（6－22）に代入すると

(6－25)

▽Ｔ

ｑｗ＝－λＶ
器▽Ｔ‾(λ∂＋λＶ器)▽∂

結局

　　　　　

ＤＯｇニλ０

　　　　　

Ｄ∂ＶニλＶ器

により・Ｄ叱・Ｄ∂Ｖが求められていることになる．
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c) Krischerの方法の問題点

　

Krischerは水分移動を含水率勾配による液水の流れと水蒸気勾配による水蒸気の流れの和

として考えている。したがって，我々の基礎式（6－5）と（6－27）とを対応させてみると，温

度勾配による液水の流れ（－ＤＷ▽Ｔ）が考慮されていないことが分る．すなわち･λＶ器は

温度勾配による液水と水蒸気移動の両者を含んだものである。よって, Krischerの方法によっ

て得られたλＶは，水蒸気移動のみに対する係数ではなく液水と水蒸気の両成分を含んだもの

である。結局, Krischerの方法によっては液水と水蒸気成分の分離を行なうことはできない。

　　

２）

　

塩類の水溶液を用いる方法42）

　　　

ａ）

　

基本的な考え方

　

化学工学の分野において行なわれている方法で，材料内に塩類の水溶液を入れた後に乾燥を

行なった場合，水分移動が液体の形で行なわれるならば，塩も水とともに移動し，内部蒸発が

起って移動が水蒸気の形で行なわれれば，塩類はそのままその場所に留まるという現象を利用

する。

　　　

b）

　

決定のための実験

　

一様の濃度の水溶液を含む試料の一端から乾燥させ，各時刻，各位置の水分量，塩濃度を求

めることにより，全移動水分量，液状水分移動量を求め，それから逆算するととにより液水と

水蒸気の移動割合を定める。

　　　

ｃ）

　

問題点

　

この方法では，相当高い含水率領域でしか利用し得ないと考えられ，我々のような結露蒸発

過程に生じる範囲に対しては不適当と思われる。

　　

3）

　

Jacksonの方法43）

　　　

ａ）

　

基本的な考え方

　

全拡散係数Ｄ∂を種々の空気圧力のもとで測定する．Ｄ∂の成分のうち･Ｄ叱は圧力に依存せ

ず’Ｄ∂Ｖのみが圧力に依存し･その依存の仕方はＤ∂ＶのうちＤα汰のみによるとするとＤ∂と

圧力Ｐとのプ”ツトからＤ∂ＰＤ∂Ｖを逆算できる。

　　　

ｂ）

　

水分移動の基礎式（等温系）

　

水蒸気流に対して

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

∂ρ

　　　　　　

ｑｖニー馬加叩▽ｐｖ-~＾ａ.ｔＴｒＬ＾β諾▽∂ニーＤ∂Ｖ▽θ

　　

（6－30）

液水流に対して

　　　　　

ｑg°‾Ｄ侭▽∂
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水分流に対して

qw ° Qv 十ｑぷニ‾（Ｄ∂Ｖ十Ｄ叱）▽０こ一（Ｄα細1ﾉβな十Ｄ叱）▽∂

ここで，βは空隙率とtortuosityを含む幾何学的係数である。(6-32)より

　　　　　　　　　　　　　　　　　

∂ρ

　　　　　

Ｄ∂２Ｄ∂Ｖ十Ｄ叱゛馬ｚｍＪ⊇十Ｄ∂ぶ

と表現される。

ここで･Ｄａt�だけが圧力に依存し

"
二

Dd77z（x: Po Po
９７

(6－32)

(6－33)

(6-34)

(6-35)

P‾ｐｖ

ただし･Poは基準圧力で･Ｐは周囲空気圧である．Ｄ配は圧力に依存しないとすると基準圧

力PoにおけるＤαz771をＤ;z77zとし･周囲圧力をＰにした時のＤ∂は

　　　

I),＝JD9＋I)‰，β祭]W＝I)９＋呪昔

こで･Ｄ３Ｖは基準圧力PoにおけるＤθＶを示す．

　　　

ｃ）

　

決定のための実験

　

等温定常実験のもとでのｑｗ，∂∂/∂ｘを測定し，Ｄ∂を決定する。同様な実験を種々の周囲空

気圧Ｐにおいて行なう。この結果を･(6-35)に適用してＤ叱，ＤＳＶを求める。すなわち，今

求めたい基準圧力PoにおけるＤ叱･ＤθＶが求められたことになる｡

　　　

d）

　

Jacksonの方法の問題点

　

この方法は次節で述べる我々の方法と発想上同じものであり，圧力変化を考えるか温度変化

を考えるかの違いだけである。最初に述べたように，水分移動機構を考える場合，特に我々の

結露においては，移動係数の温度変化は重要な要素であり明確にする必要があること，また，

この温度変化を知ることにより分離も可能となることから，温度変化を与えてＤ∂を測定する

方がより実際的であると思われる。また圧力変化を与える場合，材料および材料内空気，メニ

スカスの変形，さらに材料内含水率分布測定のための切断時の圧力変化による水分移動等問題

点もあるように思える。

6 ― 4 ― 2　Ｄ∂の温度変化より^ey> Ｄ∂ぶを求める方法69）

　

1）

　

基本方針
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Ｄ∂は液･水蒸気両者を合わせた値であり･実験的にはＤ∂しか測定されず，さらに含水率

によってもこれら二成分の割合は変化する。しかし，水分の移動形態が液か蒸気かによりその

移動係数の温度変化も異なることから，両者を合わせたＤ∂の温度変化を知ることより逆に各

成分の割合を推定できる。この方法は，前述のJacksonの方法と発想上同じであるけれども，

温度変化を与える測定の方が，各成分の温度変化も同時に推定できることから有用な方法と言

えるだろう。

　　

２）

　

水分移動の基礎式

　

材料内水分移動は，水蒸気移動と液水移動とが二相流として生じているとし，かつ，局所平

衡が成立しているとする。ここで，水蒸気移動はStefanの法則に，液水移動は未飽和流れに

に対して拡張されたＤａｒｃｙ則に従うとする。したがって，

　

水蒸気移動に対して

　　　　　

ｑｖニーＤ。六肖▽ｐｖ

液水移動に対して

　　　　　　　

（屁＝‾ρｗＫ▽『

ここで･水蒸気密度ｐｖとSuction Pressure　ｒは

Pv ＝ｐｖ０ ６ａ？

　

2(7

　

1

Wg
-
ET

＝ｐｖｏｈ

　　　　　　　

ｒ＝ニ

　

ーダ

　　　　　　　　　　

ア’ｐｗｇ

なる関係を満足している。

　

また，飽和流れに対するPermeability Ｋは

(6－36)

(6-37)

(6－38)

(6－39)

　　　　　　　　　　

^wg

　　　　　　　

K=k

　　　　　　　　　　　

?7

と置ける。ここで，ｋは固有Permeability〔㎡〕である。したがって，未飽和流に対しても

この特性が存在しているとして

　　　　　　　　　　　　　　　　

'"wg

　　　　　　　　　　

Ｋ＝ぐｋ-

　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｱ7

ここで，ぐは含水率に比例する定数である。

（6－38）より

　　　　

▽ｐｖ＝▽ﾚVO ゛叩（判 -

-

74

^'vg
-
RT

(6－40)

∂『
-
∂∂
▽∂＋冊ら,司器)]▽ｌ



二
こで

また

-

- 諾諾尚
(でjVo
h 十ｐｖo器)▽Ｔ

pｖoは温度のみに依存し･ｈは含水率のみに依存するとすると

　　

..＿

　　

ｐｖｇ∂¥≒＿..dpｖo

　

＿

-

-

▽ｒ＝

pｖoh2(7

　

d

∂『

-
∂∂

　

１

- ▽∂＋

▽∂＋

　

２(ｙ

　

ｄ
＝一一

　

PwS. d∂

器町

ケ回
２
-
rg

dら0
-
dT

１

-

ｐＷ

ｈ▽Ｔ

⊇ ▽Ｔ

以上の関係から, (6-36), (6-37)を温度Ｔと含水率∂による式に変換すると

　

水蒸気移動に対して

qｖニ‾Ｄｄｍ元
β

‾Ｄα心尚

Pvoh
-
RT

β
叫ｖo
-
dT

セヱ

ｐｗd∂

ｈ▽Ｔ

液水移動に対して

９ニ‾ごk

(÷冲

白子平片万口
ｄ(７

-
dT
＋（7

(6-41)

(6－42)

(6-43)

言働≫

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(6-44)

上式の各項の係数が･それぞれＤ∂Ｖ･ ＤＴＶ･Ｄ∂ＰＤＴ丿こ対応している。ここで･これらを見る

と･Ｄα細･^w '?，Ｔ･ｐｖo･（7のみが温度により変化し･他の因子は材料の空隙特性に帰因す

る。すなわち，含水率のみによって変化すると考えられる。

　

したがって，

Ｄ∂ニＤ∂Ｖ十Ｄ叱ニdL f1（Ｔ）十Ｄｏ昆（Ｔ）

ＤＴニＤＴＶ十Ｄぴニ< f3（Ｔ）十Ｄもf4（Ｔ）

(6－45)

(6－46)

と書ける．fl～f4は温度により変化する因子であり･Ｄ３Ｖ･ Dk･ Dlｖ･Ｄわは含水率のみに

より依存する因子である。f1～f4の温度変化率はそれぞれ異なるので同じ含水率で二個の異

なる温度に対するＤ∂，ＤＴの値が分っていれば, (6-45)によりＤふＤ∂;が，（6－46）によ

り･Dlｖ･ Ｄらが求められる。
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また，このように分けることができると，両者の和であるＤ∂，ＤＴの温度による変化を各温

度について測定しなくとも(6-45), (6-46)より推定ナることができる。

　　

３）

　

温度変化率fl～f4

　

(6-45), (6-46)のf1～f4を(6-43), (6-44)の温度によって変化する因子と対応さ

せると

　　　　　　

f1（Ｔ）（x=Ｄｄｍ尚
で宍ま

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(6-47)

　　　　　　

f2（Ｔ）（゛弓一ｐｗ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（6－48）

f
3
( T ) aﾆＤａ加

f4
（Ｔ）ａ=

浸

－

Ｐ

　

１

-

ｐＷ

Ｐ

-

‾ｐｖ

(μ
-
dT

dPvo
-
dT

づV(え)]

(6-49)

(6－50)

となる。

　

以上の温度変化を表6－2に示す。また，図6－11にf1，f2の温度変化(20°Ｃ基準)を示す。

　　　　　　　　　　　　　　　

表6－2

　

温

　

度

　

変

　

化

　

率

温度（゜C） 0.0 9.0 15.0 20.0 23.0 30.0

fl(T) 1.00 1.94 2.94 4.11 4.99 7.78

f2(T) 1.00 1.31 1.52 1.71 1.82 2.11

f3(T) 1.00 1.91 2.90 4.05 4.94 7.80

f4(T) 1.00 1.33 1.57 1.78 1.91 2.24

　　

４）

　

軟質繊維板のＤ∂の液，水蒸気成分の

　　　　　

分離Ｄ∂Ｖ･Ｄ叱

　

上に述べた方法を図6－8の実験No. 1 (22.5°Ｃ）

とNa 2 ( 9. 0°Ｃ）のＤ∂に適用する。 20≦∂≦45

（重量％）の範囲では前者は後者の約2.5倍で表

6－2からすると全て蒸気で移動していると考え

られる。また，∂≧80（重量％）では液水での移

動が大部分であると考えられる。このことから，

液，水蒸気の圧倒的に移動する含水率領域を求め，

その間の含水率に対しては適当に内挿すると図６

76－
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0
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佃

　　　　　　　　

温度（ｒ）→

図6-11

　

DθＶ･Ｄ侭の温度による変化



12のごとくＤ∂Ｖ，Ｄ叱が得られる。

↑

Ｄ∂

χ(0-+

2.0

　

ＤθＶ

　

Ｄμ

（㎡/h）μ）

3Ｑ

　　　

４Ｑ 50

　　　

６０ ゛7０ 8C）

　

9０

　　

100

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

含水率（重量％）→

図6－12

　

含水率勾配による水分伝導率Ｄ∂の液蒸気成分Ｄ∂Ｖ，Ｄ叱への分離

この内挿の仕方の違いによる水分移動への影響については，次章７－６で検討する。

６－５

　

温度勾配による水分伝導率Dt

　

6 ― 5 ― 1　測定方法

　

温度勾配による水分伝導率ＤＴを直接求めることはできない,そこで，すでに求められたＤ∂

を使って求める方法が使用されている。

　

すなわち･（6－5）に如いて，ｑｗ°Oとすると

　　　　　　

‾Ｄ∂▽∂‾ＤＴ▽Ｔニ０

よって

　　　　　　

Dt一器

　　　　　　　　　　　　

（6－51）
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となる。したがって，材料内の水分移動が動的平衡（ｑｗ＝O）になっている時の含水率分布と

温度分布とから温度勾配係数εを求めるならば，このεとＤ∂とより

　　　　　　

ＤＴ°ED∂

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(6-52)

によってＤＴが求められる。

　

6 ― 5 ― 2　温度勾配係数ε

　

動的平衡時の温度勾配係数εの測定は二通り考えられる。すなわち，一定含水率の吸水を行

なわせた後，試料を全面断湿し温度勾配をつけて動的平衡させる方法と，第５章の結露実験で

片面断湿内部結露の条件下で最終平衡になった時の状態から求める方法である。本研究におい

ては，両者から求めたりこついてＤＴを求め検討ナる。

　　

１）

　

全面断湿によってεを求める方法72）

　　　

ａ）

　

実験装置とその方法

　

実験装置を図6-13に示す。図から分るように，同一条件のもとで同時に６個の試料につい

て測定できる。図6-14に試料板を，図6－15に熱電対取付位置を示す。

　

実験の方法は，まず試料を飽水させた後，所定の含水率になるまで乾燥させる。乾燥した後

の含水率分布ができるだけ一様になっているように，乾燥は高相対湿度(RH92%)の恒温恒

湿槽の中で行なった。次に，この試料を全面断湿するために，まずスーパーシーラントを約１

皿施し，その上にパラフィンを約２皿塗った。この状態で，さらに材料内初期含水率が一様に

なるように５日間前述の恒温恒湿槽の中に放置した。この後，試料を実験装置にセットし，等

恒温室

発泡スチロール

冷水

図6-13

　

温度勾配係数ε測定装置
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パラフィン

スーパーシーラント

　　　　　　　　　　　　　　　　

図6-14

　

試

　

料

　

板

温状態を確認した後下面側を所定の温度まで下げた。

　

表面温度は上下各３点で0.08mφのＣｕ－Ｃｏ熱電対を使用

し，記録はμＶの精度のデジタル記録計（サーモダックII）

を使用した。したがって，記録精度は±0.1°Ｃである。

　

６個の試料は，実験開始後順次時間経過とともに取りはず

し，含水率分布を測定した。このことより，材料内での含水

率分布の変化がなくなった状態を確認し，動的平衡時の含水

率分布を見つけた。含水率分布の測定法は第５章５－３にお

いて述べた方法と同じである。

　　　

ｂ）

　

実験結果

保護板

に］

[E]

口

に］

口

に］

図6-15

　

熱電対取付位置

　

測定した試料６個のうち，４個は平均含水率が約80（重量%), 2個は60％のものである。

80％のもの４個で平衡状態を確認し, 60%のものは, 80%の試料が平衡した時には平衡し

ているものと考えた。図6-16に, 80%の場合の含水率分布の時間経過を示す。　図から分る

ように，20日後と27日後とは，ほとんど変化がない。したがって，20日程度で動的平衡が

生じていると見なしてよいであろう。図6-17に, 60%の場合の含水率分布を示す。　10日後

と27日後では，ほとんど分布形に変化がない。平均含水率が小になると平衡に至る時間が早

いことがわかる。以後の解析においては，27日後の値を動的平衡時のものであるとして使用

する。

　

表面温分布は測定の結果士O」プＣ以内に入り一様と見なせよう。平衡時における両側温度差

は2.6°Ｃであった。また，材料内温度分布は，前もって別の試料で熱電対を試料内部に挿入し，

同様な実験を行ない，我々がここで行なった約3°Ｃの表面温度差では測定精度以内で直線分布

と見なしてよいことがわかった。

　

図6-18に，平均含水率が80％と60％のεの結果を示す。εの計算において，含水率勾配

は, 6-3節において求めた方法により求め，温度勾配は直線分布として，（6－51）からεを

求めた。
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図6-16

　

含水率分布の時間変化（平均含

　　　　　

水率80% )

Ｔ

含

水防

率

八

重

量

％

　

t00

釦

０

○ λ 聊

　　

６

　　

ｇ

層厚(ｍ)→

図6-17

　

含水率分布の時間変化（平

　　　　　

均含水率60%)

　

図6-18から分るように，平均含水率が80％の場合と60％の場合とではεの値が異なって

いる。εは材料の特性値であるから一致しなければならない。この不一致の理由は，この方法

によると材料内で放湿過程と吸湿過程が同時に存在ナることにより，ヒステリシスの影響が現

われること，また全面断湿という状態が材料内での水分移動に対して影響を与えるためではな

いかとも考えられる。これらのことについては，今後明らかにする必要がある。この方法につ

いてのεと一意性に対する疑問は松本によっても指摘されているl）

　　

2）

　

片面断湿内部結露実験よりεを求める方法

　

片面断湿で内部結露の条件下で実験を行なうと，最終的に材料内への吸湿か止むことはすで

に第５章で述べた。この最終平衡時において，材料内の水分移動はｑｗ＝Oとなっているはずで

ある。このことから，最終平衡時の含水率分布と温度分布よりεを求めることができる。使用

した実験結果はＡ－２である。この実験における材料内温度分布は，次節６－７の熱伝導率の

含水率による変化の測定結果図6-27と試料両表面温とから定常状態として計算して求めた。
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結果のεを図6-19に示す。この方法によって得られたとは，結露過程すなわち吸湿過程のみ

で得られた結果であり，前述の全面断湿における問題はないと思われる。

　

6 ― 5 ― 3　温度勾配による水分伝導率D,

　

前節で求められた温度勾配係数εとＤ∂

とにより, (6-52)からＤＴを求めた結

果を図6－20に示す。三つのεの測定値

の違いにより当然のことであるがＤＴも

大きく差が生じている。しかし，三者と

も∂≦45（重量％）ではほぼ一致してい

ることが特徴として指摘できよう。

６－６

　

温度勾配による水分伝導率ＤＴの

　　　　

水蒸気成分ＤＴＶと液水成分ＤＴ,?

　　　　

への分離

↑

ミ

配
？

客

孜）

忽）

図

∂

?ツ

霖

　

ε

　

八
kg/

㎡゜Ｃ

　

Ｗ

∂ 勃

　

too

　

1勁

　　

含水率(重量％)→

図6-19

　

内部結露実験より求めた温度勾配

　　　　　

係数
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全面断より求めた温度勾配係数
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－い。

　

Ｄ∂Ｖ°kｖ器

よって

DＴＶ＝kｖ器

　　　

璽

ＤＴＶニＤ∂Ｖ
葺

　　

（6－53）

　　　

-

　　　

∂∂

となり・Ｄ∂Ｖと平衡含水串関係ｇ（θ,Ｔ）

を使用することによりＤＴＶが得られる。

　

ＤＴＶが得られれば

　　　

ＤＴぶニDt- Dtv　　　(6-54)

によりＤＴＩ?も求まる。

６－６－２

　

温度勾配による水分伝導

　　　　　　

率ＤＴの液,蒸気成分I^Tv.

　　　　　　

DTf

前述の方法によって得たＤＴＶ，ＤＴ£を

Dt
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含水率（重量呉）･→

図6－20

　

温度勾配による水分伝導率Dt

図6-21に示した。ただし，内部結露より得られたＤＴのみの分離結果を示している。

６－７

　

含水率による熱伝導率λの変化71,73)

　

結露障害防止を考える場合，材料内の含水率変化を知る必要がある。この時含水率とともに

熱伝導率も大きく変化する。したがって，この熱伝導率の変化は結果に大きく影響する。よっ

て，この熱伝導率の含水率による変化は重要な要素である。この熱伝導率の測定は，土質工学，

乾燥工学，機械工学等の分野で多くなされているが，測定された熱伝導率がどのようなもので

あるのか，またそれをどのような目的に使用するかについてはそれ程明確にされているとは言

い難い。また，これらの測定において，水分の影響をできるだけ小さくするためにということ

で測定法に工夫がなされているが，水分の影響を定量的に把握しているものはほとんどないと
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思われる。このことは，材料内熱水分移動の機

構の解明が十分為されていないことによると考

えられ，移動の確立とともに，誤差評価も含む

熱伝導率測定法の研究が待たれる。

　

我々はこの熱伝導率の測定法について現在検

討を行なっている。未だ十分な解析にいたって

いないが，周期法により測定した結果をここで

示し，後の熱水分同時移動方程式の検討に用い

る。

　

６－７－１

　

周期法による測定法と得られる

　　　　　　　

熱伝導率

　

周期法による測定は，材料に周期入力を与え

ることにより，材料内での水分移動の影響を小

さくし，定常状態における材料内２点間の位相

および振幅の差を測定することにより熱伝導率

ハ

　

I)シ

　

ＤＴｊ?

　　　

い

(kg/mh°C)

匹

Q､0
Ｑ

図6－21

　　　　

勁

　　　

㈹

　　　　

含水率(重量呉)→

温度勾配による水分伝導率

ＤＴの液蒸気成分Dxv'Dt^
への分離

を求める方法である。ここで得られる熱伝導率とは以下のものである。

　

（6－4）を書き直すと

(ｃγ十Ｌａり器)訂十(Ｌ３１(E)器

　　　　　　　　　

゜▽’〔（λ十ＬＤＴＶ）▽Ｔ〕十Ｌ▽・（Ｄ∂Ｖ▽∂）

　　　　　

（6－55）

となり･周期法によって小さくできる水分移動の影響は，左辺第２項のＬ▽－（Ｄ∂Ｖ▽∂）であ

り･この方法によって得られるのはλではなく，λ＊＝ヌ十ＬＤＴＶである。ここでのバま材料

構成要素（実質部，液，空気）を通じての熱伝導によって決まる熱伝導率である。熱水分同時

移動方程式を取り扱うかぎりでおいて（6－55）から明らかなようにλを求めるのではなくλ＊

を求めておけば十分である。しかし，すでに前節において述べたごとく，ＤＴＶは温度，含水率

により大きく変化すること，λそのものは水分移動の影響を取り除いたものであり，材料構成

要素の結合の仕方，液水配置の様子等についての情報を与えることから，λそのものの値を求

めることは有用なことと思われる。
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6―7 ― 2　測定法に用いられる基礎式

（6－1）･（6－4）において･a7gニＯとおき･材料物性値を一定とすると

　　　

ズニ（Ｄ∂Ｖ十Ｄ叱）ま十（ＤＴ召十Dtv
yケ

　　　

Ｃγぶ?ニ（λ十ＬＤＴＶ）
牟十ＬＤ∂Ｖ証

(6－56)

(6-57)

となる。ここで，周期法による初期および境界条件は，材料を半無限として考え，材料の表面

に正弦波入力がある場合として

初期条件

　

ｔ＝Ｏで

　　

∂＝０

　　　　　　　　　　　　

Ｔ＝０

境界条件

　

Ｘ＝Ｏで

　　

(Ｄ叱十Ｄ∂Ｖ)七十(ＤＴＶ十ＤＴい苔＝０

　　　　　　

χ＝十(ｘ⊃で

　

θ＝有限

　　　　　　

ｘ＝Ｏで

　　

T=sinωt

　　　　　　

χ＝十(ｘ)で

　

Ｔ＝有限

(6－58)

(6－59)

(6－60)

(6－61)

(6-62)

である．ここで･∂・Ｔは初期含水率∂o・初期温度Toにより基準化した含水率･温度である．

　

(6-56), (6-57)は線型連立微分方程式であり，この時の条件下での周期的定常解は，

７＝

二
こで

∂（ｘ，t） = a Eｅ‾
涯“1≒バ71〔叫－言叫ｘ〕

　　

－α２ＥｅＶ多2≒゛４〔a)t―涯(z2｀)

Ｔ(ｘ･t)ニ゛1{FEIい/多1≒瓦71〔(Ut一才゛1幻

Ｅ

E:

-

-

ｿ糾 ぶ〔ωt一汗α2ｘ〕

　

Ｂ

　

（α1－α2）〔ｃ－（Ａｃ－ＢＤ）（七十（z1α2十<)］

＝Ｃ－（ＡＣ － BD ）αj

Ｅ２°Ｃ－（ＡＣ－ＢＤ）゛ｊ

（゛ｌ･゙ ２は（ＡＣ － BD ）♂－（Ａ十Ｃ）゛2＋1
-

-

(6－63)

(6－64)

Ｏ

　

の正根（α1くα2）

　　　　　　　　　　　　　　　

λ＋ＬＤＴ

　　　　　

ＬＤ∂

ＡニＤ∂’Ｂ°ＤＴ’Ｃニ

　

Ｃγ

　　

゛
’ＤニニE:ﾌと
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通常の場合, (6-64)の右辺第２項は，第１項に比して圧倒的に小さいと見なせるから第

1項のみを考慮し，材料内の２点ｘl，ｘ2における位相差φをとると

φニ､/f".-.-涯α1゛2

したがって，

(ZI
-

-

涯
七

(ｘ1 ‾Ｘ２
）

(6－65)

また･一般にα1≒冲となるので，すなわち，温度伝導率ａ＝（λ十ＬＤＴＶ）/Ｃγの記号を使

うと

ぼ1
-

-

二

石’

よって, (6-65), (6-66)より

イ1
λ＋ＬＤＴｖ

匹
２°ｼ(･ﾂ“)(ｘ

l－X2)2

(6－66)

(6－67)

となり・材料内の２点XI･ X2 における位相差を測定することにより・ａ・したがって･λ十

ＬＤＴＶが得られる。

　

また，同様にして，振幅の減衰からも得ることができる。すなわち，振幅減衰率をηとする

と

よって

77＝
く Ke

町者E^e"

‾１

/?iz
】"l

-

へ

/9Fα
lｘ

　

涯≪i(x,-
ｘ2）

‾ｅ

jｎηニ汀（ZI（XI－X2）

a＝(ﾇjyyＤＴ゛)2
-

-

１

(ぶn77)2

(号)(ｘ
1－ｘ2 )2

により，ａが求められる。

(6－68)

6-7-3

　

実

　

験

ここでは，乾燥状態と含水率が170（重量％）の二つの場合について実験を行ない，ａ＝（ｽ
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十ＬＤＴＶ）ﾉむγを求めλを推定する。

　　

１）

　

実験装置

　

実験装置の概略を図6－22に示す。この装置全体を恒温室に入れ一定温湿度のもとで測定す

る。

図6-22

　

熱伝導率測定法の概略

　

周期的階段波発生装置は，定電圧発生装置（30V，10A）から一定の電流をリレーによりON-

ＯＦＦし，ピーク入力として周期的階段波を発生させるようになっている。リレーの周期的な

ＯＮ-ＯＦＦはタイマー（O～30秒の調節が可能）を２個組み合わせる事により行なう。

　

実験装置の詳細を図6－23に示す。電子冷却式サーキュレータにより一定の低温度に制御さ

れた冷却液をアルミ製循環箱（20×20×3. 4 cm)中に通し，ヒーター加熱による試料平均温度

二江八
銅

冷 却

板

液

千
試料∵Ｏ　ｽﾞ･

●●･・≫ * ' ≫･ /･

一回.宍ぐ.ソド 慨
←ゴム膜,セルロイド板

　　　

'｀

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ニクロム帯

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

←ヒーター

　　　　　　　　　　　　　　　

－

→

　　　　　　　

アルミ製循環箱

　　　　　　　

→

×

　

熱電対

図6-23

　

熱伝導率測定装置
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の上昇を調節する。循環箱の上にヒーター･減衰鳳試料を順次おき，その上にさらに上部恒

温室内空気の温度変化の試料への影響を小さくするためにゴム膜，セルロイド板等を置く。ヒ

ーターにおいては･階段状電流により階段状温度波が発生するが，ヒーターと試料の間の減衰

層（ゴム膜，アスベスト紙）を通過する間に正弦波に近くなり試料面に達ナる。試料には，熱

電対が挿入され記録装置に連結する。

　

記録装置は，Ｘ-Ｙレコーダとデジタル式記録計を用いた。デジタル記録計は長時間にわた

る多点の記録に，Ｘ-Ｙレコーダは短時間の波形記録に用いた。

　

ヒーターは･幅約1.５ mm, 厚さ0.075mmのニクロム帯を約0. 5nmiの間をおいて折り返して配

列し（幅180×180皿），その両側に絶縁層（セクションペーパ，メンディッグテープ）を設

け，厚さ0.5皿の銅板でとじたものである。

　

試料は, 57.3×57. 3 mm厚さ9. 05 mmの軟質繊維板を，基盤は試料の同種の軟質繊維板を用

いている。

　

熱電対は，0.08mφのＣｕ－Ｃｏ熱電対を用いた。試料の厚さ方向に上下表面の２点，内部

のほぼ２皿間隔に３点の計５点を同じ水平位置（試料ほぼ中央と試料端から12皿の２列）に

試料側面から挿入した。また，水平温度分布は，ヒーター上面の銅板上に５点，試料上下面，

端から５皿のところにさらに１点ずつ設置した熱電対により測定した。

　　

２）

　

実験結果

　

まず，試料内熱電対位置の決定を行なう。ほぼ等間隔になるように熱電対埋め込みを行なっ

たが，正確な位置の決定は，試料に温度勾配をつけたときに水分の影響が無ければ，定常状態

において温度分布が直線になることを利用して行なう。

　

測定は，一定温度の恒温室内に装置全体を入れ，ヒーターおよび循環液を一定の高温度に保

ち，温度勾配を作り定常状態になるのを確認して行なった。この時，試料全体を周囲空気温よ

り高温に保つことにより，試料への結露を避け水分の影響を除いた。測定例を図6-24に示す。

この時の熱電対の位置は試料ほぼ中央での表面２点，内部３点である。上下温度差は約12 °Ｃ

であった。熱電対挿入が完全に水平でない等の影響がどれ程あるかをみる為，同じ条件下で試

料を裏返しにした時の結果をも同時に示す。両者の一致は満足のいくものであり，熱電対の位

置決めは精度良くなされているものと考えられる。

　　

ａ）

　

乾燥時温度伝導率

　

測定条件は

　　

ω= 0.265 (rad/sec)こ954 (rad/h)

　　　　　　　　　　

周期約24秒，

　

試料平均温25.2 (゜Ｃ），　人力温度振幅0.338(゜Ｃ）

　

測定結果を図6－25に示す。左側がｘ＝Ｏｍｍ（下表面）の温度を，右側はX = 2.06皿での
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温度を示している。X = 2.06 mmでの温度波形の

乱れは，リレーのＯＮ－ＯＦＦによる雑音である。

１ペッの為，切り換え操作により２点の記録を行

なっており，図は同じ時間軸上の値である。周波

数分析は行なっていないが，目視では正弦波とい

う条件はほぼ満足されていると言えよう。図から

　　

振幅減衰率

　

71=0.1574

　　　　　　　

jn?7＝－1.848

　　

位相差

　　　

φ= 1.88 ( rad )

が得られる。したがって，（6－67），（6－68）よ

り

　

振幅法では

≒
度

/へ

゜ｃ佃

Ξ

　　

ひ

　　

３

　　

６

　　

？

　　　　　　　

層厚(皿)→

図6－24

　

材料内熱電対位置

ａニとこｷｱ(IF)(ｘl －ｘ2)2ニ5.93×10‾4(㎡/h)

位相法では

　　　

う（

となる。両者の差は，

旦

２

）（ｘ

l－ ｘ2
）2ニ5.72×10‾4（㎡/h）

3｡7％であり測定の妥当性を示していると言えよう。

　　

b）

　

湿潤時の温度伝導率

　

試料の作成は，乾燥時の温度伝導率の測定に用いた試料を水に浸み込ませ，周囲をセメダイ

ン，パラフィンにより断湿した。なお，この操作時に，試料内熱電対の一部が切れたため，試

図6-25 ｙ＝６（重量％）における温度変動
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料側面から約12niinの位置に挿入した熱電対により解析を行なう。

　

測定条件は，

　　　　

ω= 0.265 ( rad/sec) = 954 ( rad/h)　　周期約24秒

　　　　

試料平均温

　　

26.9 (゜Ｃ）

　　　　

入力温度振幅

　　

0.338 (゜Ｃ）

　

測定結果を図6-26に示す。右側がx= Omm,左側がx= 2.13nimでの値である。図から

　　　　

振幅減衰率

　　

ri= 0.09259

　　　　　　　　　　

加n = - 2.3796

　　　　

位相差

　　　　

φ= 3.836

よって，温度伝導率は

　　　　

振幅法では

　　

ａこ3.82×10‾４（㎡/h）

　　　　

位相法では

　　

a =3. 61×10‾4（㎡/h）

両者の差は, 5.4 %であり妥当な測定と思える。

　

６－７－４

　

含水率による熱伝導率λの変化

　

前節において，乾燥時と湿潤時（170重量％）の温度伝導率ａを求めた。したがって，ａ＝

り十ＬＤＴＶ）/Ｃγの関係からλ十ＬＤＴＶを求める。

図6-26

　

d'= 170 (重量％）における温度変動
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ｙ一

二 こで

Ｃγ＝Ｃｓγｓ＋Ｃｗγｗ＝Ｃｓγｓ＋１×迫γｓ＝γｓ（Ｃｓ＋洽）

γｓニ240 kg/㎡, Cs= 0.44 (KcalAg°'C ), e'= 170 (重量％）

であるから

　　　　　　

6' = 170のとき

　　　　　　

ｙ＝６のとき

よ゛s)て･λ十ＬＤＴＶは

　　　　　　

e'= 170のとき

　　　　　　

ｙ＝６のとき

Cr=514 Kcal/㎡゜Ｃ

Cr = 106 Kcal/㎡゜Ｃ

λ十LDxv ° 0. 190 (Kcal/mh°Ｃ）

.l十ＬＤＴＶニ0.0612 (Kcal/mh°Ｃ）

LＤＴＶは∂９６のとき約O, e’＝i70のときは･図6－20からほぼ零とみなせる．

　

したがって，

　　　　　　　

e'= 170のとき　　　　λ＝0.190（Ｋｃａｌ/ｍｈ°Ｃ）

　　　　　　　

ｙ＝6のとき

　　　　　　

λ= 0.0612 (Kcal/m h °Ｃ）

他の∂について測定は行なっていないので，上記の値を直線で結び，他の∂丿こ対ナる熱伝導

率を近似した。その結果を図6-27に示す。

　

なお，この近似についての検討は，次章７－６で行

なう。

６－８

　

第６章のまとめ

　

本章において，解析に用いる熱水分移動方程式の

決定について述べた。以下に結果をまとめる。

　

１）

　

含水率勾配による水分伝導率Ｄ∂

　　　

i）

　

等温定常測定法に基づいて測定を行なっ

た。１回の測定で全範囲のＤ∂を求めることは出来

なかったので数回の測定によって求めた。各回の測

↑

鷺

草

へ
ｐ

l

j1

聊

応

叩

㈲g

０

０

印

　

以）心０２Ｍ）

含水率（重量呉）→

図6-27

　

熱伝導率の含水率変化

定結果には多少のばらっきが見られるものの，各回の測定により全範囲のＤθが満足のゆく精

度で得られた。

　　

０

　

等温条件は二種類行なったが･Ｄθの値が低い含水でも温度の違いにより明確な差

が見られた。
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iii)

　

等温条件下ではあるが･材料内水分移動のために蒸発の潜熱の影響があり，その結

果材料内に温度分布が生じる。Ｄ∂を求める場合に等温で計算している。したがって，生じた

温度分布の影響を検討しておかねばならない。検討の結果，測定条件によってはかなり大きな

影響が現われることが明らかとなった。しかし，我々が行なった測定条件は蒸発の影響の少な

い条件であり，等温として求めて良いことが示された。

　

２）

　

含水率勾配による水分伝導率の液，蒸気成分への分離

　　

i）

　

従来の分離法について検討を行なった。

　　

Ｏ

　

Ｄ∂の温度変化から分離を行なう方法を提案した。

　　

iii)

　

その結果，ｙ＜45重量％において水蒸気成分が圧倒的であり，ｙ＞80重量％で

液水成分が圧倒的であった。45＜∂’＜80重量％において液・蒸気成分が共存する。

　　

iv）

　

共存する範囲における分離は内挿によって求めた。

　

３）

　

温度勾配による水分伝導率Dt

　　

ｉ）

　

ＤＴは温度勾配係数εとＤ∂とから求められる。

　　

ij）

　

温度勾配係数εを全面断湿による平衡状態と内部結露実験の平衡状態の二通りから

求めた。

　　

ill)

　

全面断湿から求めたεは材料内平均含水率によっても異なること，内部結露実験よ

り求めたεの数倍であることが明らかとなった。

　

４）

　

温度勾配による水分伝導率の液・蒸気成分への分離

　　

i）

　

水蒸気成分は次の方法で求めた。すなわち，材料内水蒸気移動は水蒸気濃度（ここ

では絶対温度）勾配によって表現できる。この移動式を平衡含水率関係を用いて含水率勾配と

温度勾配による移動に変形した時の係数の関係から，Ｄ∂Ｖと平衡含水率曲線を用いてＤＴＶが決

定される。

　　

Ｏ

　

液水成分ＤＴぷは温度勾配係数εより求めたＤＴとＤＴＶとから求めた。

　

５）

　

含水率による熱伝導率の変化

　　

i）

　

周期法によって熱伝導の測定を行なった。

　　

０

　

乾燥状態と6= 170重量％における値を得た。中間の含水率による熱伝導率の値は

直線で内挿することによって求めた。
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第７章

　

結露過程における熱水分同時移動方程式の検討と

　　　　　

その解析7t>-7a)

７－１

　

はじめに

　

建築において内外温度変動にともない生じる結露に対して，十分な断熱と防湿層の設置によ

り完全に結露を防ぐ方法はあまりに安全側に過ぎ，時には非現実的な処理方法になる場合もあ

る。現象の非定常性を考慮し，結露障害防止の観点に立つならば，より現実的で十分な対策が

為されるであろう。

　

第５章において，結露および蒸発過程における材料内水分蓄積の挙動を種々の条件のもとで

実験することにより明らかにした。すなわち，吸湿量，吸湿速度および含水率分布の時間経過

を測定しその特性を把えた。また，結露過程と蒸発過程の差異を明らかにした。

　

しかしながら，先に述べたごとく現象の非定常性を理論的に把握し，任意の条件下での水分

蓄積の状況を知ることは，結露障害防止の立場から基本的に必要なことである。そこで本章で

は，第５章の実験結果に基づき，第３章で述べた熱水分同時移動方程式が結露過程を十分予測

し得るかどうかを検討する。さらに，材料内熱水分移動機構を理論的に解析する。

　

また，基礎式に現われる移動係数および材料の物性値が結果にどのように影響するのか，す

なわち，用いた移動係数の決定法が基礎式を検討する上で十分であったかどうか，またどの係

数の決定に十分な注意を払うべきなのかを調べる。

７－２

　

解析に用いる熱水分同時移動方程式

　

解析に用いた基礎式は，第３章３－５に述べたごとく，変形の無い, Bulk noｗの生じない

場合で，材料内の水蒸気移動と液水移動とが二相流モデルに従うとしたものである。さらに，

材料内での局所平衡が成立しているとナる。このとき，水分移動と熱移動の基礎微分方程式は

(3-127)～(3－132)で表現される。すなわち，

　

水分移動に対して

（１＋３１ｊ諧）1十O
り夕F）１°▽‘（Ｄ"▽∂）十▽･（ＤＴ▽∂）（7-1）

　　　　　　　

－92-



　　　　　　

Ｄ∂ニＤ∂Ｖ＋Ｄ配

　　　　　　

ＤＴニＤＴＶ＋ＤＴ４?

熱移動に対して

（

=ｋｖ

－|．

∂ｇ

-
∂∂
＋Ｄ卯

Ｃγ十Larg 器])彭(≒器)誉

　　　　　　　　　　

゛▽゜（λ▽Ｔ）十Ｌ▽‘（ＤθＶ▽∂十ＤＴＶ▽Ｔ）

　

境界条件は

　　　　　　

〔－Ｄ∂▽∂－ＤＴ▽Ｔ〕８＝（が（χΓ－χ８）

　　　　　　

〔－λ▽Ｔ〕８＝α（Ｔｒ－ Tr ）－Ｌ〔Ｄ叱▽∂十ＤＴ召▽Ｔ〕

　

また，材料の平衡含水率関係は

　　　　　　

Ｘ＝ｇ（∂，Ｔ）

が存在している。

７－３

　

計算の条件と数値計算の方法

(7－2)

(7－3)

(7－4)

7-5)

7－6）

(7－7)

計算に用いた条件は，結露過程の実験A, B, Cに対応する条件である。表7－1に，各実験

に対応する設定条件を示す。

　

なお，結露実験において，含水率分布の

測定は経過時間を変えて同一条件のもとで

行なった。しかし，第５章表5－1に見られ

るように各実験とも多少の温度差がある。

そこで，計算に用いた条件は同一実験に対

して各実験の平均値を用いている。また，

表7－1

　

計算に用いた条件

設定

条件

槽内

温度

槽内温度 上表面

温　度

下表面

温　度RH％ 絶対湿度

Ａ

Ｂ

Ｃ

18.7

20.5

28.5

54.4

75.5

47.9

　7.46

11.54

11.98

16.5

18.7

22.8

5.2

9.6

5.2

基礎式の検討に対して熱伝導串の含水率変化の影響を少なくするため，計算は材料両表面温を

与えて行なった。この表面温のうち高温側の表面温は時間とともにかなり変化する。この変化

も同様に平均値を用いた。

　

数値計算は有限差分法のCrank-Nicholsonの方法で行なった。（7－1），（7－4）は水分移

動係数，熱伝導率が含水率により大きく変動し，したがって非線形系である。また，これらの
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方程式の差分化は常に安定ではない。したがって，時間分割を十分小さくした場合も解がー致

することを確認して以下の分割で計算を行なった。係数変化に対しては次の陽化法により線型

化して計算した。

▽(λ▽Ｙ)≒余[(≒よ九芦ノ牛ふ1･畿声)

平言こ大湊1

c舒＝(乙七

ノ≒昏1で1ｼﾞ芯1)](7-8)

(7-9)

ただし，血，jtは位置座標および時間の増分，添字ｍは節点番号であり，ｎは時刻の番号で

ある。

　

以下の計算においては，座標分割は8（jｘ＝1皿），時間分割は5/1000（h）とした。

７－４

　

計算に用いた材料の移動係数と物性値

　

計算対象となる材料は８皿厚の軟質繊維板である。

　

含水率勾配による水分伝導率Ｄ∂は６－２で測定し検討を加えた結果を使用する。すなわち，

0≦∂≦45(重量％)においては材料内水分移動は全て水蒸気で，∂≧80(重量％)において

は全て液水で移動していると考えられる。 45＜がく80の範囲では，液と水蒸気の移動が共存

する範囲であり，この間のそれぞれに対ナる値は内挿することにより得た。含水率勾配による

水分伝導率は水蒸気成分Ｄ∂Ｖと液水成分Ｄ侭より

　　　　　　

Ｄ∂゜Ｄ∂Ｖ十Ｄ侭

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(7－10)

として計算に用いている．Ｄ∂Ｖ･ Ｄ卵の20°Ｃにおける函数近似は次の通りである。

　　　　　　

Ｄ∂ニ10{(e’-ａ,)(-a2e"+a3e'+a4)-a5}
e叩〔－a7(０″－ as)〕　8'<42

＝a9 10(31け芦乱)

Ｄ９ニ＼ ゛叩〔‾b2（ｙ－b3）2〕十b4 g叩〔－b5（∂’－b6）2〕

　　

゛‾b7岬十b8がしbgｙ十blo十b11 ゛叩〔‾b12（ｙ － b13 ）21

　　　

十b14 e司）〔‾b15（∂にb16）2〕－ｂ１７ｅａｃｐ〔一b18（∂しb19）2〕

　　　　　　　　　　　　

－94－
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GO 問）Ｑ

－95

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

含水率（重量呉）→

図7－1

　

含水率勾配による水分伝導率Ｄ∂，Ｄ∂Ｖ，Ｄ∂召

　

－b2og呼〔－b21(ｙ － b22 )2〕

＝b23

ここで，∂９ま重量％の含水率である。上式の係数値を表7－2に示す。

表7－2

　

D∂Ｖ･Ｄ叱の函数近似係数値

50＜∂＜155

　　　

e> 155

　　

(7－12)

係数 係　　数　　値 係数 係　　数　　値 係数 係　　数　　値 係数 係　　数　　値

ai

ａ２

ａ３

ａ４

ａ５

ａ６

ａ７

ａ８

ａ９

50.00

0.686×10‾6

3.806×10‾5

52.89×10‾5

6.854

0.110×10‾゛6

6.501×10‾゛3

65.00

1×10‾6

a11

a12

a13

bi

b2

b3

b4

b5

- 3.24211×10

　　3.070025

- 9.28488×102

　　0.110×10‾6

　　6.501×10'3

　　60.00

　　0.030×10‾6

　　0.049625

b6

b7

b8

bg

b10

b11

b12

b13

b14

52.50

0.09327×10‾10

2.65843×10‾9

1.95885×10｀7

4.31413×10‾6

0.110×10‾6

6.501×10‾3

60.00

0.030×10‾6

b15

b16

b17

b18

b19

b20

b21

b22

b23

0.049625

52.50

0.50×10‾｀6

1.58568×10‾3

1.0×104‾2

0.10×10‾6

7.15305×10‾3

1.55×10十2

0.201481×10‾5

図7－1に計算に用いた20°ＣにおけるＤ∂･Ｄ∂Ｖ･Ｄ叱を示す．

↑

I)ｏ　３ヽ０

Ｄ∂Ｖ

　

Ｄ∂ぶ

（㎡/h）
2､0

μ）

Ｑ
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旧ご）

　　　　　　

含水率(重量％)→

図7－3

　

温度勾配係数ε

０

　

Ｄ∂ｏ温度変化は同様に第６章で考察した。結

果としてのＤ∂ＶとＤ邸の温度変化の函数近似を以

下に示す。

　　

Ｄ∂Ｖ（Ｔ）ニＤ∂Ｖ（20）゜(0.725/400‘ T2

　　　　　　　

十〇｡275)

　　　　　　

(7-13)

　　

Ｄ叱（Ｔ）ニＤ∂バ20）’（O･021゛Ｔ十〇｡58）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（7－14）

　

図7－2に･20°Ｃを基準としたときのＤ∂Ｖ･Ｄ叱

の温度変化を示す。

　

温度勾配による水分伝導率ＤＴは6－3で述べた

ごとく二通りの求め方がある。すなわち，材料に

一定含水させた後材料を全面断湿し，温度差を与

↑

叩

Ｄ∂ぶ

　

の

　

温

　

慶

　

輩

　

ら
20℃

　

葦

　

Ｗ

３､と）

2ｊ

{､０

０

０ to

　

２Ｑ

　

３０

　

佃

温度（℃）→

図７－２

　

Ｄ０いＤ卵の温度変化

　　　

えた後の動的平衡状態から温度勾配と含水率勾配を求め，この比，すなわち温度勾配係数εと

DeWダＤＴを求める方法が第１の方法である。第２の方法は，片面断湿での内部結露実験の最終平衡

　　　

時から同様にεを求めＤＴを決定する方法である。 6－3での結果は両者に大きな差が生じて

　　　

いた。本章では両者を用いて検討を行なうが，次の7－5では，妥当と思われる内部結露実験

　　　

から求めたＤＴを用い，7－6で全面断湿から求めたＤＴについて検討を行なう。

　　　　

内部結露から求めた温度勾配係数εの函数近似は次のごとくである

　　

εニ4 s叩〔－bj（∂’－ci）2〕(7-15)

　

ただし，がは重量％の含水率である。表７－３

にこの係数の値を，図7－3にこのεを示す。

　

この６とＤ∂よりＤＴを求める。ナなわち

　　

ＤＴ°ED∂

　　　　　　　　　　　　

（7－16）

表7－3

　

εの函数近似係数値

係数 係数値 係数 係　　数　　値 係数 係数値

'ａｌ

ａ２

ａ３

ａ４

220

　60

　39

　70

bi

b2

b3

b4

-0.953099×10‾3

-1.431008×10‾3

-2.295744×10‾3

-0.109861×10｀1

Cl

Ｃ２

Ｃ３

Ｃ４

　60

110

140

　45

96

み
！

温

度

勾

配
係

数

ε

200

（kg/㎡)(00

と）



97

ただし，このＤＴは∂>45 (重量％）における範囲での値に適用する。これは，ざ＜45の範

囲で水分移動はすべて水蒸気成分であることから次のように平衡含水率曲線とＤ∂ＶとよりDtv

が求まること，後節７－６で明らかになるように，このＤＴＶは材料内水分移動に大きく影響

するため正確な値が必要であるが，εのこの範囲の測定は僅かな含水率勾配の違いにより大き

く変化することから上記のごとくした。

　

ＤＴの水蒸気成分と液水成分の分離は以下の方法で行なっている。

ＤＴＶ＝

　

また, Dt/?は

　　　　　　　

ＤＴにＤＴ‾ＤＴＶ

より求めた。図７－４に以上のＤＴ，ＤＴＶ，ＤＴぷを示す。

ゾ

ＤＴ

　　

沢）

●

ご

(kg加h°Ｃ)
団

Ｑ

(7－17)

(7－18)

∂ 印 100

　　　　　

15り

　

含水率(重量呉)→

　　　　　　　　　

図7－4

　

温度勾配による水分伝導率Df; Dxv' ^ic

ＤＴＶを求めるに必要な平衡含水率曲線の函数近似は以下の如くである。

　　　　　　　

e2
h＝el＋でj7こにJこy－6.0

　　　　　　　

e5

　

＝e4＋rＦにJJj－6.0

　

＝10{e7十e≒リー6.0

が≦9.0

9. 0<^'< 15.0

15.0＜ｙ≦50.0



h＝10{el{け(e'-e,2)' - 6.0 50.0＜ｙ (7-19)

ここで，∂勺ま重量％の含水率である。この函数近似の係数値を表7－4に，この平衡含水率曲

線を図7－5に示ナ。

　

材料の熱伝導率の含水率変化は６－７に述

べた結果に従い次式によって近似する。

λ＝0.0612＋

表7－5

∂ (7－20)

表７－４

　

ｈの函数近似の係数値

係数 係　数　値 係数 係　数　値

ei

ｅ２

ｅ３

ｅ４

ｅ５

ｅ６

　　0.115617×103

－0.373000×103

　　0.193263×10

　　0.136989×103

-0.986641×103

　　0.878098×10

ｅ７

ｅ８

eg

ｅ１０

ｅ１１

ｅ１２

　0.202836×10

-0.294754

　0.890479×10

　0.202613×10

-0.140087

　0.216690×102

レ

ド）
率

八
重

量
呉
Ｗ

籾

ﾖ0

20

10

0
∂

　

知

　

40

　

60

　

?0 (00

　　　　　　　

相対湿度(％)→

図7－5

　

平衡含水率

0.1288
-
170.0

ここで，∂勺ま重量％の含水率である。

　

この熱伝導率の変化は二点の測定値からの

内挿近似直線である。内挿の影響については

７－６で述べる。

　

計算に用いた他の材料物性値および定数値

をまとめて表7－5に示す。

計算に用いたその他
の定数値

定　　　数 記号 定　数　値

比　　　熱

材料密度

空気密度

空　隙　率

熱伝達率

湿気伝達率

　Ｃ

　γ

γｇ

　ａ

　α

　α／

0.44 Kcal/kg°C

240 kg/㎡

1.205 kg/㎡

0.65㎡/㎡

30 Kcal/㎡h°C

45 kg/㎡hkg/kg

７－５

　

結露過程における熱水分同時移動方程式の検討

　

ここでは，第３章, 3-5で示した解析に用いる熱水分同時移動方程式が結露過程を十分予

測し得るかどうか，第５章で求めた結露過程の実験結果と比較することによって検討する。

　

図7－6に，条件A, B, Cの吸湿量変化の実験結果と対応する計算結果をまとめて示した。

図7-７，　７-8, 7-9には，それぞれ条件A, B, Cの含水率分布の時間経過と対応する計算結

果を示した。また，図7-10に，条件Ｂに対ナる材料内温度分布の実験結果（Ｂ－7）と計算結
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↑

囚

含
水

率

削凹

量
ｓ

□）

０

↑

吸

湿

量

ら

ｙ

Ｗ

厄

旧

？

∂

Ｑ

ｙ／

１

｜

｜

｜

←条件Ｂ

ｊ´ジ´

zｊ´二４４Ａ

　　

∂

　　

ユ

　　

斗

　　

６

　　

８

　　　　　　　　　　

層厚(皿)→

図7－7

　

含水率分布の実験と計算値の比較

－99－

旧）

μ

肺

０

- - 一 一

XXX

計算値

実験値

計算値

実験値

計算値

実験値

-ふ

条件Ａ

条件Ｂ

条件Ｃ

｜

ｌ

ｆ
１

｜

○○○

一一--

　

ﾑ４４

χ一Ｊ’

gC）

　　　

【〇〇

　　　　　

匹0

　　　　

200

　　　

ユgO

　　　

釦○

　　　　　　　　　　　　　　

経過時間（h）→

図7－6

　

吸湿量の実験値と計算値の比較

Ｑ

　　

λ

　　

牟

　　

６

　　

８

　　　　　　　　　

層厚(皿)→

図7－8

　

含水率分布の実験値と計算

　　　　

値の比較



果を示した。

　

図7－6から，条件A, B, Cの吸湿量

の時間変化は実験値と計算値とが非常に

良く一致していることが分る。しかし，

図7－7～7－9の含水率分布については

実験値と計算値に一部不一致点が見られ

る。すなわち，条件Ａについて，実験で

はほぼ最終平衡に達しているが，計算結

果ではこの時刻でまだ最終平衡ではなく

僅かに増加している。また，条件Ｂにつ

いて，含水率分布の時間経過で, 165時

間後の値は低含水率で良く一致している

が，高含水率部分で計算値の方が僅かに

高くなっている。また，同様のことが条

件Ｃについても言える。しかし，この程

度の差は，含水率測定時の回収率が100

↑

含

水

率

八
重

量

呉

Ｗ

旧

100

勁

∂

０ ２ 牛

層

　　　

６

　　　

８

厚（ｍｍ）→

図7－9

　

含水率分布の実験値と計算値

　　　　　

の比較

％でないこと，水平分布に多少差があることから許容し得ると思われる。

　

以上のことから，条件A, B, Cに対して，吸湿量の時間変化，含水率分布形とその値の時間

経過，両表面温を与えた計算結果ではあるが材料内温度分布の時間変化とも実験値と計算値は

全体として非常に良く一致していると見なして良いだろう。すなわち，我々がここで用いた熱

水分同時移動方程式は結露過程を十分精度良く予測し得るものであると言える。なお，ここで

検討された結露過程の条件は，温度範囲が約5.0°Ｃ～29°Ｃの範囲について三種類の温度差を

つけたものであり，これらの実験結果と理論値とが良く一致することから，用いられた熱水分

同時移動方程式は氷点下の条件を除いて我々の遭遇するほとんどの範囲の結露過程を十分予測

し得ると言えよう。

７－６

　

計算結果に及ぼす移動係数の影響

　

前節において，基礎式が結露過程を十分予測し得ることを述べた。基礎式の確立はそこに現

われる移動係数の決定と深く関わっており，ここでは移動係数の結果に及ぼす影響を検討する。

　

第１に，第６章において決定した移動係数が基礎式を検討する上で十分であったかどうか，

－100－



すなわち，一部仮定および推定をして

求めたものがあるが，この影響は無か

ったかどうかを検討する。第２に，す

べての移動係数が同程度の精度を必要

とするのかどうか，言いかえると，ど

の移動係数が結果に大きく効くのか，

したがって，移動係数の決定に十分注

意をするべき事項はどれかを明らかに

する。

　

検討は前節における計算結果を基礎

とし，考慮すべき移動係数のみを変化

させた時，結果がどのように変化する

のかを見ることにより行なった。計算

に使用する条件は実験Ｂに対応する条

件Ｂである。検討の内容を表7－6に

まとめて示し，検討内容をCase NO

で与える。前節までの移動係数を用い

た計算をCase 1 とする。
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材料内温度分布

表7－6

　

移動係数の影響の検討内容

g’

Case

　翫

Ｄ∂のＤ∂ＶＤ侭の

分離

Ｄ∂ｖＤ゙配の

温度変化
平衡含水率曲線 温度勾配係数 熱伝導率

１
45くがく80の

範囲内挿
温度変化考慮 RH 92 ％以上内挿

内部結露実験より

求めたε

e'=6, fl'=170の測

定値より直線近似

２
Cace 1の内挿曲

線を変える
Case 1 と同じ Case 1 と同じ Case 1 と同じ Case 1 と同じ

３ Case 1 と同じ
j（ごNjJiD∂V’ D配

Case 1 と同じ Case 1と同じ Case 1 と同じ

４ Case 1 と同じ Case １ と同じ
Case 1の内挿

曲線を変える
Case 1 と同じ Case 1と同じ

５ Case 1 と同じ Case 1 と同じ Case 1と同じ
全面断温実験(y＝

80)より求めたε
Case 1 と同じ

６ Case 1 と同じ Case 1 と同じ Case 1 と同じ Case 1 と同じ
Case 1 と異なる

曲線近似
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７－６－１

　

水分伝導率の液およぴ蒸

　　　　　　　

気成分への分離の影響

　　　　　　　

(Case 2）

　

含水率勾配による水分伝導率Ｄθの蒸

気，液成分の分離のうち，45＜∂く80

（重量％）の範囲は両成分が共存してお

り，この範囲の分離は内挿により行なっ

た。そこで，ここではこの内挿の仕方を

変えて影響を検討する。

　

図7-11にここで用いたＤ∂Ｖ･Ｄ叱と

Case l において用いたＤ∂Ｖ･Ｄ叱を示す。

　

図7-12に，含水率分布の計算結果を

示す。また，図7-13に吸湿量の時間変

化を示す。

　

図から分るように，内挿の仕方を変え

ても計算結果はCase 1 とほとんど差が

見られない人したがって･Ｄθの分離の

うち，共存する範囲は本研究で用いた内

挿法で十分であることが知れる。ここで，

Ｄ∂の分離の違いを述べたが, 6-6です

でに述４たように･この分離の違いはDt

の分離の結果にも影響している。

　

７－６－２

　

水分伝導率の温度変化の

　　　　　　　

影響(Caseろ）

　

水分伝導率Ｄ∂，ＤＴは温度によって変

化する。また，その温度変化も液，蒸気

成分によって異なる。ここでは，この温

度変化の影響を調べるため，20°Ｃにおけ

る値で一定値を取った時の結果への影響

を調べた。

Ｔ

Ｄθ

Ｄ∂Ｖ

Ｄ叱

〉(討

0､6

匹｀

叫

(㎡/h)0３

似

0､j

Q､0

3り 徊 9０ 6０

　　

ﾜ○ 8０

　

90

　　　　　　　　　　　　

含水率（重量§）→

図7-11

　

Ｄ∂のＤ∂Ｖ，Ｄ侭への分離の影響
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層厚（ｍｍ）→

図7-12

　

Ｄ∂ｏＤ∂Ｖ･Ｄ０£への分離の違い

　　　　　

による含水率分布への影響

　　　　　

( Case 2）

－102－



ヤ
レ
八
ｙ

ｗ

10

０

０ 収） too

　　　

励

　　　　

2び）

経過時間（h）→
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移動係数の吸湿量への影響

　

図7-13に，吸湿量の時間変化を，図

7－14に含水率分布の時間経過を示した。

　

図から分るように，吸湿量，含水率分

布ともCase 1 と比較して大きな差を生

じている。すなわち，水分伝導率の温度

変化は結果に大きく作用する。したがっ

て，温度変化は考慮しなければならない。

　

7 ― 6 ― 3　平衡含水率曲線の影響

　　　　　　　

( Case 4）

　

材料の平衡含水率曲線は，Ｄ∂ＶからDtv

を求めるときに使用している。この理由

はすでに述べたごとく。温度勾配係数ε

の低含水率の値の信頼度が小さいためで

ある．ＤＴＶとＤ∂Ｖは次節７－７の結露過

程の基礎式による解析によって明らかに

されるように，材料内水分移動量に大き

ト

水

率

心
重

量

§

ｗ

励

励

∂

ひ λ 牟

層

　　　

６

厚（皿）→

図7－14

　

D∂の温度変化による含水率分

　　　　　

布への影響( Case 3）
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含水率（重量％）→

図7-16

　

平衡含水率曲線の違いによるＤＴｖの変化

０

－１０４－

く影響する。したがって，平衡含水率曲

線は重要な要素である。４－８で述べた

ように, RH 92 ％以上の高相対湿度にお

いては測定中の微小な温度変化でも材料

への結露が心配されるため測定に十分な

注意を必要とする。我々はRH 92％まで

しか測定していない｡，このRH 92％に対

応する含水率は約15重量％である。そこ

で, 15%以上の含水率に対応する平衡

含水率曲線は内挿によって求めている。

一方, RH 92 ％までの範囲では，湿気伝

導率kｖが測定されている。このkｖと平

衡含水率曲線によりＤ∂Ｖの検定が為され

ているから，ＤＴＶも対応する含水率15

％までは信頼おける。また，温度勾配係

数りこより，含水率が45重量％以上の

範囲において･ほぼ信頼できるＤＴを求
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図7-15

　

平衡含水率の影響

めることができるから，水蒸気成分のみの上限の含水率45重量％におけるＤＴＶの上限も決ま
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る。以上のことから，平衡含水率曲線の

推定による不確かさは, 15<(?･く45

重量％の範囲である。そこで，ここでは

上記の範囲の曲線を変えることによって

結果がどのように変化するのかを検討す

る。

　

ここで検討した平衡含水率曲線を図7

－15に，それによるＤＴＶの変化を図7－

16に示した。

　

計算結果のうち，吸湿量変化を図7－

13に示し，含水率分布を図7-17に示

している。図から分るように大巾な差で

はないが，結果にかなりの差が生じてい

る。RH92%以上の平衡含水率曲線で少

なくとももう１点（RH 90～95％の範囲

で）測定しておく必要があると思われる。
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平衡含水率曲線の違いによる含水

率分布への影響( Case 4）

７－６－４

　

温度勾配係数の影響( Case 5）

含水率が45重量％以上に対する温度勾配による水分伝導率ＤＴは温度勾配係数εの測定から

求めている。

　

本計算( Case 1）では内部結露の

最終平衡状態より求めたりこよって

ＤＴを決めて使用した。この最終平

衡の含水率分布は第５章図5-14に

見られるごとく水平分布も多少存在

しており，また，分布の近似により

値がばらつく。そこで，まず，この

εのばらつきによる結果への影響を

調べた。このばらつきは図7－3に

示した値の最大で約２割程度であっ

た。計算結果は示していないが，こ
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温
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温度勾配係数の影響



の程度のばらつきでは結果に大きな差を

生じさせなかった。

　

一方, 6-5で述べたごとく，温度勾

配係数εの決定は二通りの方法で求めら

れた。そこでは，全面断湿より求めた値

は内部結露より求めた値と大きく異なっ

ており，さらに平均含水率の違いによっ

ても異なっていた。したがって，次に全

面断湿によって得られたε（平均含水率

が80重量％）を用いて計算し，この０こ

よって結果がどのように影響するか検討

する。

　

図7－18に全面断湿のものと内部結露

によるεを再録しておく。

　

図7-13に吸湿量の時間変化を図7-19

に含水率分布の時間変化を示す。図から

帛

含

水

率

－t00
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％
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卯

Ｑ

C〉 ２ 4･
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層厚(mm)→

図7-19

　

温度勾配係数の違いによる含水

　　　　　

率分布への影響( Case 5）

８

分るように，全面断湿のεを使用すると，分布に大きな差が生じた。すでにεの違いの原因に

ついて述べたが，結論として，吸湿過程におけるＤＴの決定は，同じ吸湿過程である内部結露

実験よりεを求めることにすればよいことが分る。

　

７－６－５

　

熱伝導率の影響( Case 6）

　

すでに実験結果の考察において述べたごとく，実

験初期の温度分布から時間経過とともに温度は減少

してゆき，この温度変化が大きいことがわかってい

る。また，その結果，吸湿量，吸湿速度の変化に大

きな影響を与えていた。したがって，理論の検討の

ためには，熱伝導率の含水率による変化を十分正確

に測定しておかねばならない。しかし, 6-7で述

べたごとく，測定法は未だ十分に確立しているとは

言えなく精度良く測定し得ない状況である。

　

そこで，前節の基礎式の検討においては，熱伝導
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熱伝導率の影響
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経過時間（h）犬

図7-22

　

空気温を与えた場合の温度変化の計算値と実験値の比較

-107-

串の影響が現われている実験結果の表面

温を与えることにより，熱伝導率の不正

確さの結果に及ぼす効果を少なくするよ

うにした。

　

本計算( Case 1）において用いた熱伝

導率の値は，周期法によって求めた値で

あり，また，僅か２点の測定値から全体

の含水率に対する値を推定している。こ

こでは，まずこの熱伝導率の与え方で結

果に影響があるかどうか検討する。

　

図7－20に，ここで用いる熱伝導率の

変化を示す。

　

図7-13に吸湿量の時間変化の，図7

－21に含水率分布の時間変化の計算結果

を示す。Case 1の場合と比較して結果

はほとんど一致している。すなわち，基

ト
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熱伝導率の内挿の違いによる

含水率分布への影響( Case 6）

礎式の検討には熱伝導率の不正確さは影響していないと言える。

　

次に，熱伝導率の測定値の検討を行なう。今までの検討では実験結果の表面温を与えて行な
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つた。ここでは，空気温と下面の表面温

を与えて計算する。

　

計算結果の吸湿量を図7－13に，材料

の温度変化を図7－22に，含水率分布を

図7－23に示す。図7-13, 7-23から

分るように, Case 1 と比較して時間経

過とともに僅かに増大しているが，かな

り良く一致していると言えよう。この差

の原因は，図7－22に示している温度変

化で時間経過とともに室内側表面温の減

少が実験値より大きくなっていることに

より，吸湿量が増加したためと思われる。

すなわち，熱伝導率の測定値が過大であ

るか，あるいは，内挿直線近似値が過大

となっているかによると思われる。今後，

熱伝導率の測定について十分な検討をし

てゆくっもりである。
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空気温を与えた場合の含水率

　　　　　

分布の計算値と実験値の比較

７－７

　

熱水分同時移動方程式による結露過程の解析

　

前節までに，熱水分同時移動方程式の検討を行ない，結露過程を十分予測し得ることを明ら

かにした。また，移動係数値の妥当性および感度解析も行なった。

　

ここでは，熱水分同時移動方程式に基づき結露過程における材料内水分蓄積の挙動を解析す

る。検討する条件は，実験Ｂに対応する条件Ｂである。また，室内側空気温を与えた時の理論

計算結果に基づき解析する。この理由は，前節7-6-5において検討したごとく，熱伝導率

の含水率変化の値は多少高めの値ではあったが，結果としてほぼ妥当な値であったこと，条件

Ｂの場合，最終平衡に至るまでの実験を行なっていないことによる。条件Ｂを選んだのは，材

料全体において含水率変化が大きく見られること，内部結露実験三種類の条件の中で平均的な

挙動を示すと見られることによる。

　

まず，条件Ｂにおける基本的な量の計算結果を以下に示す。すなわち，図7-24に，吸湿量，

吸湿速度の変化を，図7-25に含水率分布の時間変化を，図7-26に材料内温度分布の変化を
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吸湿量，吸湿速度
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含水率分布
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温度分布
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含水率勾配による液水

　　　　　

成分の材料内水分流
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示した。以上の図の特性についてはすでに多く語っており省略する。

　

図7-27～7－30に材料内部における水分移動の成分，すなわち，含水率勾配による水蒸気

移動量ｑ∂Ｖ，温度勾配による水蒸気移動量qＴＶ，含水率勾配による液水移動量q叱，温度勾配

による液水移動量ｑＷの時間変化を示した。図から分るように，各成分のうち液水成分の移動

量が水蒸気成分に比し非常に大きいことが注目される。

　

しかし，図7-31に示ナ材料内における

全水分移動量ｑｗの分布を見てみると，材

料の室内側において高くほぼ一定の吸湿量

をとり，内部に入って減少し断湿面で零と

なっている。室内側の高い水分移動量はほ

とんど水蒸気移動量であり，ｑ∂Ｖ，ｑＴＶの

差によって生じている・ｑ∂かｑＴぷの大き

な移動量はほぼ相殺されることにより，断

湿面側の水分移動量が零に近づくことが知

れる。

　

以上のことから，材料内水分移動は水蒸

気移動によって圧倒的に規定されることが

分った。このような事実は，前節において

検討したように，Ｄ∂Ｖ，ＤＴＶの移動係数が

結果に大きく効くことと関連している。

Ｔ

水

分
流帥
1w

／^χ

mg

／

ｈ

Ｗ

訪

０

０

　　　　

λ

　　　

今

　　　　

６

　　　

＆

　　　　　　　　　　

層厚(mm) f

　

図7-31

　

材料内水分流分布

　

時間変化を見るならば，0～150時間ほどは室内側の吸湿量がほぼ一定であり材料内部のみ

変化している。それ以後は，吸湿量が材料全体において減少してゆき，最終的に零となる。室

内側表面における吸湿量の変化が図7-24の吸湿速度の時間変化に対応している。

　

図7-32に材料内部の相対湿度分布の時間変化を，図7-33に材料内絶対湿度分布と飽和絶

対湿度分布の時間変化を示す。図7-32から分るように，時間とともにほぼRH 100 ％に対応

する領域が断湿面側から増加していることが知れる。第８章８－４で述べる近似計算法におい

て, wet zoneを定義しているがこのzoneは上の領域に相当する。近似計算法に関連して述

４るならば，このwet zoneに対応する範囲内での移動量を先の図7－31で見ると，移動量は

減少してゆくけれどもすべて零とはなっていない。このことは，Ｖ。ｓの近似計算法で実験とか

なりの差を生じさせた理由になっている。すなわち，Ｖ。，は，こ０範囲で移動量が零と仮定し

ている。我々の近似計算法では，これらの移動量を考慮する方法を考えた。
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図7－32

　

材料内相対湿度分布
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ｎ
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８

６
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層厚(皿)→

図7-33

　

材料内飽和絶対湿度分布

　　　　　　

と絶対湿度分布

８

　

図7－33の絶対湿度分布を見てみると，室内側からほぼ直線的に減少し，飽和絶対湿度の値

に近づくとともに僅かに下に凸の形になり，断湿面まで飽和絶対湿度とほぼ一致する分布とな

っている。最終平衡状態においては，室内側からほぼ露点位置まで一定の値をとっていること

が明確に示されている。

７－８

　

第７章のまとめ

　

本章においては，熱水分同時移動方程式を結露過程の実験と比較することによって検討を行

なった。また移動係数の結果に及ぼす影響を調べた。最後に熱水分同時移動方程式によって結

露過程における材料内水分蓄積の挙動を明らかにした。その結果を以下にまとめて示す。

　

１）

　

熱水分同時移動方程式の検討

　

第３章3－5で示した熱水分同時移動方程式による結果は，5～29 °Ｃの温度範囲における

三種類の結露実験結果と良く一致することが分った。したがって，基礎式は氷点下を除く結露

過程を十分な精度で予測し得ると言える。

　

２）

　

移動係数の影響

　　　

i）

　

含水率勾配による水分伝導率Ｄ∂において，液・蒸気成分の共存する範囲の分離は
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内挿によった。この内挿による仕方の影響は小さい。

　　

０

　

含水率勾配による水分伝導率Ｄ∂は温度によって大きく変化する。この変化の影響

を見るために20°ＣでのＤ∂Ｖ，Ｄ叱の一定値を使用して計算したが，結果は実験と大きな差を

生じさせる。すなわち，Ｄ∂の温度変化は重要で考慮しなければならない。

　　

iii)

　

ＤＴ。の値を求めるのに平衡含水率曲線を使用している。平衡含水率はRH95%以上

の値を求めるのが相当困難である。本研究においてRH92%までしか求めていない。これ以上

の範囲については，内挿することによって求めている。この内挿曲線による違いは相当ある。

したがって，測定に困難があるにしても少なくともEH 95 ％での値を求める必要がある。

　　

jv）

　

ＤＴを求めるために温度勾配係数εを測定した。この温度勾配係数は全面断湿から

求める方法と内部結露実験から求める方法の二通りで求めた。結果，両者の比は数倍のオーダ

ーであった。基礎式の検討には内部結露より求めたりこよるＤＴを使用している。全面断湿よ

り求めたεによりＤＴを使用した場合，実験とは大きな差が生じていた。

　　

Ｖ）

　

含水率による熱伝導率の変化は非常に大きい。基礎式に用いた熱伝導率は周期法に

よって乾燥時と170重量％の２点の値を求め，その他はこの２点を直線で内挿することによっ

て得ている。熱伝導率の結果に及ぼす影響は大きいため，基礎式の検討には実験によって得ら

れた両表面温を与えて行なっている。第１の検討は内挿曲線の影響であるが，この違いによる

差は少なかった。第２は熱伝導率の測定値の検討である。このため，空気温を与えて検討を行

なった。この結果，実験値とは前半良く一致するが，後半は大きな差ではないが実験値より高

い値を示した。測定結果は相当信頼できるとは言えるが，高めの値である。

　

３）熱水分同時移動方程式による結露過程の解析

　

本研究で用いた熱水分同時移動方程式は結露過程を十分予測し得ることが分った。また移動

係数も十分であると言える。ここでは，空気温および断湿側表面温を一定として与えた理論結

果をもとに結露過程における材料内水分蓄積の挙動を明らかにした。

　　

i）

　

材料内水分流の成分の時間変化を見ると水蒸気成分ｑ∂Ｖ，ｑＴＶに比し液水成分ｑ卯，

qＷは非常に大きい.

　　

ii）

　

材料内水分流で見ると液水成分は相殺され，材料内水分蓄積に対して水蒸気成分が

大きく効いている。

　　

iii)

　

材料内相対湿度，絶対湿度の時間変化から，かなり明確に水蒸気移動の圧倒的な領

域と液・蒸気成分の共存する範囲が現われている。

　　

iv）

　

材料内絶対湿度の時間変化は材料内温度に応じる飽和絶対湿度の時間変化と対応さ

せることにより吸湿速度はほぼ一定の期間の存在が明確に知れた。
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第８章

　

近似計算法67, 74)

　

８－１

　

はじめに

　

前章までに，結露問題を処理するために必要な熱水分同時移動の基礎式の検討を行い，この

基礎式が十分な精度で結露過程を予測し得ることが明らかとなった。しかし，この基礎式は非

線型であり，実用的な面で常に使用できるとは思えない。

　

簡単でしかも精度良く現象を把握できるような近似計算法を考察することは有意義であると

思われる。ただし，種々の仮定，近似に対する精度，適用範囲の検討は十分しておくべきであ

ろう。

　

ここでは，まず従来用いられてきた結露計算法を基礎式に基づき位置づけを行ない，その適

用範囲および問題点を指摘する。後に，本研究の実験および理論を基礎に含水率分布の予測お

よび結露蒸発過程の取り扱いが出来る近似計算法を述べる。

　

８－２

　

位置づけに用いられる基礎式

　

ここで用いられる熱水分同時移動の基礎式は, 3- 5で述べたごとく，固体実質部の変形が

なく, Bulk noｗもない場合で，材料内の水蒸気移動と液水移動とが二相流モデルとして生じ

るとしたものである。すなわち，（3 － 117)｡（3 － 118), (3 － 119)で

　

水蒸気移動の式は

　　　　　

ａなずう＝▽･（kｖ▽Ｘ）十（べＳ（ｘｉ－Ｘ）

液水移動の式は

　　　　　

ｃγ器＝▽･（Ｄ∂ぶ▽∂）十▽･（ＤＴｊ▽Ｔ）十（べＳ（Ｘ－ｘｉ）

熱の移動の式は

　　　

ｃγ訃ニ▽゜（λ▽Ｔ）十Ｌ可S（Ｘ－ｘi）

である。
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８－３

　

従来用いられてきた結露計算法の熱水分同時移動方程式による位置づけと

　　　　

その問題点66）

　

８－３－１

　

定常結露防止計算法

　

この方法は与えられた条件下で，材料が結露する

かしないかを判定するために用いられる

　

すなわち，

　

１）定常状態

　　　　

∂Ｘ

　　

∂∂

　　

∂Ｔ

　　

－
－

　　

－

∂ｔ

-115 －
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Xi
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^sO

ＸO

図８－１

　

定常結露防止計算法

(8－6)

∂ｔ

　

∂ｔ

２）結露蒸発，吸放湿なし

（ｚｉ･Ｓ（Ｘ－ｘｉ）＝０

　

３）液水移動なし

　　　　

Ｄ叱＝ＤＴ召＝0

　

4）λ，kｖは一定

の仮定をおくことにより，（8－1）～（8－3）は

　　　

倍＝Ｏ

　　　　　　　　　　

(８－４)

　　　

ｽﾞでこlし＝Ｏ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(８－５)

　　　

∂χ

となり，材料内の絶対湿度分布Ｘ(ｘ)と温度分布Ｔ(ｘ)が求められる。温度分布から飽和絶対湿度

分布ｘｓ(ｘ)を求め，Ｘ(ｘ)とｘｓ(ｘ)を比較することにより

xｓ(ｘ)＜Ｘ(ｘ)

なる場所があるならば，結露が生じると判定される。

　

図８－１に，この方法による状態の模式図を示す。

　

この方法は，内外の温湿度が与えられた時，材料中において結露が発生するかどうかの検討

に用いられるところに特徴がある。もしも，結露発生が見られるならば，断熱材，断湿材を適

当に加えて材料中に結露が生じないようにする。すなわち，どんな与えられた条件のもとでも，



結露が生じないようにするために用いられる方法である。したがって，実際に結露が生じた時

の挙動は予測し得ない。

　

８－３－２　Ｈ．Glaser の方法8~11）

　

定常結露防止計算法では，結露の有無の判定は行なえるが，結露が生じた場合にどれほどの

量が結露するかわからない。Ｈ. Glaserは，熱と水蒸気移動について定常として，材料内の結

露量を可能にする方法を提案した。

　

ａ）考え方

　

Glaserは結露の生じる範囲を以下のごとく決定

した。すなわち，図８－２に示すごとく結露の生じ

る範囲の境界X, X2において･流入水蒸気量Sin

と流出水蒸気量ｇ。ｕtが

　　　　

ｇｉｎニgout

　　　　　　　　　　　　

（8‾7）

となるように決める。この理由として，もしも８－

３－１で述べた方法による図８－１のごとき状態で

あるならば，材料内絶対湿度分布は，ドの範囲では

ｘｉｘｘ;，ｆの範囲ではｘｓ分布･がの範囲ではｘｘl

ｘoとなる。この時，結露範囲の境界ｘjを見てみる

と，

ginニK
xi‾ｘｘ1

JXi

(8－8)

　　　　　　

goｕt＝‾kV

⑤

べ

　

（8－9）

図より明らかなように，両者の勾配を比較すると，

xj‾ｘｘl

　

jべ

したがって，

（|･ﾂﾞﾝ･し
，

ginくSout
∂Xs

∂Ｘ

し

(8－10)

( a-11)

となる．すなわち，境界ｘいこおいて蒸発が生じ
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単層壁の場合

　

γ1

図８－３
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γ3

多層壁の場合

To
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なければならない。したがって･削における絶対湿度はｘsχ1よりも低くなる。

　

また，図８－

２のjｘfよりも内部に境界が出来ると考えても同様なことが言える。結局，定常状態において

は，

Sin Sout

の位置が結露範囲の境界となる。

　

Sin° Sout となるためには･結露範囲の境界を乱丿2の位置において

　

ｘi‾ｘｘl

　　

＿

　　　　

∂Xs

町‾云元‾‾

　

‾八石で‾し

‾k゛

讐し＝k

゛

χ≒]χo

　

∂Ｘ

　　

Ｘ２

　　　　　

∠iX2

(8－12)

(8－13)

である必要がある。

　

結露範囲の境界は，後に述べる基礎式と上記の境界条件とによって求めることが出来る。し

かし，凝縮熱を無視（Ｌ＝Ｏ）した場合には簡単に図式的に求め得る。

　

すなわち，図８－２に

示すごとく・与えられた境界値ｘi,ｘoより飽和絶対湿度分布に接線を引いた接点がXi X2とな

る。多層壁についても，図８－３のごとく横軸を湿気伝導抵抗にとることにより同様な方法で

求めることができる。

　

b) Glaserの方法の基礎式による位置づけ

　

Glaserの方法の仮定は以下のごとくである。すなわち，

　

１）熱と水蒸気移動定常

　　　　　　

∂Ｘ

　　

∂Ｔ

　　　　　　　　

－

　　

－

　　　　　　

－－一一－０

　　　　　　

∂ｔ

　　

∂ｔ

　

２）結露の生じる範囲と生じない範囲とに分ける。

　

３）結露の生じない範囲において吸放湿なし

叫Ｓ(Ｘ－ｘｉ)＝０

４）液水移動なし

　　　　　

ＤＴｊ?ニＤ叱＝0

5）λ，kｖは一定

６）結露は結露の生じる範囲の全空隙を満たすまで可能
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この仮定をもとに, Glaserの方法を基礎式に基づき整理すると，

　

結露の生じない範囲において

　　　　

∂２Ｘ

　　　　

一一

　　　　

∂χ２

　

‾０

∂2T

- ＝０

　　　　　　　

∂χ2

結露の生じる範囲において

kv

λ

∂2y

　　　

∂
∂

一一

　

∂ｔ

-

-

∂∂

-

∂ｔ

し ＝λ

∂X
∂χ２

＝０

ＸＩ

Ｔ
Ｘ２‾ＴＯ

JX2

－118 －

(8－4)

(8－5)

(8－14)

(8－15)

(8－16)

(8－17)

(8－18)

(8－5)

　

∂χ2

∂2Ｔ

ス¬＋Ｌ-＝０

となる．また･結露範囲の境界Xi X2における境界条件は(8-12), (8-13)の他に

Ｔｉ‾Ｔχ

ス

∠4xi

が必要である。

　　

ｃ）結露量の計算と結露時間の計算

　

G laserは，結露範囲内での結露量と範囲内の空隙を満たす時間の計算法をも示した。

　

単位時間当りの結露量は，（8－14）より

∂∂

-
∂ｔ

-

-

ｋ

、、

で求められる。

　

Ｌ＝Ｏの場合，（8－15）は

　　　　　　

∂2Ｔ

∂χ２

＝０

となるから，定常温度分布よりＴ（ｘ）が求まる。 ｘｓ＝ｘｓｍであるからＴ（ｘ）よりｘｓ（ｘ）が求まる，

したがって，簡単に（8－18）よりこの場合の各位置における結露量が計算できる。

　

Ｌ≒Ｏの場合, (8-14), (8-15)より



　

∂2T

λ二十Lk^

　

∂χ

∂2ｘs

-
∂χ2
＝０

また，ｘｓ＝ｘｓｍであるから. (8-19)に代入して整理すると

∂2T

-
∂χ2

Ｇ＝ｆ

ｋｖｄ２ｘｓｍ

)(１

　

∂ｔ

　　

７;Ｖ
Ｚ＝ご゛’

　　

Ｇ

-

-

kｖ〔

(⊇，

⊇d゛ニkJ貨し丿貨し

2〕

〕
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(8－19)

(8－20)

(8－21)

(8－22)

λ

　

dT^

（トＬＳ哩迎）

　　

λ

　

dT

となり，この式を解くことにより，各位置の温度分布したがって絶対湿度分布が求まる。

これから，（8－18）により各位置の結露量が計算できる。

　

結露範囲での単位時間当りの全結露量Ｇは

)(２竺ｄχ＝Ｊ)(２ｋ

　　

り．

　　　　

¶ｙ

　　

Ｖ

今，結露は材料の空隙を満たすまで起り得るとすると，結露範囲の全空隙体積Ｖは

　　　　　　

ＶニaJXf

であるから，飽和に至る時間Ｚは

r^ a J Xf

影

で求められる。

　　

b）適用範囲と問題点

　

この方法は，与えられた内外温湿度のもとで，結露が生じた時の結露範囲と結露量および結

露の生じる時間の予測ができることに特徴がある。

　

しかし，内部結露の場合，第５章，７章において解析したように，含水率の増加とともに液

水移動が生じ，その結果結露状態にありながら実際の結露は止まり平衡に達っする。この方法

では，与えられた内外温湿度条件より，結露範囲が決定され，かつこの範囲は固定されるため，

無限の結露が可能となっている。すなわち，液水移動の生じるような含水率に対しては予測は

正確ではなく，また結露現象の特性が押えられていない。

　

具体的な例として図８－４に示す本研究で用いた片面断湿の場合について考えれば，この方



法では（ｘi－ｘｓo）に比例した吸湿速度でいくらでも結露するが･

実際はｘi＝ｘdの状態に至って吸湿は止む。

　

Glaserは，計算法として無限の結露の可能性をもっている

けれども，結露の止まる現象に対して結露範囲の空隙がすべて

満たされる時間を計算することによって代用している。液水移

動が無いという仮定のもとでの結果であるからこのようになる

が，この仮定も上で述べたように，液水移動の影響は大きく，

結露範囲を増大させ，その程度も条件により異なる。また，こ

の時の含水は空隙をすべて満たしはしない。

　

したがって，この計算法は含水率の少ない初期の状態の予測

および結露蒸発の条件下で材料内に結露水が残留するかどうか

の検討には用いられると思える。
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片面断湿の例

　

８－３－３　B.H.Vos の方法12）･13）

　

Glaserの方法は与えられた条件のもとでの結露量の計算を行なう方法であった。

　

しかしな

がら，この方法は結露した水分の液水移動を考慮していないため結露後の挙動が不明であった。

Ｂ．Ｈ．Vos は液水移動を考慮することにより，より現実的な結露量の計算法を示した。ただ

し，この方法は冷却側を断湿した一様な材料についての議論である。

　　

ａ）考え方

　

材料内液水移動量qj?は

　　　　　　　　　　　　　

∂Ｔ

　　　　　

∂∂

　　　　　　

q£＝‾ＤＴ召て－Ｄ叱て

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（8－23）

ここで－ＤＴぶ∂Ｔ/∂ｘは－Ｄ叱∂∂/∂ｘに比して小さ

いとして無視出来るならば

　　　　　　　　　　　　　

∂∂

　　　　　　

叱＝－Ｄ∂ぷｰ

　　　　　

（8－24）

　　　　　　　　　　　　　

∂χ

となる。

　

今，軽量コンクリートのＤ侭の変化を見てみると

図８－５のような特徴をもっている。特に注目すべ

き点は，ある含水率∂ｃのところでＤ卵は急激に増
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軽量コンクリートのＤ昭

　　　　　

と仮定値



加していることである。このようなＤ叱を持つ材

料での含水率分布を見てみると図８－６のように

なっているであろう。

　

このことから，次のような仮定をおく。

∂＜らのとき

　

Ｄ侭＝０

０之ＯｃのときＤ叱ニＤｃ二一定

　

この仮定は，図８－５，８－６において点線で

示した状態を考えていることに相当している。以

後の議論にお゛｀て，材料内の含水串力吠以上であ

る範囲をwet zone. ∂ｃ以下の範囲をdry zone

とし，∂ｃの値を取る位置をwet front と呼ぶ。

　

以下においてwet front の進行について述べ

る。最初，材料は乾燥しているとする。この初期

の状態においては，図８－７に示すように，材料

内では直線ｘiｘｓoにしたがった水蒸気移動のみが

存在し，冷却側で凝縮が生じる。時間の経過とと

もに含水率の増加は冷却側から内部に進行してゆ

く。この時の状態を図８－８に示す。

　

ここで，

dry zoneでは水蒸気移動が, wet zoneでは液水

移動と水蒸気移動が生じている｡,今wet zone

内での液水移動と水蒸気移動とが相殺されている

とし，また飽和絶対湿度分布による局所的な凝縮

量は小さいとして無視する。この仮定より, dry

zoneからｘiｘｘの直線に従う水蒸気移動量がwet

frontにおいて凝縮すると考えられる。したがっ

て，この流入水蒸気量がwet front をさらに進行

させると考えるならばwet frontの進行に対す

る次式が得られる。
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含水率分布
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初期の状態
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dx
≒元‾

-

- K

∂Ｘ

-

∂ｔ

積分して

　　　　　　

士
ｔ＝一ｴ）（

　

ｘ

‾‥dｘ

　　　　　　

∂c

　　　　

jｘにｘｓ（ｘ）

　

定常温度分布より求めたＴ（ｘ）からｘｓ（ｘ）が得られ

るから，（8－25）よりwet frontの位置ｘと時

刻ｔとの関係が得られる。したがって，この関係

が得られることにより材料内での結露量の時間変

化が得られる。最終的には，図８－９に示すごと

き状態に達っする。この時dry zoneでの水蒸気

移動量は零となっている。

　　

b）ｖｏｓの方法の基礎式による位置づけ

　

ｖｏｓの方法の仮定は以下のごとくである。すな

わち，

　

１）最初材料は乾燥している

　

２）熱伝導は定常

　　　　

∂Ｔ

　　　　

-＝０

　　　　

∂ｔ

　

３）恥kｖは一定

　

４）ＤＴｇ＝０

　

５）凝縮熱無視

　

Ｌ＝０

　

６）水蒸気移動の支配的な領域(dry zone )と

　　

水蒸気移動と液水移動の存在する領域(wet

　　

ｚｏｎｅ）に分ける

　

7) dry zone においては吸放湿無視

　

8) wet zone においては水蒸気移動と液水移

　　

動とが相殺されている。

この仮定をもとにｖｏsの方法を基礎式に基づい

て整理すると
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(8－4)

(8－5)

(8-27)

(8－28)

(8－29)

(8－30)

(8－31)

(8-32)

(8-33)

(8－34)

(8－35)

∂2ｘｓ

-
∂χ2

∂2T

-
∂χ2

＝０

k゛
祭し

dx
し＝０

　　　　　　　

ｘｓj?ニＸノｍ

wet frant （χ＝χ）で

　　　　　　　

ｘｘ＝ｘｓｘニｘｓｘ皿）

∂ｘ＝∂ｃ

　　　

dx

一∂－－－

　　

ｃｄｔ‾

室内側（ｘ＝Ｏ）で

　　　　　

ＸニXj

初期条件は（ｔ＝Ｏ）

　　　　　

∂＝０

　

ここで, (8-33)はwet front での水分蓄積がさらにwet front を進行させるという条

件を表わしたものである。ＶＯＳはさらに，仮定８）を置くことによりwet frontの進行につい

て簡単に求めるようにした。すなわち, wet zone において，各位置での液水移動と水蒸気移

動とが相殺されることから，



Ｄ叱

∂∂

-
∂χ
＋kｖ
∂Xs
-
∂χ

よって, wet front においても

Ｄ叱

∂∂

-

∂χ Ｘ

-

-

ｋ

､、

＝０

∂Xs
-
∂χ Ｘ

(8－36)

(8－37)

が成立する。したがって，（8－33）は

　　　　　　

‾∂ｃ
号＝‾k゛ 首

X

　　　　　　　　　　

（8－25）

となり，ａ）で述べた式が導ける。

　　

ｃ）適用範囲と問題点

　

ｖｏｓの方法の主要点を列挙すると

　

１）片面断湿の条件で結露は断湿面から生じること

　

２）含水率勾配による液水移動の係数Ｄ吋が限界含水率∂ｃにおいて急激に増加する特性を

　　

もっていること。

　

３）限界含水率∂ｃにおいて見かけの相対湿度100％に対応していること

　

4）λ，kｖは一定であること

　

５）温度勾配による液水移動か無視できること

　

6) wet zone 内において，液水移動と水蒸気移動とが相殺されることである。

　

この方法は，片面断湿という条件下ではあるけれども，液水移動を考慮することによって材

料内へのtotalな結露量の時間変化の予測，および最終的な平衡状態の達成にも可能になって

いる点で，結露現象についての近似計算法として優れていると思われる。

　

しかし，上述の主要点を考えてみると，大別してこの方法を適用させる時の条件1), 2),

３）と複雑な熱水分同時移動を簡単な取扱いに導くための仮定4), 5), 6)とに分けられ,前

者においては材料特性について，後者において近似についての問題が指摘できよう。

　

まず材料特性に関して考察する。第１に，軽量コンクリートでは∂ｃに相当する含水率が見つ

けられるが，この特性は材料の空隙構造によるものであり，どんな材料についても決定できる

とは言えない。例えば･本研究に用いた軟質繊維板のＤ叱を図8－10に示している力≒　Ｋの

値を明確に決定し得ない。また，この方法でのtotal含水量は実際のwet zone内における含

水率分布の積分値であり｡∂ｃはこの意味で言えば平均含水率に相当する。

　

平均含水率は結露

条件によって大きく変化するから，一意的に決定されるものではない。したがって，材料特性
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としての∂ｃを用いてtotal含水率を任意の

条件のもとで同程度の精度で予測すること

はできない。第２に，仮りに軟質繊維板に

ついて∂ｃニ80゛ 120（重量％）の範囲よ

り決めたとしても，見かけのRH100％に

対応する含水串∂looは40～60（重量％）

の範囲内の値をとっており（第７章，図７

－７），相当離れている。この∂100は最終

平衡に達っする時の露点位置における含水

率であり，このような近似計算をする上で

重要である。ｖｏｓの方法では，∂ｃが露点

位置にきた時に平衡に達するから，∂looと

∂ｃとが異なっていると大きな誤差の要因

となる。第３に，片面断湿の条件下のみで

適用される方法であり。冷却側からの水分

流がある場合には適用できない。また，結

露は常に断湿面側から起るという仮定であ

るが，第５章5-4-4で考察したように

露点位置が高温側表面近くになった場合に

は，断湿面側ばかりでなく，材料の内部に

おいても凝縮が生じる可能性もあり注意を

要する。
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軟質繊維板のＤ叱
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iG-0
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図8-11

　

軟質繊維板のDtv, ^ri

　

次に近似について考察する。第１点として，温度勾配による液水移動を無視していることで

あり・図8- 11に軟質繊維板に”ﾆ)いてのＤＴら比較のためにＤＴＶを示したが･決゜して小さ

くはない。ｖｏsも彼の実験との比較において,温度勾配が大きくなると合わなくなることを述

べている。第２に，重要な点として, wet zone 内での水蒸気移動と液水移動との相殺仮定が

ある。第７章， 　７　-７において述べたごとく, wet zone 内で決っして零とはなっていない。

たとえこの仮定が結露過程において定性的に許されるとしても，蒸発過程においては成立しな

い。すなわち，蒸発過程においては液水移動の方向と水蒸気移動の方向が同じであるか，逆方

向でも液水移動か水蒸気移動に比して大きいからである。しかし，蒸発過程について適用した

場合には，蒸発量が少なくなり安全側にはなっている。
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以上のように, Vosの方法には種々の問題がある。ここで，本研究において用いた軟質繊維

板の実験結果とｖｏｓの方法による計算結果の比較を行なった。

　

限界含水率は軟質繊維板につ

いて明確に決定し得ないので，実験結果の平均含水率ｏト90重量％を使用した。

　

図一12

に，三種類の内部結露実験とｖｏｓの方法による計算の結果を示す。図から分るように，結果に

大きな差が生じている。基本的な差の原因は，先に述べた相殺仮定にあると思われる。すなわ

ち，相殺仮定によってwet zone内での含水率増加が考慮されず，すべてwet front に蓄積さ

れるということから実際より速くfrontが進むからである。

　

ｖｏｓの方法の問題点を考察したが，この

方法を適用する場合の要点を以下に示す。

　　

１）最終平衡に至る経過時間と吸湿量

　　　

との関係が代数的に求められる。

　　

2）∂ｃに相当する含水率が決定でき

　　　

る材料を選ぶこと。

　　

３）材料内の含水率分布はwet zone

　　　

内で一定であり，局所的な含水率の

　　　

変化は予測し得ない。

　　

4) wet zone 内での相殺仮定のため

　　　

吸湿量が少なめに出る。蒸発過程に

　　　

適用すると大きな誤差を生じさせる

　　　

が，材料内残留含水率を予測する場

　　　

合安全側となる。

　　

５）片面断湿の条件の場合に適用でき

　　　

る。
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λ）Ｑ

　

2^0

　　　　　　　　

経過時間（h）→

図8 － 12　Vos の方法による計算値と

　　　　　　

実験値の比較

８－４

　

含水率分布を考慮した近似計算法67' 74)

　

8－3において，従来用いられてきた近似計算法の基礎式による位置づけとその問題点を明

らかにした。ｖｏsの方法において液水移動が考慮されるようになったが，結露障害防止の観点

から重要な要素になる含水率の分布形が求められないこと, wet zoneにおいて液と水蒸気移

動が平衡しているという仮定をおいていることから，材料内への吸湿量がすべてwet front で

凝縮していることになり実際より早く平衡に達っしてしまう。さらに，この仮定により蒸発過
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程に適用すれば大きな誤差を生じる。

　

ここでは，軟質繊維板の実験結果および基礎式に基づき，材料内の含水率分布が予測できる

近似計算法を述べる。

　

８－４－１

　

近似計算法の特徴

　

ここで述べる近似計算法の特徴は含水率分布の予測が可能なことである。含水率分布を考慮

することにより次の利点が挙げられる，

　　

１）結露の障害は材料内に含まれる全含水量によるばかりでなく，局所的な含水率によっ

て起る場合も多く，このような問題に適用できる。

　　

２）含水率分布形が与えられるので，温度勾配および含水率勾配による液と水蒸気成分を

含む全水分の移動が考慮できる。

　　

３）分布形を決定する条件として境界における水分移動量を与えることができるから，片

面断湿という条件以外にも適用できる。

　　

４）温度勾配と含水率勾配の移動を考慮しているため，結露過程ばかりでなく蒸発過程に

も適用できる。

　

８－４－２

　

近似計算法の考え方

　　

a) wet zone, dry zone　とwet front

　

第３章３－５で述べたごとく，水蒸気移動および液水移動は次式で与えられる。

　

水蒸気移動に対して

qｖニ‾臨▽Ｘ

液水移動に対して

　　　　　

ｑに‾Ｄ叱▽∂‾ＤＴ召▽Ｔ

また，液，水蒸気移動をまとめた水分移動は，局所平衡を仮定すると

　　　　　

ｑｗニ‾Ｄ∂▽∂‾ＤＴ▽Ｔ

(8－38)

(8－39)

(8－40)

である。

　

前章７－７において，結露過程の水分移動は水蒸気移動のみの領域と液・水蒸気移動の共存

する領域が存在し，かつ水蒸気移動のみの領域における水分移動量が材料内水分蓄積に大きく

効くことがわかった。また，材料内絶対湿度分布を見てみると，水蒸気移動のみの領域におい

-127 －



てはほぼ直線的な分布をしており，共存する領域ではほとんど飽和絶対湿度に近い値をとって

いることが知れた。さらに，このような領域は時間とともに変化し，飽和絶対湿度を取る領域

が増大し，最終平衡時には，ほぼ露点位置に対応する点で両者が分離されていることがわかる。

このような事実から，結露過程における材料内水分移動の形態を二つに分類して近似計算法を

考察する。

　

この領域を分ける限界の含水率，すなわち，飽和絶対湿度と見なせる下限の含水率を決める。

ここでは，この含水率を見かけのRH 100 ％に対応する含水率という。この含水率以下の領域

を水蒸気移動のみが生じる領域(dry ｚｏｎｅ）とし，この範囲内の湿気伝導率kｖは一定と考える。

また，この範囲では水分蓄積は無いと考える。すなわち, dry zone内では絶対湿度分布は直

線と仮定する。見かけのRH 100 ％に対応する含水率以上の値を取る領域をwet zone とし，

液・水蒸気成分が移動する。この領域での絶対湿度分布は飽和絶対湿度分布に等しいとする。

これら両者の領域の境界をwet front とする。ここで用いた見かけのという言葉は，理論的な

RH 100％に対応する含水率が材料の全空隙をすべて満たした飽水含水率であることから使用

している。

　

見かけのRH 100 ％に対応する含水率は以下のごとく決定した。すなわち，内部結露実験の

条件Ａ，Ｂに対して，空気温を与えた理論計算の各実験における吸湿速度に, dry zone内での

近似吸湿速度が一致するよう見かけのRH 100 ％に対応する含水率を決定した。　まず見かけの

R H 100 ％に対応する含水串を35, 40, 45, 50重量％と仮定し，その値で各時刻のwet front

の位置を求め，その位置での温度したが

って飽和絶対湿度を決め，次式

ｑｖ＝ｋｖ

xi‾ｘfｓ
-

Ｌ‾ｘf

　　　　　　　　　　　　

(8－41)

から吸湿速度を計算する。このようにし

て求めた吸湿速度と理論計算より得られ

た吸湿速度の比較を図8－13に示して

いる。ここで･湿気伝導率はky = 2.26

×10‾2kg/mh(kg/k4)の値を使用した。

実験条件Ａの場合，近似吸湿速度はすべ

ての含水率に対してあまり差がなく，理

論計算値より僅かに大きくなっている。

↑。0

F

ン

Ｑ

０

図8-13
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経過時間（h）→

見かけのRH 100％に対応す

る含水率と吸湿速度



実験条件Ｂに対して，含水率が大になるに従って吸湿速度も大きくなり，Ａよりも差が大きい。

時間的変化では経過時間とともにこの差も大きい。理論値との比較では最初は含水率が大の方

ほど近く，時間とともに含水率の小の方に近い結果となっている。結露過程は，実験結果の考

察で述べたように吸湿速度一定の範囲が量的にも時間的にも重要であり，この範囲を近似でき

るように，また，減少速度の範囲においてもあまり大きな差を生じさせないように，見かけの

R H 100 ％に対応する含水率として45重量％を採用した。　第７章図７－５に示している理論

の検討に用いた平衡含水率曲線から，この45重量％に対する相対湿度を読みとると，約RH

98％に相当し，見かけのRH 100 ％とすることが妥当であると思われる。

　

以上の結果から，見かけのRH 100％に対応する含水率べooを

　　　　　　

ダlooニ45重量％

とすると，

　

dry zone ( 6 <べoo）においては，水分

移動は水蒸気移動のみで生じ（8－38）式

に従う。また, wet zone ( d≧べoo）にお

いては，水分移動は液・水蒸気移動が共存

しており，（8－40）式に従う。

　　　

b) wet frontの進行

　

図8-14に，本近似計算法の模式図を

示す。低温側の条件は結露実験と対応させ

て断湿条件で示している。任意の時刻にお

けるwet frontでの水分収支を考える。dry

zone側から水蒸気移動によって

ｑｖニkv
xi‾ｘfｓ
-

Ｌ‾ｘf

だけ入久wet zone 側から水分移動によ

って

ｑｗニ‾Ｄ∂

ｽﾞ
･ﾚ

f‾
ＤＴ
ま･ﾚ

f

Ti

Xsi

Xi

∂f＝‰
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図8－14

　

近似計算法の模式図

断
湿

To

∂

０
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だけ入る。この結果としてのwet front における水分蓄積がwet frontの進行に寄与する。し

たがって，この状態を表現すると. e,= rべooとして

∂
f

dXf
-

dt
ﾆkv
xi‾ｘfｓ

　

。、∂∂

L‾ｘf
I)悩 一Dt

ｘｆ
⊇ (8-42)

となる。

　　

c) wet zone 内における水分蓄積

　

（8－42）式によって, wet front の時間変動が求まる。このことにより, dry zone から

wet front への水蒸気移動量の時間変化，言いかえると材料内への吸湿量の時間変化が規定さ

れる。この吸湿量がwet zone 内での水分蓄積量である。ここでの近似計算法は, wet zone内

における水分蓄積を実験および理論より求められた含水率分布に良く合う分布形で表現し，吸

湿量と水分蓄積量とが一致するように分布形の係数を決める方法，いわゆる積分法を採用して

いる。すなわち，任意の時刻において，

ｄｔ＝ぐodｘ (8－43)

が満たされるように分布形の係数を決定する。ここで，０ま浸透深さとし, x=i?で∂＝∂in

を取る位置である。このぶは（8－43）式を満足させるためのパラメータである。

　　

ｄ）材料内含水率分布形

　

本計算法では材料内の含水率分布形を与えている。後節の計算例では三次式で近似した。分

布形の係数を決定する条件としては，低温側の水分移動条件, wet frontにおける条件，浸透

深さにおける条件が挙げられる。 wet frontにおける条件で，ここでは，含水率分布の特性，

すなわち勾配を与えた。結露実験および理論解析で述べたごとく，∂＝∂loo（45重量％）にお

ける含水率勾配は時間とともに増大し，最終的に露点位置に達つした時最大となっていた。最

終平衡状態において, wet front のdry zone側の絶対湿度分布は室内の絶対湿度と同じ値で

一定となり吸湿が零となっている。また, wet frontのwet zone側の水分移動は含水率勾配

によるものとで相殺され零となっている。したがって，以上のようなe　＝ e.（＝∂loo）におけ

る含水率勾配の特性が表現できるならば，分布形の妥当性および最終平衡時に必ず露点位置に

おいて０ニ０１となることが補償される。以下に述べる考察によりこの特性を表現した。

ぎしド乳丿孔 (8－44)

と表現できる。ここで，d∂/dhi∂fは材料特性である。また，∂h/∂ｘlｘfは材料内の絶対

湿度分布と飽和絶対湿度分布とより求めることができる。

　

d∂/dhl∂fは平衡含水率曲線より
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一意的に決まるものであるが，最終平衡時の状態より決定することもできる。すなわち，相対

湿度は

ヅヒ

平衡時における∂h/∂ｘ ix,

⑤

よ
款首)に

･ｏｎtのwet zone 側の水分

dで
･l
ｘd‾ＤＴ

器l

ｘd

よって，最終平衡時における∂h/∂ｘ i^d は

また, wet front のwet zone 側の水分流がこの時に零となることから

Ｄ∂

ｄ∂
-
dh

にに

∂

f

-

- -

∂ｈ

-
∂χ

Dt
-

Ｄ∂

レ

ここで’右辺の6dニＤ７/ Ｄ∂｜∂f

終平衡状態から求まるから，ｄ４

　　　　　　　　

ｄ∂ｌ

し･

＝０

-ＤＴ江|

　

＝０

　　

∂ｘ

　

Xd

Ｔ，
-
∂χ
-
∂ｈ

-
∂χ

竺ニ‾白∂

fし

∂Ｔ

-
∂χ

(8－45)

　

∂

∂χ

xd

①
し

(8－46)

(8－47)

は材料の特性値から･∂Ｔ/∂XIｘd，∂(Ｘ/ｘｓ)/∂ｘlχdは最

終平衡状態から求まるから, dft/d川

Ｒ＝ -
dh ∂f

∂fが決定できる。この値を定数値Ｒと表現すると

任意のwet front における含水率勾配はそれゆえ

∂∂

-
∂χ

l

ｘf
＝

ｄ∂

-
dh
し
∂ｈ

-
∂χ "f

＝Ｒ
∂ｈ

-
∂χ

に

(8－48)

(8-49)

によって与えることができる。

　

任意の位置における∂h/∂ｘlｘfは材料内の絶対湿度分布と飽和絶対湿度分布とより求めら

れる。我々の近似計算法における両者の分布は図8-14に示した模式図で明らかなように，

dry zone で絶対湿度分布は直線，飽和絶対湿度分布は温度分布を直線としこれに対応した二

次曲線で表現している。そこで，このように両者の分布を与えることで（8－49）による含水

率勾配が実際の含水率勾配とどの程度一致するか見ておく必要がある。図8－15に，実験条

件Ｂに対応する条件での理論計算結果から得られた∂＝∂fにおける∂h/∂刻ｘfの時間変化と
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本近似計算法での絶対湿度分布より求めた

∂h/∂眉ｘfとを示す

　

図から分るよう

に，理論式から求めた値の変化と大きな差

が見られる。この原因は, dry zone 全領

域において絶対湿度分布を直線とおいたこ

とによると思われる。すなわち実際の絶対

湿度分布は第７章７－７において示されて

いるように, dry zone　の高温側は直線分

布となっているが, wet front に相当する

部分は僅かに下に凸の分布をしている。し

たがって，本計算法では，この直線近似に

↑

含

水

率

勾

配

/-へ
重

量

呉

./

巴

顧;3

り0

佃

30

X）
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り

０

　

／

　　

λ

　

３

　　

今

　

ぐ

　　　　　

濡れ面位置（ｍｍ）→

よるｈ分布に及ぼす影響の修正として，各

　　　

図8-15

位置においてｈ分布を求める時の飽和絶対

湿度分布はその位置のｘfｓとｘｓiとを結ぶ

直線とした。すなわち，

また，

したがって

よって

ｘｓニ

χ＝

ｈ＝

∂ｈ

-
∂χ

xｓi‾ｘfs
-

Ｌ‾ｘf

X,

-

　

Ｌ

玉

Xs

Ｘ＋
Lｘfｓ‾ｘｓiｘf
-

Ｌ‾ｘf

Xfs
-
ｘf

-

-

-

-

（Ｘ

(ｘｓ

Lｘfｓ‾ｘiｘf

　

L‾ｘf

-Xf3) X十（Ｌχfｓ－χiｘf）

－ｘfs））（十（Ｌｘfｓ－ｘｓiｘf）

xi‾ｘｓi

)(f

　

ｘfｓ(Ｌ－ｘf)

濡れ面位置（∂＝45）における

含水率勾配

(8－50)

(8－51)

(8－52)

(8－53)

以上の修正をすることによって得られた∂h/∂xlXfを図8-15に修正値として示した。かな

り良く理論計算結果と一致していることがわかる。

　

結局，任意のwet frontにおける含水率勾配は，(8－49)(8－53)から
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⑤

。

によって表現できる。

＝Ｒ
∂h

　　　　　　　

ｘi‾ｘｓi

こしドＲ元元Ｔ万 (8－54)

　

８－４－３

　

本近似計算法の基礎式による位置づけ

　

本計算法の仮定は以下のごとくである。すなわち，

　　

１）最初材料は乾燥している

　　

２）熱伝導は定常

　　　　　

∂Ｔ

　　　　　

てニ０

　　

３）λ，ｋ、,は一定

　　

４）凝縮熱無視

　

Ｌ＝０

　　

５）水蒸気移動の支配的な領域(dry ｚｏｎｅ）と水蒸気移動と液水移動の共存する領域(wet

zｏｎｅ）に分ける。

　　

６）材料内含水率分布形を仮定する

　　

7) dry zone においては吸放湿無視

以上の仮定のもとに，基礎式に基づき整理ナると

dry zone において

　　　　　

∂2X

　　　　　

-＝O

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（8－4）

　　　　　

∂χ2

　　　　

∂2T

　　　　

万ニo

wet zone において

　　　　

∂∂

　　

∂
一一 -

∂t

　　

∂ｘ

器

＝０

湿条件の場

一
寸

0

卜

境界条件は

　

低温側で断湿条件の場合

かしこ

DＴ器loニ０

(8－5)

(8－55)

(8－56)

(8－57)
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ｘｓoニXsoR

wet front（ｘニｘf）で

　　　　　　

ｘfニｘｆｓニXfsc

　　　　　　

∂ｆニ∂100

　　　　　　　　

dx

　　　　　　　

∂こ

　　　　　　　　

ｆ

　

dt

　

室内側（ｘ＝Ｌ）で

　　　　　　　

Ｘ＝ｘｉ

初期条件は（t＝O）

　　　　　　　

∂＝∂iｎ

=kｖ
xi‾ｘfｓ
-

Ｌ‾ｘf

一Ｄ∂
こL

f‾ＤＴ

紆|

゛f

(8－58)

(8－

(8－

59

60

(8－42)

(8－61)

(8－62)

　

ここで，材料内水分収支を保つため, wet front へdry zone側から入る吸湿量と材料内

含水率分布形より決まる水分蓄積量とが等しいという条件

xi‾ｘfｓ

卜言 dt

　

＝ダ<9dx

　　　　

０

によってwet zone内での含水率分布の変化を求める。

(8－43)

　

８－４－４

　

計算例

　

ここでは，軟質繊維板について，片面断湿条件下の結露過程について計算を行なう。以下の

函数近似を行なう。

　　

１）材料内温度分布は直線近似

よって

Ｔ＝ ｘ＋Ｔｏニdｘ＋ＴO

-

- ｄ
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(8－63)

(8－64)

(8－65)

Tm

-
Ｌ

dT

　　

一一一
dx

Ｔｉ‾ＴＯ

-
Ｌ

２）材料内飽和絶対湿度は二次曲線近似

　　　　

ｘ
sニa

jT2十ａｊＴ十aj＝ぶ

1（dｘ十To）2十a2
(dx十To）十ａにajd2×2十（２ぶ1dTo十a2

d）ｘ十ａｊ Ｔ（?十八To十as

　　　　　

＝al ｘ2＋ａ２Ｘ＋ａ3



　

３）材料内含水率分布は三次式近似

　　　　　　

θ＝blｘ3＋b2×2＋b3ｘ＋b4

分布形を決定する条件は

　

ａ）断湿面（ｘ＝Ｏ）で

　　　　　　

9くyl
o‾ＤＴ
器l
o＝0

心服ト許白卜々際トづミ],ト，

よって

器1

0
＋εO
器1

0
＝0

　

ここで，εＯ＝ｍ∂Ｏ－ｎ

なる近似を行なｙ、また，

哭l
oニb3･

葺l

oニd’∂oニb4

であるから，（8－67）は

　　　　　　

b3十ｄ（ｍｂ４－ｎ）

よって b3＋dmb4＝dｎ

-

-

０

b) wet front （ｘ＝ｘf）でe = d,,　すなわち

　　　　　

ｂｌｘｆ３＋ｂ２×２＋ｂ３ｘｆ＋ｂ４ニ∂f

C）ｗｅt fｒｏｎt（Ｘニｘf）で

豹。 ＝Ｒ
一

一

xi‾ｘｓi
Ｑ

であるから，

d）

xfｓ（Ｌ－ｘf）

３bix/ ＋２bgXf ＋ｂ３＝Ｑ

Ｘニ召で∂ニ∂in，すなわち

b1ぶ3＋b2j?2＋b3ぷ＋ｂ＋ｂ４ニ∂in
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以上の４つの条件よりＥ次式の係数が決定される。行列表示すると，

レ

　

0

ｘパ

2

が

０ １

　

Xf^

　　

Xf

2xf

　　　

１

　

が

　　　

０

すなわち

〔Ａ〕〔Ｂ〕＝〔Ｃ〕

□白 (8－73)

(8－74)

　

（8－73）から分るように，三次式の係数は召を変数とするｘfの函数である。各係数につ

いて解くと

1AI＝flｘf3十ｆ２ｘご十らｘf (8－75)

bl゛T
jよ｛（f4ｘf2十f5ｘf十f6）十Ｑ（f7ｘf2十f8ｘf十f9）｝＝長

b2ニTﾘﾄ｛（floｘ丿十fnｘf伴f12ｘf十fl3)十Ｑ（f14ｘf3十f15ｘf2十f16 ｘf十f17）｝＝長

）゛
二

b3ニよ{(f18ｘ丿十f19ｘf3十f2oｘf2十f2lｘf)十Ｑ(f22ｘf4十f23 ｘ丿十f24
2 )}＝嵩

b4ニ士{(f25ｘ丿十‰ｘf3十f26ｘf2十f27 Xf 十f28)十Q(f29Xf''-十f3oｘ丿十f31ｘf2)}＝縦T

こで

Ｑ＝Ｒ
xi‾ｘｓi （χi－χｓi） f36

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－Ｋ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－
ｘfs（Ｌ‾ｘf）

　

（alｘf2＋a2）（f十a3）（Ｌ‾ｘf）f32ｘﾊﾟ＋f33ｘf2十f34ｘf＋f35

したがって

とすると
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ｑ３

１

-

ｑ３

　

１

-

ｑ３

ｑ３ニIAI’ｑlニglｘf6＋g2×45＋g3ｘf4＋g4ｘf3＋g5ｘf2＋g6ｘf

{g7 ｘf5＋g8 ｘf4＋gg ｘf3＋g
10
ｘ?＋gll ｘf＋g12}＝丘

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

q3

　　

//

{gl3 ｘf6＋g14 ｘf5＋g15 ｘf4＋g16ｘf3＋g17 2 ＋g18 Xf ＋g19}ニと

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｑ3

　

z，

{g20 ｘf7＋g21 ｘf6＋g22 ｘf5＋g23ｘf4＋g24 ｘf3＋g25ｘj＋g26 Xf }＝と‾

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(仙

上{g27
ｘf7十g28ｘf6＋g29ｘf5＋g3oｘf4＋g31ｘ? ＋g32×/+g33 ｘf}゜と‾
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となる。 wet frontの移動は（８－４２）から

∂

-

-

-

-

一

一

kv

Ｌ‾ｘｆ

dで･l
ｘf‾ＤＴ

器l

ｘf

xi－（alｘご十a2ｘf十a3）

L‾ｘf
D∂f（3 blｘf2＋2bjXf 十b3）－ＤＴfd

kｖ{ｘi－(alｘf2十a2ｘけa3)}－Ｄ∂バ3blｘf2＋2b2ｘf十b3)(Ｌ－ｘf)－Ｄ∂fEf(Ｌ－ｘf)

　　　　　　　　　　　　　

Ｌ‾ｘf

3D∂fb1町3十(－kｖal－3D∂fLbl＋2D∂fb2)ｘf2十〔(kｖa2十dD∂fEf)

　　　　　　　　　　　　　

Ｌ‾)cf

－2D∂fLb2十Ｄ∂fb3〕ｘf十〔{kｖ{Ｘにa3トＤ∂fEfdL}－Ｄ∂fLbjJ

＿hlblｘf3十（h2十h3bl十h4b2）ｘf2十（h5十h6b2十h7b3）ｘf十（h8十hgb3）
－

-

-

　　　　　　　　　　　　　　　　

h10

h18ｘf7＋h19ｘf6＋h20ｘf5＋h21ｘf4＋h22ｘf3＋h23Xf^ ＋h24 ｘf十h25

　　　

hllｘf6＋h12ｘf5＋h13ｘf4＋h14ｘf3＋h15Xf^ ＋h16 ''f＋h17

よって

　　　

ｄｔ＝∂ｆ
hllｘf6＋h12ｘf5＋h13ｘf4＋h14ｘf3＋h15ｘ-f2＋h16ｘf＋h17

(8－77)

h18ｘf7＋h19 ｘf6＋h20ｘf5＋h21ｘf4＋h22ｘf3＋h23ｘf2＋h24ｘf＋h25　dXf

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(8－78)

　

以下に各係数の関係を示す。ただし，ぶ＝ｘf十がとして計算している。また，実験結果，移

動係数は整理の都合上，含水率を重量％で表現しているのでここでも重量％∂’で計算した。

すなわち，∂＝γだの関係がある。

f1＝－mdが2

f3＝

　

2ど3

f5＝

　

2（がin－∂;）

f7ニ

　

ｍｄど

f9＝一が2

fl斤－3（yin一G）

f13ニ

　

ｍｄど3∂1－ndが３

ｆ１５＝－３ｍｄが2

fl7=　が３

f2＝－mdが3＋3ざ2

f4ニ‾ｍｄ（∂;ｎ－∂い

f6＝一ｍｄ∂;が2＋ndが2

f8ニ

　

ｍｄが

floニ

　

2rnd（∂;ｎ一心）

f12ニ

　

３ｍｄが２ぢ－３ｎｄダ2

f14二－２ｍｄが

f16ニーｍｄど3

f18ニーmd（∂1n－∂1）
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f19ニ

　

０

ｆ２１＝

　

２ｎｄど３‾２ｍｄが3yf

f23―　2mdが2

f25-

　

∂jn‾∂1

f27ニ‾ｎｄど３＋３が2∂≒

f29=一が

f31＝一が3

f33＝

　

ａｌＬ‾a2

f35ニ

　

ａ３Ｌ

gl＝

　

^1^32

93ニ

　

flf34十f2f3十^3^32

95＝

　

f2f35十^3^34

97＝

　

^4^32

99ニ

　

f4f34十f5f33十hh2

911＝

　

f5f35十f6f34十fsfae

gl3=　f 10^32

915＝

　

flof34十fllf33十f 12^32

917＝

　

fnf35十f12f34十f13f33十fl5f36

919ニ

　

f13ら5十f 17^36

g21 =　f18f33十f19 f32

923ニ

　

fl8f35十f19f34十f2oち3十f21f32十f 22^36

g25 =　‰f35十f21f34十f 24^36

g27 =　^25^32

g29=　f25f34十f26f33十f 27^32

931＝

　

f26f35十f27f34十f28f33十f 30^36

g33=　^28^35

hl＝

　

3D∂f

h3ニ‾3D∂fL

h5 ゛　kｖa2十ｄＤ０八

h7ニ

　

Ｄ∂f

f2oニ

　

３ｎｄど２ －３ｍｄが2叫

f22＝

　

md^'

f24ニ

　

ｍｄが3

f26=一ndが２

f28
２０≒が３

f30二－２が２

f32＝

‰＝

f36=

･ai

32-'-' ^3

ｘi‾ｘｓi

g2＝

　

flf33十f2^32

94ニ

　

flf35十f2f34十hhs

96ニ

　

f3^35

98＝

　

f4f33十f5^ 32

910ニ

　

f4f35十f5f34十f6f33十fyfse

gl2=

　

f6f35十hi 36

gl4=

　

flof33十f11^32

916ニ

　

flof35十fllf34十f12f33十f13f32十f14ち6

918ニ

　

f12f35十f13f14十fief36

920ニ

　

f18^32

922ニ

　

f18f34十f19f33十f20^32

924ニ

　

f19f35十らof34十f21f33十f23^36

926ニ

　

^21^35

§28―

　

f25f33十f26^32

930＝

　

f25f35十f26f34十f27f33十f28f32十^29^36

g32-

　

f27f35十f28稲4十f 31^36

h2＝‾kｖal

h4ニ

　

2D∂f

h6ニ‾2D∂fL

h8ニ

　

kｖ(Ｘにa3)－dＤ０16１Ｌ

― 138 －



h9ニ‾Ｄ∂fL

h11＝－gl

h13＝

　

Ｌｇ２‾g3

h15ニ

　

Lg4 － g5

h17ニ

　

Lge

hloニ

　

Ｌ‾ｘf

h12ニ

　

Lgl一 g2

h14＝

　

Lg3 － g4

h16ニ

　

Lg5- g6

h18＝

　

hig7十h2gi十h4gl3十h7g20

h19＝

　

hig8十h2g2十h397十h4gl4十h591十h6913十h7g21十h9g20

h2o＝

　

hlg9十h2g3十h398十h4gl5十h592十h6914十h7g21十h891十h9g21

h21＝

　

hlglo十h2g4十h399十h4gl6十h593十h6915十h7g22十h892十h9g22

h22＝

　

higii十h2g5十h3910十h4gi7十h594十h6916十h7g23十h893十^9 223

h23＝

　

higi2十h296十h3911十h4gi8十h595十h6917十h7g24十h8g4十^9824

h24ニ

　

h3gl2十h4gl9十h596十h6918十h7926十h895十h9g25

h25＝

　

h6919十h896十h9g26

計算手順は以下のごとくである。

　　

1）ｘfとどを与える。

　　

2）（8－76）により含水率分布形を･（8－78）によりｘfに至るまでの時間を計算する。

　　

3）（8－43）により材料内全体の収支が満足されているかどうかチェックする。

　　

４）水分収支が満たされていない場合，がを順次変化させ1), 2), 3)の手順を繰り返し，

　　　

水分収支が満足するまで行なう。満たされた時点で初めに与えたｘfについて計算が終

　　　

わる。

　

５）次にｘfを変え同様な計算を行なう。

　

6）ｘfが露点位置に来た時に計算が終了する。

　

表８－１に計算に使用した定数値を示す。表８－２には近似計算を行なった計算条件を示す。

条件Ａ，Ｂはそれぞれ内部結露実験Ａ，Ｂに対応している。

　

図8-16に条件Ａ，Ｂに対する吸湿量の計算結果を，図8 － 17, 8-18に含水率分布の計

算結果を示した。それぞれの図には，比較のために対応する条件で基礎式に基づき求めた正確

値も同時に示した。

　

図8-16の吸湿量の変化から分るように，近似計算結果は正確値とかなり良く一致してい

ると言えるだろう。ただし，初期においては，正確値ではほぼ一定の勾配で上昇しているが近

似計算では除々に増加率（吸湿速度）が減少している。この原因は，温度分布を直線近似して

いること，また，表面温の時間的低下を考慮していないこと，すなわち，含水率による熱伝導

-139 －



表８－１ 計算に用いた定数

内　　　容 記号 値 内　　’容 記号 値

見かけのRH100%に対

応する含水率

べ

00
0.45 kg/kg 層　　　厚 Ｌ 8×10‾3m

咄)oにおける含水率勾配

による水分伝導率
D∂f 0.15×10‾6㎡/h

飽和絶対湿度を

xs＝j1T2+a;T＋aj

とおいた時の係数

　／ai

0.164×10‾4

kg/仙/゜C2

∂;ooにおける温度勾配に

よる水分伝導率

DTf＝

゜fD∂f

0.24×10‾4

kg/mh°C
　／ａ２

0.224×10‾3

kg/l4/°C

温度勾配係数

　ε＝ｍβ包ｎ

とおいた時の係数

m
-68.64×10‾2

　kg
　-　㎡h

　／ａ３
0.384×10‾2

kg/kg'

ｎ 一久
飽和絶対温度を

xs＝al)(2＋a2x＋a3

とおいた時の係数

ａ１
＝バd2

温　気　伝　導　率 kv

2.26×10‾2

kg/mhkg/kg
ａ２ ＝2ajd十a.'d

材　　料　　密　　度 γ 240 kg/㎡ ａ３ ＝ajTj十aJro十八

表８－２

　

計算に用いた条件

記

号

条　件　Ａ 条　件　Ｂ

値

室内側表面温

断温側表面温

室内絶対湿度

初期含水率

露　点　位　置

材料内温度勾配

Ti

To

X,

∂in

Ad

d

16.5 (°C)

5.2 (゜C）

7.46(kg/kg')

6.0 (重量％）

3.6 (mm)

1.41×10‾3（゜C/m）

18.7 (゜C）

　9.6（℃）

11.54 (゜C）

9.0 (重量％）

5.7 (mm)

1.14×10‾3（゜C/m）

率の変化を考慮していないためと考えられる。また，条件ＡはＢより正確値との差が大きい。

　

図8 － 17, 8-18の含水率分布の時間経過もほぼ良く一致していると思われる。ただし，

条件Ａの場合，近似計算の含水率分布形が正確値の分布形と異なる。すなわち，変曲点の出来

る形与なっている。これは，分布形の三次式近似と濡れ面における含水率勾配を与えた仮定の

結果であると思われる。条件Ｂの場合は，初期において良く一致しているが，最終平衡に近づ

くに従い高い含水率の部分で差が見られる。この差も温度分布を直線とおいているため，理論
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ト
吸

湿

量

９

　

１０

T

。

水

率

ら

レ

W

９

∂

こ）

C） 勁 t00 1５Ｑ

図8-16

　

吸湿量の近似計算値と

　　　　　

正極値との比較

＆ ６ 十

　　

ユ

　　

＆

←

　

層厚（ｍｍ）

図8－17

　

含水率分布の近似計算値と

　　　　　　

正確値との比較

　

２Ｑ９

　　　　

ユ弓Ｃ）

　　

300

経過時間（h）→

泗0

陶

晦

０

ｇ ６

　

斗

←一一‘

λ

層

35"0

　　　

ひ

厚（皿）

図8－18

　

含水率分布の近似計算値を

　　　　　　

正確値との比較
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よりも多く温度勾配によって水分が移動し，したがって，これに対応して含水率による水分移

動が多くなり結果として高い含水率を示したと考えられる。

　

以上，正確値と比較することによって，ここで提案した近似計算法を検討したが，多少の差

異は見られるものの，吸湿量，含水率分布とも近似計算としては良く一致しており，この方法

でかなり予測し得ると考えられる。なお，この近似計算法は解析的に解くことはできなく，数

値計算によって求められなくてはならない｡計算には，京大の大型計算機を使用したが，条件

Ｂに対応ナる計算で結露後250時間の経過を知るために，正確解では約600秒必要であるの

に対し，近似計算で約10秒で行えた。

　

目的で述べたごとく，簡便でなおかつ現象を大略つかまえられる近似計算法としては，今回

の方法でほぼ満足のゆく結果が得られると言えよう。

　

ただし，今後の研究としては，近似の仮定がどの範囲まで適用できるのか，また，結露後の

蒸発過程においても適用してみること，他の材料においても適用してみることが挙げられよう。

８－５

　

第８章のまとめ

　

熱水分同時移動方程式は非線型であり，方程式に現われる移動係数も数多く同定も複雑であ

る。また問題によっては正確に現象を知る必要のない場合も多くある。このことから近似計算

法が必要とされる。本章においては，従来の近似計算法および新たな近似計算法について検討

した。以下に検討結果をまとめて示す。

　

ｉ）従来の近似計算法として，定常結露防止計算法，Ｈ. Glaserの方法，Ｂ .Ｈ.ｖｏｓの方法

を取り上げた。

　

ii）各計算法について，本研究で用いられた基礎式に基づき整理した。また，これらの方法

についての概要および適用範囲と問題点について述べた。

　

iii)従来の近似計算法において，水分移動を考慮したのはＢ． Ｈ．Vos の方法である。　しか

し，この方法は全吸湿量および主に含水している範囲の時間経過を求めることができるが，材

料内含水率分布は予測し得ない｡また，本研究において用いた軟質繊維板のような材料枠陛を

持つ場合には現象と大きな差を生じる。そこで，実験結果および理解の検討結果から，材料内

含水率分布が予測出来かつ現象を大略予測し得る近似計算法を示した。近似計算法による結果

と正確値とはほぼ良く一致していた。なお，計算法において用いた仮定についてその適用範囲

についての検討がなお残されている。
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Ai

ａ

Ｃ

Cs

Cw

-

-

記

ｉ相の全系に対する容積比〔㎡/㎡材料〕

＝

　

空隙率〔㎡/㎡材料〕

＝

　

湿り材料の比熱〔Kcal /kg °Ｃ〕

＝

　

乾燥材料の比熱〔KcalAg kg〕

＝

　

液水の比熱〔Kcal/kg °Ｃ〕

号

馬加

　

二

　

空気中の水蒸気拡散係数〔㎡/h〕

■L'osm

　

ニ

　

液中のﾆﾆ1°イド溶質濃度に対する拡散係数〔㎡/h〕

D∂

Ｄ∂f

D∂Ｖ

Ｄ叱

Dt

DTf

Dtv

Dx^

F,

Fv

Fa

Fw

f12

ｇ

ｈ

μ

Iv

＝

　

含水率勾配による水分伝導率〔㎡/h〕

＝

　

wet front における含水率勾配による水分伝導率［㎡/h］

＝

　

含水率勾配による水蒸気成分の水分伝導率〔㎡/h〕

＝

　

含水率勾配による液水成分の水分伝導率〔㎡/h〕

＝

　

温度勾配による水分伝導率〔kg/ m h °Ｃ〕

＝

　

wet front　における温度勾配による水分伝導率〔kg/mh°Ｃ〕

＝

　

温度勾配による水蒸気成分の水分伝導率〔kg/ mh°Ｃ〕

＝

　

温度勾配による液水成分の水分伝導率〔kg/m h°Ｃ〕

＝

　

ｉ相に働く外力〔Ｎ/kg〕

＝

　

水蒸気成分に働く外力〔N/kg〕

＝

　

乾燥空気成分に働く外力〔N/kg〕

＝

　

液水成分に働く外力〔Ｎ/kg〕

＝

　

1相と２相間の相互作用による摩擦力〔N/kg〕

＝

　

重力の加速度〔ｍ/ h2〕

＝

　

相対湿度〔－〕

＝

　

液水のエンタルピー〔Kcal/kg〕

＝

　

水蒸気のエンタルピー〔Kcal/kg〕

Jｗ（り）ニ

　

i･ j相間の水分流〔kg/㎡h〕

K

K

＝

　

不飽和水分伝導率〔ｍ／ｈ〕

＝

　

湿気伝導率〔kg/mh（kg/kg丿
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Ｌ

mk

m

"s

Ｐ

p.

Pa

Ｐ。sm

Pg

Pv

qa

＝

　

吸着あるいは凝縮熱〔Kcal/kg〕

＝

　

コロイド溶質の分子量〔kg/ Kmol 〕

＝

　

水蒸気の分子量〔kg/Ｋｍｏｌ〕

＝

　

材料単位面積当りの毛細管の本数

＝

　

全圧〔kg/㎡〕

＝

　

i相の熱力学的圧力〔kg/㎡〕

＝

　

乾燥空気の分圧〔kg/㎡〕

＝

　

コロイド材料の浸透圧〔kg/㎡〕

＝

　

湿り空気の圧力〔kg/㎡〕

＝

　

水蒸気の分圧〔kg/㎡〕

＝

　

乾燥空気流〔kg/㎡h〕

〔1/㎡〕

%

　　

ニ

　

湿り空気流〔kg/㎡hj

%

　　

ニ

　

熱流［Kcal/㎡h］

（腿

　　　

＝

　

液水流〔kg/㎡h〕

%

　　　

ニ

　

水蒸気流〔kg/㎡h〕

q乙ka

　

ニ

　

材料の毛細管内における液水流〔kg/㎡h〕

ｑ乙ｏｓ

　

ニ

　

材料の浸透圧における液水流〔kg/㎡h〕

^v,mi　ニ　材料のミグな毛細管内における水蒸気流〔kg/㎡h〕

1v, ma　ニ　材料の７グな毛細管内における水蒸気流〔kg/㎡h〕

It, V　ニ　温度勾配による水蒸気成分の水蒸気流〔kg/㎡hj

ql;召

ｑ∂，ｖ

ｑe,e

Qw

Ｒ

Rw

Ra

「

Ｓ

恥

Sw

＝

　

温度勾配による液水成分の液水流〔kg/㎡h〕

＝

　

含水率勾配による水蒸気成分の水蒸気流［kg/㎡h］

＝

　

含水率勾配による液水成分の液水流〔kg/㎡h〕

＝

　

水分流［kg/㎡h］

＝

　

一般ガス定数〔kg m/ Kmol °Ｋ〕

＝

　

液水のガス定数〔kg mAg °Ｋ〕

＝

　

乾燥空気のガス定数〔kg m/kg °Ｋ〕

＝

　

毛細管半径〔ｍ〕

＝

　

材料１㎡当りの空隙部表面積〔㎡/㎡〕

＝

　

水蒸気成分のエントロピー〔J /kg°Ｃ〕

＝

　

液水成分のエントロピー〔J/kg°Ｃ〕
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Sl

　

°材料外表面１㎡当りの実質部面積〔㎡/㎡〕

Sv

　

ニ材料外表面１㎡当りの空隙面積〔㎡/㎡〕

Ｔ

　

＝温度〔゜Ｃ〕

t

　

＝時間〔h〕

Vi

　

ニ

　

Σγik Vik/ γi　i相の質量中心速度〔ｍ/h〕

Vik

　

ニ

　

ｉ相ｋ成分の速度〔ｍ/h〕

Vs

　

ニ固体実質部の質量中心速度［ｍ/h］

Ｖ、、＝空気中における体積水蒸気流［㎡/㎡空気h］

ｖｗ

　

ニ体積水分流〔㎡／㎡ｈ〕

Ｘ

　

＝絶対湿度〔kg/kg乾燥空気〕

Xfs

　

°wet frontにおける飽和絶対湿度〔kgAg乾燥空気〕

X,

　

ニ室内絶対湿度〔kgAg乾燥空気〕

Xs,

　

ニ室内側表面温に応じる飽和絶対湿度〔kg/kg乾燥空気〕

^so

　

ニ断湿側表面温に応じる飽和絶対湿度〔kg/kg乾燥空気〕

ｘ

　

＝位置〔ｍ〕

ｘd

　

ニ露点位置〔ｍ〕

ｘf

　

ニ゛ｅt front の位置［ｍ］

α

　

＝熱伝達率〔Kcal/㎡h°Ｃ｀〕

（が

　

＝湿気伝達率〔kg/㎡h°Ｃ〕

β

　

＝相間の湿気伝達率〔kg/㎡h（J/kg）〕

γ

　　

＝材料の密度〔kg/㎡〕

γｇ

　

ニ湿り空気の密度〔kg/㎡〕

7≒

　

ﾆﾆΣγik＝Aipi

　

i相のみかけの密度〔kg/㎡〕

γik

　

ニ

　

ｉ相ｋ成分のみかけの密度〔kg/㎡〕

γs

　

ニ乾燥材料の密度［kg/㎡］

γＶ

　

ニ水蒸気密度〔kg/㎡〕

ん

　

ニ水の密度〔kg/㎡〕

ε

　　

＝

　

ＤＴ/Ｄ∂温度勾配係数〔kg/㎡゜Ｃ〕

η

　　

＝粘性係数〔kg/mh J

θ

　

＝含水時の湿り空気の容積〔㎡/㎡材料〕

θo

　

＝固体実質部を除く容積〔㎡/㎡材料〕
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∂

が

∂in

∂0

∂f

θ

尤

ス

μ

100

＝

　

含水率〔kg/㎡〕

＝

　

重量含水率〔kgAgJ

＝

　

初期含水率〔kg/㎡〕

＝

　

断湿面における含水率〔kg/㎡〕

＝

　

wet front における含水率〔kg/㎡〕

＝

　

見かけのRH 100%に対応する含水率〔kg/㎡〕

＝

　

屈曲率〔－〕

ニ

　

材料の熱伝導率〔Kcal /m h°Ｃ〕

＝

　

化学ポテンシャル〔JAg〕

μＶ

　

ニ

　

水蒸気の化学ポテンシャル〔J/kg〕

μａ

　

ニ

　

乾燥空気の化学ポテンシャル〔J/kg〕

樫

　

＝

　

液水の化学ポテンシャル〔J/kg〕

μis

　

ニ

　

ｉ相固体実質部の化学ポテンシャル〔J/kg〕

μao

　

ニ

　

真の乾燥空気の化学ポテンシャル〔J/kg〕

μ≪0

　

＝

　

真の液水の化学ポテンシャル〔J /kg〕

μVO

　

ニ

　

真の水蒸気の化学ポテンシャル〔J/kg〕

μ1£

　

ニ

　

自由水基準の水蒸気の化学ポテンシャル〔J /kg〕

μ２£　＝

　

自由水基準の液水の化学ポテンシャル〔J/kg〕

μiv

　

ニ

　

純水蒸気圧基準の水蒸気の化学ポテンシャル〔J/kg〕

μ2V

　

ニ

　

純水蒸気圧基準の液水の化学ポテンシャル〔J /kg〕

Px

　　

°

　

i相の真の密度〔kg/㎡〕

Ps

　

＝

　

水蒸気の真の密度〔kg/㎡〕

^vo

　

ニ

　

飽和水蒸気の密度〔kg/㎡〕

ρ

　　

＝

　

表面張力〔Ｎ／ｍ〕

の

　　

＝

　

totalポテンシャル〔ｍ〕

ｒ

　　

ニ

　

毛細管ポテンシャル〔ml
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添

　

字

　　　

-ａ

　　

-

ｇ

　　

＝

ｉ

　

＝

ぶ

Ｓ

Ｗ

１

乾燥空気

ガス相

室内側

＝

　

液

　

水

＝

　

固体実質部または飽和

＝

　

水

　

分

＝

　

ガス相

Ｂ

ｋ

「

Ｖ

０

２
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＝

　

材料外表面

＝

　

ｉ番目とｊ番目の相

＝

　

ｋ番目の成分

＝

　

室

＝

　

水蒸気

＝

　

断湿側あるいは室外側

＝

　

液相
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ました京都大学教授堀江悟郎先生に深く謝意を表します。

　

また，本研究中，終始適切な御教示をいただいた京都大学教授松浦邦男先生に深謝の意を表

します。

　

私は，神戸大学在学中，神戸大学教授松本衛先生の御指導を受けた。まがりなりにも研究生

活が続けられたのは先生の研究に対する熱意を感じたためであると思います。また，本研究中，

貴重な御助言とはげましを受けた。先生に厚く感謝いたします。

　

ゼミにおいて，また機会あるごとに適切なる御助言をいただいた京都大学助教授寺井俊夫先

生，同，中村泰人先生に厚く感謝いたします。

　

また，研究上の問題等親しく聞いて下さった京都工芸繊維大学教授中沢康明先生に心から謝

意を表します。

　

本研究についての議論に熱心に応じられ，問題点等を指摘して下さった京都大学古江嘉弘講

師に深謝の意を表します。

　

また，本研究において，熱心に議論をたたかわすことにより研究を深めることができ，さら

に，終始労をいとわぬ協力をして下さった京都大学鉾井修一助手に厚く感謝の意を表します。

　

最後に，京都大学環境工学研究室の皆様には種々御協力いただき感謝いたします。

なお，本研究の一部は文部省科学研究費の助成を受けた。ここに記して謝意を表します。
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